


新ジャーナル「Synthesiology − 構成学」発刊の趣旨

研究者による科学的な発見や発明が実際の社会に役立つまでに長い時間がかかったり、忘れ去られ葬られたり
してしまうことを、悪夢の時代、死の谷、と呼び、研究活動とその社会寄与との間に大きなギャップがあることが
認識されている（注 1）。これまで研究者は、優れた研究成果であれば誰かが拾い上げてくれて、いつか社会の中で
花開くことを期待して研究を行ってきたが、300 年あまりの近代科学の歴史を振り返れば分かるように、基礎研究
の成果が社会に活かされるまでに時間を要したり、埋没してしまうことが少なくない。また科学技術の領域がます
ます細分化された今日の状況では、基礎研究の成果を社会につなげることは一層容易ではなくなっている。

大きな社会投資によって得られた基礎研究の成果であっても、いわば自然淘汰にまかせたままでは（注 1）、その
成果の社会還元を実現することは難しい。そのため、社会の側から研究成果を汲み上げてもらうという受動的な
態度ではなく、研究成果の可能性や限界を良く理解した研究者自身が研究側から積極的にこのギャップを埋める
研究活動（すなわち本格研究（注 2））を行うべきであると考える。

もちろん、これまでも研究者によって基礎研究の成果を社会に活かすための活動が行なわれてきた。しかし、
そのプロセスはノウハウとして個々の研究者の中に残るだけで、系統立てて記録して論じられることがなかった。
そのために、このような活動は社会における知として蓄積されずにきた。これまでの学術雑誌は、科学的発見といっ
た基礎研究（すなわち第 1 種基礎研究（注 3））の成果としての事実的知識を集積してきた。これに対して、研究成
果を社会に活かすために行うべきことを知として蓄積する、すなわち当為的知識を集積することを目的として、こ
こに新しい学術ジャーナルを発刊する。自然についての知の獲得というこれまでの科学に加えて、科学的知見や
技術を統合して社会に有益なものを構成するための学問を確立することが、持続的発展可能な社会に科学技術が
積極的に寄与するための車の両輪となろう。

この「Synthesiology」と名付けたジャーナルにおいては、成果を社会に活かそうとする研究活動を基礎研究（す
なわち第 2 種基礎研究（注 4））として捉え直し、その目標の設定と社会的価値を含めて、具体的なシナリオや研究
手順、また要素技術の構成・統合のプロセスが記述された論文を掲載する。どのようなアプローチをとれば社会
に活かす研究が実践できるのかを読者に伝え、共に議論するためのジャーナルである。そして、ジャーナルという
媒体の上で研究活動事例を集積して、研究者が社会に役立つ研究を効果的にかつ効率よく実施するための方法論
を確立することを目的とする。この論文をどのような観点で執筆するかについては、巻末の「編集の方針」に記載
したので参照されたい。

ジャーナル名は、統合や構成を意味する Synthesis と学を意味する -logy をつなげた造語である。研究成果の
社会還元を実現するためには、要素的技術をいかに統合して構成するかが重要であるという考えから Synthesis
という語を基とした。そして、構成的・統合的な研究活動の成果を蓄積することによってその論理や共通原理を見
いだす、という新しい学問の構築を目指していることを一語で表現するために、さらに今後の国際誌への展開も考
慮して、あえて英語で造語を行ない、「Synthesiology - 構成学」とした。

このジャーナルが社会に広まることで、研究開発の成果を迅速に社会に還元する原動力が強まり、社会の持続
的発展のための技術力の強化に資するとともに、社会における研究という営為の意義がより高まることを期待する。
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１　緒言
近年のライフサイエンス技術の発展により、従来は根治

治療が不可能であった疾患においても、革新的な治療を支
える先進医療技術の応用が現実のものとなりつつある。臓
器・組織移植以外の選択肢を持たなかった重篤な疾患に
おいても、こうした先進医療技術による新規高度治療の可
能性が具体化している。例えば、細胞を用いる再生医療に
よる種々の難治性の疾患治療が試みられつつある。再生
医療では、通常採取された細胞は培養による増殖・加工（分
化）という過程を必要とする。この培養においては、当然
のことながら、外部からの細菌、真菌、ウイルス等の感染
があってはならない。さらに、感染の防御のみならず、増殖・
分化操作を受けた細胞がその安全性や有効性を担保され
ていることも必須である。種々の細胞を用いての再生医療
が想定されるが、ES 細胞を用いた基礎研究から医療現場
で既に用いられている患者自身の体細胞を用いての治療ま
で様々なリスク、実用化段階のものが存在している。さら
に、最近では京都大学山中教授等により開発された人工万
能細胞（iPS）が倫理的な問題のある ES 細胞に取って代
わり応用される可能性が示唆されている。しかし、現段階
では ES 細胞や iPS 細胞は移植によりテラトーマという腫
瘍を形成し、その安全性は確立されておらず、治療に用い
ることはできない。以上の状況に鑑み、本論文は再生医療
技術の開発とその技術利用における問題点を整理し、早期
の臨床応用をふまえて、社会に受け入れ易い医療システム
の構築、特に骨再生技術を確立したので、それにいたるア
プローチならびに成果について記述する。

２　再生医療技術開発における課題
再生医療とは、細胞あるいは細胞由来の組織の移植に

より、病気や傷害などによって失われた臓器や組織の機能
を修復・再生する医療と考えられる。他の既存の治療と異
なり、ユニークな点は培養という工学的な技術により細胞
を増殖・加工（分化）するプロセスが存在することである。
このためには、用いる細胞の選択、培養工程プロセスの安
全性確保が必要である。例えば、ヒト（哺乳類）の細胞を
増殖するためには、細胞を種々のアミノ酸やビタミン等が含
まれた液体の培地の中で培養を行う。しかし、このとき一
個の細菌でも混入すると、細菌の増殖率はヒト細胞より数
倍～数十倍高く、ヒト細胞が増殖したときには、それより
はるかに多くの細菌も増殖することとなり、この培養細胞
の患者への移植により感染症が発生する。

この感染を防ぐために、厳重に管理された無菌空間内

研究論文

近年、細胞を培養増殖・加工して種々の疾患治療に用いるという再生医療技術が注目されている。この技術を臨床応用するために
は、これら培養プロセスの安全性のみならず用いる細胞の有用性の担保も必要である。これらプロセス構築にかかわる問題点を整理
して解決し、実際の治療応用への展開に成功した。

実用化をめざしての再生医療技術開発

ー　安全を担保したヒト細胞操作プロセス構築と臨床応用　ー
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図 1　患者細胞の培養から移植までの流れ
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での培養環境、すなわちヒト細胞を専用に培養する施設
（CPC：Cell Processing Center）を必要とする（図 1）。
この CPC 内で細胞の増殖・加工作業を行うが、通常病院
で採取された細胞は目的とする細胞以外に種々雑多の細胞
を含む集団であり、その中から目的とする細胞を選択し増
殖させなければならない。このためには、細胞選択技術開
発をふまえて、その選択された細胞が増殖するかの検証も
必要となる。さらに増殖した細胞は分化という加工プロセ
スを経て再生される組織・臓器に特異的な細胞へ転換され
る。この分化した細胞が果たしてその特異的な細胞として
の機能を有しているのかの検証も必要となる。また、これ
らの操作された細胞を患者にそのまま移植する場合もある
が、多く（例えば我々が精力的に行っている骨・関節再生）
は、細胞と生体材料とを複合化し、この複合体（ハイブリッ
ド）が移植される。この場合、用いられる生体材料の安
全性ならびに細胞に対する有用性、例えば細胞分化を支
持する材料かの検証も必要である。さらに、これらの検証
プロセスの規格化あるいは標準化により、より多くの患者
に適応が可能となり、社会に認知される治療技術となる。

以上の点を整理すると次の 4 点に集約される。
1）ヒト細胞培養施設（CPC）の環境整備
2）目的とする細胞の選択と増殖能検証
3）細胞の分化検証（生体材料の検証）
4）再生医療にかかわる標準化

３　再生医療の課題に対する我々の取り組み
3.1　ヒト細胞培養施設の環境整備

図 1 に培養工程の模式図を示す。病院内で患者から細
胞（骨髄）が採取される。この細胞は我々の細胞培養施設
（CPC）へ搬送され、細胞の増殖が行われる。増殖され
た細胞そのものを移植される場合もあるが、さらなる分化
過程を経て目的とする臓器・組織の構成細胞へ分化し、こ

の分化細胞が再度病院に搬送され、病院で患者に移植さ
れる。通常、この分化過程は種々の生体材料上で行うこと
が多い [1]。

上述のように、これら細胞の増殖・分化の過程で細菌や
真菌が混入する（コンタミネーション）と細胞も増えるが細
菌も増えることになり、このような細胞は使用できない。ま
た、細菌は通常の環境内に常在している。そこで、半導体
工場のクリーンルームなどで使用されている HEPA（ヘパ）
フィルターで微粒子を除去した空気を CPC 内に送り込み、
滅菌したキャビネットの中で細胞培養操作を行う。このよう
に、ある程度物理的に CPC 内に無菌環境域をつくること
は可能であるが、我々ヒトの体内には種々の雑菌が内在し
ていて、外部からでなくヒト（作業者）そのものが感染源と
なりうる。しかし、この CPC 内における細胞の増殖・加工
というプロセスには作業者が必要である。また、このよう
なプロセス以外にも、例えば細胞が予定通り増殖・分化し
ているかの確認のために、CPC 内での顕微鏡を用いての
細胞観察も必須である。この CPC 内へのヒトの出入りを
少なくするため、我々は三洋電機株式会社と一緒に細胞自
動観察装置を開発した [2]。図 2 に見られるように、本装置
を用いることで、ＬＡＮを介した遠隔地から、ユーザが指
定する任意の培養容器の任意の位置の画像を観察すること
ができる。すなわち、CPC 内に立ち入ることなく細胞の観
察が可能であり、無菌環境を保つことができる。さらに、
培養工程は厳重な品質管理手順の下に行われているが、
培養細胞のデータを記録する作業も作業者の負担になって
いる。

図 3 に本装置によって観察された細胞の 24 時間ごとの
画像を示す。すべて、同一部位（定点）を観察している。

（2）−

観察室

事務室

他施設

（ヒト細胞培養施設）CPC

クリーンルーム

自動観察装置

管理室

サーバ

三洋電機開発

LAN

ヒト細胞、24時間毎定点観察

図 2　ヒト培養施設の環境整備（細胞自動観察装置開発）
図 3　細胞自動観察装置による定点観察（細胞観察機能付自
動搬送インキュベータ）
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時間が経過するごとに細胞数が増え、順調に細胞が増殖
していることが分かる。このような細胞培養の微細領域を
再現性をもって継時的に遠隔的に観察できる装置はこれま
でになく、この装置の開発意義は大きい。また、本装置は
これらの観察結果を定期的に画像データとして記録するこ
とも可能である。以上、品質管理の精度の向上と作業員の
負荷の低減の両方に貢献できる技術開発を行うことができ
た。より理想的には人手に頼らない細胞培養が望まれ、こ
の点において、自動培養装置の開発も行っているが、紙面
の関係上省略する。
3.2　目的とする細胞の選択技術（細胞増殖の検証）

さて、細胞の増殖過程は種々の再生医療において行わ
れる最初のプロセスである。しかし、採取された細胞は種々
雑多な細胞を含むのでその細胞集団より目的とする細胞の
選択が必須である。例えば、我々は赤血球、白血球等の
血球系細胞およびその他の細胞を含む新鮮骨髄から間葉
系幹細胞を選択増殖することを行っている。具体的には培
養皿に新鮮骨髄を播種し皿表面に接着する細胞を増殖・回
収することで血球系の細胞を除去している。実際、このよ
うにして回収された細胞集団は間葉系幹細胞に多く発現し
ている種々のマーカー発現を呈する。しかし、この段階に
おいても、種々の異なった増殖能をもつ細胞集団からなり
均一ではない。すなわち、その時点で培養している間葉系
幹細胞が予想通りに増殖するかの判断は困難である。

我々はこれまでの臨床応用研究の過程で、培養中の間
葉系幹細胞の核が薄くなり細胞形態が扁平になると、増殖
速度が落ちることを経験してきている。そこで、この現象
を定量的にとらえることにより、増殖能を予想することを考
えた。具体的には、原子間力顕微鏡を用いて測定した間葉
系幹細胞の厚みと細胞増殖活性の相関を検討し、増殖能
の高い間葉系幹細胞は増殖能の低い細胞に比し、小型で
細胞核部分での厚みが増加していることを見出した [3]。し

かし、この原子間力顕微鏡は非常に高価であり、また操作
も困難で計測にも時間がかかる。そこで、間葉系幹細胞の
核にあたる部分の細胞厚みと光学顕微鏡像による細胞（平
面）形態から、培養中の細胞増殖活性度の評価が可能か
どうかを検討し、これらの指標を用いて細胞増殖活性を評
価する技術ならびに増殖活性を測定する装置の開発をオリ
ンパス株式会社と共同で行った。具体的には、光学顕微
鏡による細胞厚み計測法として、培養容器に接着した間葉
系幹細胞の位相像を取得し、画像解析ソフトによる画像処
理により細胞厚みならびに細胞面積に対応した数値情報を
取得した。図 4 に見られるように、本装置により、培養中
の間葉系幹細胞が 3 次元で表示され、その厚みも自動的
に測定できる。本装置を使用することにより培養中の細胞
の増殖能が非侵襲的に予測されることとなり、用いる細胞
の増殖の検証が可能となる。すなわち、より有効性を担保
できうる細胞培養のできる技術開発に成功した。なお、本
装置は既存の光学顕微鏡と連動することが可能であり、
すでに各病院や研究室に設置されている顕微鏡の付属機
器となりえる。このように、我々が開発した機器は、コスト
パーフォマンスにすぐれ、将来汎用性をもって各所で使用さ
れることが期待される。
3.3　細胞の分化の検証（生体材料と組み合わせる場合
は材料上での分化の検証）

我々は再生医療技術開発の中で、特に骨再生に関する
技術開発を行ってきた。具体的には細胞培養により間葉系
幹細胞を骨形成能力のある骨芽細胞へと細胞分化させ、
その骨芽細胞による骨基質を種々生体材料上で形成する
（再生培養骨）[4][5] という手法を用いての骨再生である。こ
の再生培養骨の作製には種々の生体材料が用いられる。
特に、細胞を保持する多孔体の構造をもつ材料が有用であ
る。しかし、その生体材料が果たして細胞を効率良く保持
でき、さらに生体内で新生骨形成能を有するかの評価が
必要である。そのため、再生培養骨に使用される生体材
料の性状、物性と間葉系細胞の活性の比較検討を行い、
生体内で骨新生を評価する手法の確立を目指した。また、
この評価法を標準化すべく、細胞のソース（この場合はラッ
ト大腿骨骨髄）を一定とし、手順も一定にするべく検討を
行っている。

具体的な手順を述べると、7 週齢ラットの骨髄をフラス
コ内で培養して間葉系幹細胞を増殖させ、細胞濃度が 1×
106 cell/ml になるように調整する。使用する多孔体材料を
培養プレートに並べ、調整した細胞懸濁液にて浸漬する。
骨分化誘導培地を用いて、さらに 2 週間培養する。培養終了
後骨分化した細胞（骨芽細胞）の検出はアルカリフォスファ
ターゼ染色によった。図 5 上図に見られるように、2 種類

（3）−
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図 4　細胞厚み計測装置開発（細胞増殖活性計測評価技術と
計測装置開発）
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の材料（多孔体の合成ハイドロキシアパタイトと珊瑚骨格
由来のハイドロキシアパタイト）を比較すると、前者では材
料表面の気孔にのみ骨分化が生じる。これに比し、後者
では気孔の内部にまで細胞が生着し、骨分化も良好に生じ
ていることが分かる。さらに、同系ラットへの移植を行っ
た。図 5 下図に見られるように、珊瑚骨格由来の多孔体ハ
イドロキシアパタイトには多孔体の内部にまで新生骨（図で
は赤色に示される）が見られた。このように、in vitro の
培養と in vivo の移植研究により、用いられる生体材料の
骨分化能に関する検証がなされうる。以上、骨再生医療に
用いられる生体材料の有効性について事前に判定しうる評
価技術を開発した。
3.4　再生医療にかかわる標準化

上述のように、再生医療においては、採種した細胞や
培養増殖した細胞、さらに分化させた細胞が適切なもの
であることを確認するとともに培養プロセスの効率化を常
に検証する必要がある。また、再生医療の産業化を考慮
した場合、用いる細胞の安全性や有効性などの評価方法
や基準の確立は必須である。標準化された細胞の評価方
法を用いることにより評価結果の基準がつくられることと
なり、安全性や有効性の判断が容易となる。すなわち、
この標準化によりプロセスの効率化を進める上での指標
が明確となり、再生医療製品作製のための計画立案、遂
行が容易となる。3.3 節に記述のように、例えば我々は骨
再生医療に用いられる生体材料の評価方法を確立しつ
つある。そこで、その評価法の国際標準化を視野に入れ
ている。国際標準 化 機 構（International Organization 
for Standardization：ISO）では、現在約 230 の専門委
員会（Technical Committee：TC）が積極的な活動を展
開し、その中で医療機器に関しては TC150（外科用イン
プラント：Implants for Surgery）が担当している。その

TC150 はさらに分科会（Subcommittee：SC）や作業部会
（Working Group：WG）に分かれ、各国の専門家により、
議論が進められている。再生医療分野では、WG11（Tissue 
Engineered Implants）において、再 生医療 技 術に関
する規格案が審議され、2007 年 1 月には SC7（Tissue 
Engineered Medical Products）への“昇格”が承認された。
我々は規格案「ラット間葉系細胞を用いた多孔性材料内
における生体内骨形成評価法」（提案名称：In vivo bone 
formation in porous materials using rat mesenchymal 
cell − Standardization to evaluate bone forming ability 
of biomaterials）を提出し、我が国発の再生医療技術の
規格化に向け活動を開始している。図 5 にその規格案によ
り行なわれた材料内での骨形成を示す。

４　再生医療技術を利用した臨床応用
再生医療における課題を克服すべく種々の技術開発を企

業の方 と々ともに行ってきた。その結果として、世界に先駆
けて再生培養骨が形成された人工関節を変形性関節症患
者に移植することができた。最初の症例は既に約 6 年経過
し、総数は 50 例を超えている。まだまだ短期的ではある
が、炎症反応や感染等の副作用も生じず、人工関節の有
害事象である移植部での“ゆるみ”もなく良好な結果を保っ
ている [6]。また、関節症患者のみならず、骨腫瘍 [7] 等に
も再生培養骨が移植されている。（株）富士経済の調査に
よると日本における関節症患者数は約 80 万人でそのうち 2
万人が再生医療の対象患者であると推定されている。この
ように、我々の技術は多数の患者に適用される可能性があ
る。さらに、間葉系幹細胞が血管内皮や心筋細胞へも分化
しうることを確認し [8]、国立循環器病センターとともに心再
生への臨床応用も開始した。このように、患者自身の組織
を犠牲にすることなく、最小限の侵襲（骨髄穿刺）により
採取された、患者自身の細胞（骨髄細胞）を利用すること
により、骨・関節疾患のみならず心不全等の治療技術の開
発に成功した。この心不全の推定患者数は 160 万人であ
る。今後、骨髄由来間葉系幹細胞の様々な組織構成細胞
への分化能力を利用してさらに幅広い組織・臓器再生にお
ける臨床応用が期待できる。

５　考察（残された課題）
さて、以上のように我々は再生医療に用いられる種々

の技術を開発し、その結果として骨再生をはじめとして、
様々な疾患の患者に対して応用、すなわち臨床研究を行っ
てきた。しかし、数多くの患者にその恩恵を与えるには、
企業がこれらの医療応用に対して取り組みを行うことが必
須である。そのためには、これらの研究が治験（ちけん：

（4）−

生体内（ラット背部）移植後の骨形成

珊瑚由来ハイドロキシアパタイト合成多孔体ハイドロキシアパタイト

図 5　生体材料の検証（間葉系幹細胞播種後の骨芽細胞存在
部位）
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clinical trial）というプロセスを経て、最終的に培養され
た細胞が厚生労働省の許認可の下、再生医療製品として販
売される必要がある。例えばアメリカの Genzyme 社は米
国食品医薬品局（FDF）の認可の下、1 万例以上の患者に
対して増殖軟骨細胞を製品として販売している。我が国で
は、広島大学の越智教授により、軟骨培養をコラーゲンゲ
ルの中で 3 次元培養を行い、この軟骨・コラーゲンゲルの
複合体を用いての軟骨再生技術が開発された。この技術は
ジャパン･ティッシュ･エンジニアリング（JTEC）に移転さ
れ、治験がほぼ終了状態にあるもののまだ製品としては出
回っていない。この点に比し、JTEC が軟骨再生を開始す
るのとほぼ同時期に韓国の SEWON Cellontech 社が軟骨
再生事業にとりかかり、すでに韓国食品医薬品局（KFDF）
の認可の下 3,000 名近くの患者に適用している。

また、軟骨再生よりさらに歴史の古い皮膚再生において
は、既に諸外国で複数の製品が出回っている。しかし、日
本においては JTEC がつい最近再生医療製品として承認
を受けた段階である。このように、この再生医療分野にお
いては諸外国に比し日本の産業化の遅れは明白である。す
なわち、許認可に対する日本のスピードの遅さは明白な事
実である。今後、再生医療の産業化を推進するためには、
再生医療製品の安全と有効性の科学的根拠の確立に行政
側からの取り組みも必要とされるであろう。

現在、日本の医療制度は、事業段階においては薬事法
で規制する仕組みになっており、例えば、医薬品や医療機
器を販売するには、上述の薬事法で定めるところの治験と
いうプロセスを経る必要がある。また、この薬事法はその
性格上、不特定多数に対しての製造販売を念頭においた
法体系となっている。しかし、我々が行っている再生医療、
すなわち患者から細胞を分離、培養増殖して同一患者にそ
の培養細胞を移植する医療は、患者自身の細胞（自己細
胞）を利用する再生医療技術である。すなわち、特定の
個人対象の医療であり、不特定多数を対象とした薬事法に
はなじまない可能性がある。さらに、この再生医療技術に
おいては、医師が患者から細胞の採取を行う必要性があ
り、必然的に細胞を治療目的で患者に移植するかなり以前
より、医師と患者の間には一対一の対応が成り立ち、自己
細胞を用いる再生医療のリスクとベネフィットの説明・許諾
がなされ得る。このように、自己細胞を用いる再生医療は
他家細胞を用いての治療技術とは明らかに異なるものであ
り、この医療技術に関しては、新たな認定体制の検討も必
要であろう [9]。このように、再生医療という新しい技術革
新に関しては、既存の考え方にとらわれない新しい体系構
築も考えるべきと思われる。
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査読者との議論 
議論１　間葉系幹細胞利用技術の必要性 
質問（栗山 博）

患者由来の間葉系幹細胞を用いる必要性を緒言の中で簡潔に述べ
ておくことが必要と思われます。合わせて iPS 細胞の危険性につい
て、なぜなのか具体的に示しておくことも大切に思われます。（なぜ
有名な iPS 細胞ではいけないのかという素朴な疑問への質問として）

回答（大串 始）
本文緒言のところに iPS 細胞は移植によりテラトーマという腫瘍を

形成することを挿入しました。

議論２　骨・軟骨治療の重要性
質問（栗山 博）

4．において、本技術の適用対象である骨・軟骨の再生が必要な
症例の数はどの程度あるか、また国内外の需要予測などを記載して
はどうでしょうか。さらにこうした医療技術の適用が期待される他の
症例と患者数も記載すると、本技術開発の有用性がより明らかになる
と思いますがいかがでしょう。（患者数を表で示すことも検討しては
いかがでしょう。）

また、[6] の文献に記載されているのかもしれませんが、骨・軟骨
治療に関して実際の症例数、治療結果はどうなのかをここで示しては
どうでしょう。

回答（大串 始）
関節症の患者数と再生医療が適応となる予想患者数を本文に挿入

しました。また、心不全の患者総数も挿入しました。実際我々が行っ
た関節症の再生医療数は 50 数例ですので、50 例を超す患者に適応
したと記入しました。なお、治療結果の詳細について述べると字数
が超えますし、本題と少し離れるかと思いますので人工関節の有害
事象である移植部での“ゆるみ”もなく良好な結果を保っていると記
入しました。
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1　研究の背景
　都市大気環境規制の強化に伴い、自動車排出ガス（特
に、ディーゼル車からのNOｘやPM等）の更なる低減が求め
られており、エンジン側、排出ガス処理側、燃料側から種々
の取り組みが行われている。前二者が主として自動車業界
で、後者が石油業界で対応されている。排出ガス処理装置
には酸化触媒、DeNOx触媒、ディーゼルパティキレートフィ
ルター（DPF）等が含まれるが、触媒材料として用いられる
貴金属や塩基性酸化物等が硫黄被毒を受け易く、引いては
触媒の燃焼再生頻度増加に伴う燃費悪化に繋がりやすい
ため、革新的排出ガス処理触媒の開発加速には軽油の低
硫黄化が不可欠とされてきた。このため、我が国では硫黄
分を10 ppm以下に低減したサルファーフリー軽油の供給
が2005年から限定的に開始され、2007年からの全国供給
に至っている。しかし、これまでの軽油のサルファーフリー
化（硫黄分<10 ppm）は、精油所内設備の部分改造や高性
能脱硫触媒の利用に加え、処理原料の変更（難脱硫性硫
黄化合物や窒素含有量の高い高沸点留分のカットや脱硫反
応に対し吸着阻害効果の大きい芳香族分を多く含む流動
接触分解軽油（LCO）等の混合量低減等）、脱硫反応操作
条件の変更（単位触媒重量あたりの油処理量の低減等）、
脱硫処理プロセス変更等により総合的に実施されている。
このため、サルファーフリー軽油の製造コスト低減等の面か
ら、原料制約や処理量低下に繋がる原料調整やプロセス変
更等を最小限に抑え、脱硫触媒の交換のみで対応可能な高
性能かつ長寿命の脱硫触媒に対する期待は大きい。
　軽油のサルファーフリー化は世界的な潮流である（図
1）。このため、製油所内の現行設備の改造や運転条件等

の変更を行うことなく、脱硫触媒の交換のみで軽油のサル
ファーフリー化を達成できる高性能脱硫触媒へのニーズ
は、海外の製油所でも急速に高まっている。我が国の軽油
基材は欧米に比べて重質であり、また、難脱硫性硫黄化合
物含有量も多いため、我が国で対応可能な脱硫触媒が開発
されれば、その脱硫触媒技術は世界に通用する可能性も秘
めている。
　我々は輸送用燃料のクリーン化に対する社会ニーズに対
応すべく、「軽油のサルファーフリー化用脱硫触媒」の製品
化に向けた研究開発を行った。

2　研究目標とアウトカム
　軽油は、原油を蒸留して得られる軽油留分を主基材とし、
含有する有機硫黄化合物中の硫黄（硫黄量：1～1.5 wt%）
を脱硫触媒の存在下で水素と反応させ、硫化水素に変えて
除去する水素化脱硫法により製造されている（図2）。
　軽油の硫黄分規制に伴い、水素化脱硫触媒の性能は
徐々に向上しており、この10年間の脱硫活性向上は著しい。
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図1　軽油中の硫黄分規制の動向
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サルファーフリー軽油を一世代前のS<50 ppm軽油製造用
条件と同じ条件下で製造するためには、反応温度換算で
約10 ℃高活性化（約2倍の活性）が必要とされている（言
い換えれば、約10 ℃低い反応温度でも同等の脱硫活性が
発現）。脱硫反応では通油時間の経過とともに脱硫活性が
徐々に低下するため、S<10 ppmの品質は反応温度を徐々
に上げていくことにより補償されている（例：約1 ℃増加/
月）。しかし、高温反応条件下では触媒上への炭素質析出
や触媒活性成分の構造変化等が顕著になり、その結果、活
性低下が加速される傾向にあるため、高温域での温度補
償には限界がある。このため、サルファーフリー軽油の安定
製造には脱硫触媒の低温活性化（温度補償域の拡大）が
不可欠である。既に、各触媒メーカー（Criterion Catalyst, 
Haldor Topsøe A/S, Albemarle Catalyst等）や石油会社
（Exxon Mobil, IFP/Axens, コスモ石油株式会社、新日本
石油株式会社等）でサルファーフリー軽油対応型の脱硫触
媒が開発され製品化されているが、原料油種や脱硫設備の
操作条件等の制約を受ける場合もあり、依然として脱硫触
媒の高性能化（低温活性化と長寿命化）に向けた研究開発
が継続中である。
　我々は、軽油のサルファーフリー化用脱硫触媒の開発を
行うにあたり、脱硫触媒の高性能化の鍵は触媒調製技術に
あると考え、開発した触媒調製技術を「現行の脱硫触媒の
商業製造ラインをそのまま利用できる触媒調製技術」にま
で最終的に仕上げることを念頭に本格研究を実施した。具
体的には、研究目標（代表例）を次のように設定した。
＜脱硫触媒の性能・利用面での課題＞
①従来型脱硫触媒（S<50 ppm軽油対応型）に比べ、活性

が約2倍以上の脱硫触媒
②触媒寿命が従来型脱硫触媒と同様に2年以上（活性劣化

の温度補償率<１ ℃/月程度）の脱硫触媒
③従来型脱硫触媒とほぼ同等のハンドリング特性や安全性

を有する脱硫触媒
＜脱硫触媒の製造面での課題＞

④従来脱硫触媒と同様に低廉な触媒原料が可能であり、ス
ケールアップが可能な触媒調製技術（数十 gのビーカー
スケールからtonレベル/日の工業規模レベルへ）

⑤触媒調製工程における支配因子の抽出と支配因子制御
技術

⑥開発脱硫触媒の工業規模製造技術
　もちろん、この全ての項目への対応は我々単独では不可
能であるため、我々は得意とする①、④、⑤、特に脱硫触媒
の新規調製技術に係る④と⑤に注力し、他の項目について
は触媒メーカーと共同開発を行った。
　研究のアウトカムとしては、軽油のサルファーフリー化用
新規脱硫触媒の商品化、並びにサルファーフリー軽油の市
場への供給支援である。高性能排出ガス低減触媒を搭載し
たディーゼル車の普及にも間接的に貢献できるため、ディー
ゼルシフトによる運輸部門からのCO2低減への波及効果が
期待できる。

3　目標実現に向けた研究シナリオ
　軽油中には、図3のGC-SCDクロマトグラムに示すとお
り、各種の硫黄化合物（ベンゾチオフェン類、ジベンゾチオ
フェン類等）が含まれている。これらの硫黄化合物中のC-S
結合が硫化物触媒上で切断され、硫黄は水素と反応して硫
化水素として除去される（式1）。

　硫黄化合物＋H2→硫黄非含有化合物＋H2S　　　（1）

　この水素化脱硫（Hydrodesulfurization、略称はHDS）
反応は高温・高圧反応条件下（例えば、反応温度＝330 ℃
～360 ℃、反応圧力＝3 MPa～7 MPa）で行われており、反
応器への脱硫触媒充填後、約2年間にわたり連続運転され
ている。脱硫触媒は、多孔性酸化物上にMo,W,Co,Ni等の

（8）−

図2　製油所における水素化脱硫プロセスの概要図
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金属種（主として金属酸化物）を担持したものがほとんどで
あり、脱硫操作に先立ち硫化処理が行われている。
　水素化脱硫触媒上に発現する活性点の構造については
長年にわたり議論がされてきており、現在では、硫化CoMo/
Al2O3系触媒を例にとれば、多孔性γ-Al2O3担体上でMoS2

粒子が高分散状態で存在し、MoS2粒子のS-エッジ部位に
Co種が配位しており、脱硫活性の高いCo-Mo-S相が形成さ
れるとする活性構造モデルが多く支持されている（図4）。

る触媒調製法を開発した（図5の②）。これは、長期間脱硫
反応に使用したCoMo/Al2O3やNiMo/Al2O3使用済み触媒
では脱硫活性がある程度維持されているものの、低積層
数（単層の割合が多い）かつMoS2の（002）面が成長した
MoS2粒子が多く見られるため、低積層化でも性能が十分
発揮できると考えたことによる。
　さらに、我々はType IIのCo-Mo-S相の結晶性にも着目
し、高結晶性化により次のメリットを期待した：①高結晶性
であるため触媒の硫黄ポテンシャルが高く、Co-Mo-S相上
の硫黄配位不飽和サイト（脱硫活性点）が硫化水素による
吸着阻害を受けにくくなる、②配位硫黄の塩基性が高まり、
硫黄化合物からのプロトン引き抜きによる脱硫反応促進や
水素活性化に寄与しやすくなる、③配位硫黄の塩基性向
上（近傍の硫黄配位不飽和サイトのLewis酸性低下）のた
め、脱硫反応が原料油中の塩基性芳香族化合物や窒素化
合物の吸着阻害を受けにくくなる、などである。
　このため、我々は、MoS2の高分散化・低積層化・高結晶
化・MoS2エッジ相へのCo種の適正配位の鍵は触媒調製に
用いる金属含有含浸溶液と考え、その調製法の構築に注力
した（図6）。既に、MoポリアニオンやCoイオンが含まれる
含浸溶液調製においてキレート剤（ニトリロ三酢酸、クエン
酸[7]、CyDTA[8]等）の有効性が確認されていたが、我々は
新たなキレート剤を見出し、さらに触媒調製における支配因
子の抽出を図り、高性能のMo系触媒をラボスケールではあ
るが再現性良く調製できることを確認した。

4　アプローチとしての要素技術の深化と複合化
　前述の3.までを、proof of principle 型の研究として進め
ていく場合、図7に示す三竦みの触媒研究（触媒設計・調
製技術―触媒構造解析評価技術―触媒反応評価技術から
なる三位一体型）を行うのが一般的である。この三竦みの
関係がぐるぐる回るとともに進化し、高性能の触媒開発に
至るという流れである（ちょうど、コイル状のバネのような

（9）−

図5　脱硫触媒の高性能化に向けたアプローチ
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図4　硫化モリブデン系脱硫触媒の活性相の構造モデル
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　Topsøeら[1]によれば、このCo-Mo-S相は、担体との相互
作用が大きいTpye I型と担体との相互作用が小さいType 
II型に分類されており、単位Co量基準の脱硫活性は、Type 
II＞Type Iであることが示された。このため、脱硫触媒の高
性能化に向け、Type II型のCo-Mo-S構造を選択的に作り
出す触媒調製法が開発されている。
　コスモ石油株式会社[2][3]では、Type II型のCo-Mo-S相を
多積層化する触媒調製法が開発された（図５の①、触媒調
製工程でクエン酸をキレート剤として利用）。MoS2相の平
均積層数～3.8で高活性が得られ、開発触媒は実用化され
ている（実用触媒では、脱硫性硫黄化合物中のアルキル側
鎖による立体障害を回避するため、異性化機能を増強する
目的でゼオライトを含有するアルミナ担体が用いられている
と報告されている）。
　産総研[4]−[6]では、Type II型のCo-Mo-S相を低積層化す
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流れ）。
　例えば、ある考えの下に試作した触媒、あるいは入手した
市販触媒を基に、最新の分析装置を取り込み触媒のキャラ
クタリゼーションを行い、得られた触媒構造と触媒の活性
サイトとを相関付け、触媒の高度化に向けた設計指針の提
案に繋げるという一連の流れである。触媒の各種分析技術
の進歩や触媒構造等の理論的な裏づけ（DFT計算等）に
伴い、でき上がった触媒に関して得られる原子・分子レベル
の情報は日進月歩の感があり、この三竦みの関係は進化し
つつ、かつ成功している。しかし、工業触媒調製法の主流で
あり、ラボ調製でも汎用される湿式触媒調製に関しては、む
しろ触媒ができ上がるまでの情報（例えば、含浸液中の金
属イオン、金属錯体、コロイド等の状態等）が不可欠である
が、でき上がった触媒に係る情報は必ずしも調製段階まで
フィードバックされていない。この調製部分は知財と直結す
る部分であるため、でき上がった触媒の情報と触媒調製に
係る情報を結びつける役に立つ情報が開示されていないと
いう表現がむしろ適切であろう。本研究は、触媒調製に用
いる金属含有含浸液の調製、その含浸溶液中の金属イオン
等の構造解析等、通常の固体触媒に係る三竦みの関係を
溶液状態まで一段下げ、触媒調製過程を化学的側面に加え
エンジニアリング的側面から見直したことにも特徴がある。
　我々は、ビーカースケールから工業規模触媒製造へスムー
ズに移行するためには次の条件が不可欠と仮定した。
①工業触媒材料が安価であり、工業触媒材料のロット等の

ブレを吸収できる含浸液調製法であり、スケールアップし
た触媒調製工程にも耐える品質管理が可能なこと

②現行脱硫触媒の商業生産ラインで受け入れられる触媒
調製法であること

　様々な検討の結果、ラボ調製ではあるものの、触媒調製
支配因子の抽出を行うとともに、支配因子の制御技術の掘
り下げを行い、触媒調製のレシピを構築するに至った。この
後、産総研内で得られた成果を元に触媒メーカーと共同研
究を実施し、産総研のレジピに様々な改善等が必要である
ことが判明したものの、大きな方向性には間違いがなかっ
たことが確認された。共同研究を通して、工業触媒製造現
場の生きたニーズに直接触れることができ、そのニーズに対
しアカデミックな切り口からの対応を産総研で実施できたこ

図8　開発したNiMo/Al2O3系触媒（硫化物）のTEM写真及び
MoS2粒子の分散状態

とが、ラボスケールからのスケールアップが比較的容易に行
えた最大の要因と思われる。

5　研究成果
5.1　開発触媒の性能
　産総研で試作・開発したNiMo/Al2O3系触媒の脱硫性能
を、通常の製油所の脱硫操作条件下（反応温度＝340  ℃、
反応圧力=4.9 MPa、LHSV=1.5 h-1、H2/Oil供給比=250 
Nl/l）、高圧流通式反応装置により評価した。この結果、直
留軽油（S=1.11 wt%、N=105 ppm）からサルファーフリー
軽油（S<10 ppm、N<1 ppm）を製造できることがわかっ
た。
5.2　開発触媒の構造上の特徴
　開発したNiMo/Al2O3（硫化物）のTEM写真を図８に示
す。MoS2粒子の平均層長は約4.4 nmであり、平均積層数
は約1.7である。TEMで観察されるMoS2粒子は、従来型の
NiMo触媒に比べて層長が短く、より高分散化していた。ま
た、MoS2粒子の積層数は、従来型のNiMo触媒に比べて、
低積層型となっていた。以上より、当初の意図どおり、γ
-Al2O3担体上のMoS2粒子は高分散状態で、しかも低積層
型で担持されていることが確認された。
　開発したNiMo/Al2O3（硫化物）の広域X線吸収微細構
造（Extended X-ray absorption fine structure, EXAFS）
解析を行い、MoS2相の原子レベルの解析を行った。図9
は、従来型NiMo/Al2O3触媒（conv.）及び開発NiMo/Al2O3

触媒（lab.）のMo K-edge EXAFSスペクトルのフーリエ
変換図である。図右上の表には、カーブフィッティング法か
ら求めた各触媒のMo原子周りの硫黄原子の配位数（N）
及びMo-S結合の原子間距離（R）、並びにMo 原子周りの
Mo原子の配位数（N）及びMo-Mo結合の原子間距離（R）
を示す。双方の触媒共にMo-S及びMo-Mo結合の原子間

図7　触媒開発の三位一体技術
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距離が、それぞれ2.41 Å及び3.17 Åであり、同等のMoS2ナ
ノ構造が得られている。しかし、開発触媒では、Mo-Mo及
びMo-S結合の配位数が増加した。前者の増加は、MoS2の
（002）面の中で高結晶化度域のサイズが大きくなっている
ことを示唆している。また、後者の増加は、MoS2のユニット
セルがより単結晶のセル構造に近づいたことを示唆してい
る。一方、前述の図８のTEM写真からは、開発触媒のほう
が従来型触媒に比べMoS2粒子の層長が短くなっている。
これらのことから、開発NiMo/Al2O3触媒（硫化物）では
MoS2層長が短いにもかかわらず、MoS2シートの結晶性が
極めて高くなっている（ナノクリスタル状態）と推察される。
以上より、当初の意図どおり、γ-Al2O3担体上のMoS2粒子
は高結晶化状態で担持されていることが確認された。
5.3　新規脱硫触媒LX-NC1の性能
　この低積層型MoS2ナノクリスタル構造の高機能化を設計
コンセプトとした新規脱硫触媒が触媒メーカーで開発され
た（商品名：LX-NC1）。開発されたNiMo系脱硫触媒の性
能を図10[9]に示す。サルファーフリー軽油を現商業装置で製
造するためには、S<50 ppm軽油対応の市販触媒（共同研
究相手の脱硫触媒CDS-LX6）よりも反応温度換算で約10 
℃高活性の触媒が必要となるが、開発触媒LX-NC1はCDS-
LX6に対して10 ℃を上回る17 ℃近い高活性を示し、軽油
のサルファーフリー化が容易に達成できることが確認され
た。
　開発触媒の活性安定性は工業触媒として最も重要な要
素であるが、開発触媒LX-NC1の寿命評価試験（ベンチ装
置）から、極めて高い安定性を有していることが確認された
（硫黄分=7 ppmの軽油製造運転で、通油開始2ヶ月以降
の活性低下率が約1.0 ℃/月）。

6　今後の展開
　この新しい設計概念と高度な触媒調製技術を用い開発さ
れた軽油サルファーフリー対応触媒LX-NC1は、直留軽油か
らサルファーフリー軽油への低硫黄化を経済的、かつ効率

的に行うことのできる触媒であり、今後、我が国をはじめと
して海外の石油精製各社のサルファーフリー軽油生産に十
分答え得る触媒であると考えられる。サルファーフリー軽油
の国内外導入により、硫黄被毒の問題が低減・克服された
新規排ガス後処理技術等を含む新規自動車技術の早期の
市場導入も加速され、ディーゼル排ガスの低減及びディーゼ
ル機関の燃費向上（CO2低減）に繋がると期待できる。
　一方、軽油と同様にガソリンの硫黄規制も強化され、
我が国では2008年からサルファーフリーガソリン（S< 
10ppm）に切り替わっている。プレミアムガソリンは以前か
らS<10 ppmであったため、レギュラーガソリンのS<10 ppm
化が課題となっていた。レギュラーガソリンの主要基材は重
油の流動接触分解（Fluid Catalytic Cracking）で得られ
る高オクタン価FCCガソリンであり、また、レギュラーガソリ
ン中の硫黄分の多くはFCCガソリンに由来するため、FCC
ガソリンの低硫黄化と高オクタン価維持を同時に達成可能
な脱硫技術が求められていた。従来から、①流動接触分
解反応塔内で脱硫を行う方法、②FCCガソリンの深度脱硫
を優先させ（オレフィン類の深度水素化も進行）、その後に
アルキル化処理等によりオクタン価ロスを補う方法、③FCC
ガソリンに含有されるオレフィン類の水素化を最小限に抑え
（オクタン価ロスの最少化）、チオフェン類やチオール類の
脱硫を選択的に行う選択脱硫法、④FCCガソリンに含有さ
れるオレフィン類と硫黄化合物のアルキル化反応を行い、生
成した高沸点硫黄化合物を蒸留操作等で除去するアルキル
化脱硫法、等が検討されてきているが、②及び③の脱硫技
術が実用化されている。この内、③の脱硫技術は我が国で
開発された技術である[10]。しかし、レギュラーガソリンのオ
クタン価向上による燃費改善への影響等について我が国で
検討が開始されており、そのオクタン価が欧州市場の95程
度（我が国では90程度）まで引き上げられる可能性もある。

図10　共同開発した工業触媒LX-NC1の脱硫性能
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図9　開発したNiMo/Al2O3系触媒上のMoS2粒子の局所構造
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（12）−

このため、オレフィン類の水素化を最小限（例えば、オレフィ
ン類水素化率<15 %）にし、高い脱硫活性を与える脱硫触
媒のニーズが今後益々高まる可能性がある。
　FCCガソリンの脱硫選択性向上に向けては、主に、オレ
フィン類の水素化抑制の切り口から種々の検討が行われて
いる。例えば、触媒担体の酸性を制御[10]することにより、塩
基性オレフィン類の触媒担体への吸着を弱め、オレフィン中
の二重結合の移行による異性化や水素化を抑制する方法
等。しかし、従来型脱硫触媒の多くはType I型のCo-Mo-S相
（図4）が共存しており、硫化水素雰囲気下でも水素活性化
や二重結合の水素化が起こり易いため、オレフィン類の水素
化抑制には限界があると推察される。このため、脱硫触媒中
のCo-Mo-S相（あるいはNi-Mo-S相）をType II型のみとし、
しかも硫黄配位不飽和サイトあたりの脱硫活性を向上させ、
さらには担体の固体酸性の適正化等を図ることができれ
ば、FCCガソリンの脱硫選択性の更なる向上に繋がると期
待される。海外ではFCCガソリンの硫黄濃度は数百～数千
ppmあり（我が国の値より１～２桁高い）、脱硫選択性の向
上に対するニーズは我が国以上に高い。我々は今回開発し
た軽油脱硫触媒の調製法をFCCガソリンの選択脱硫触媒
の製造に展開[11][12]し、開発技術の用途開拓を図りたい。
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回答（葭村 雄二）
　ご指摘の通り、従来の低硫黄軽油（硫黄分<50 ppm）を製造する
石油精製設備を用いてサルファーフリー軽油を製造するためには、反
応器増設等の設備改造、高性能脱硫触媒への変更、原料自体の易脱
硫性留分への変更、脱硫反応が進行し易い反応操作条件への変更、
軽油基材の混合処理プロセス変更等を含めた総合的な対策が必要と
なります。しかし、反応設備改造に伴う設備投資コスト増、また、原料
やプロセス変更等による石油製品バランス調整の必要性等の問題点
も生じます。高性能脱硫触媒への変更は最も経済的な対策であり、高
性能脱硫触媒に対する期待は益々高まっています。このため、軽油の
サルファーフリー化手法についてまず説明し、その中での触媒技術の
役割が明確になるよう本文を修正しました。

議論２　ガソリンの脱硫について技術目標について
コメント（水野 光一）
　今後の展開の中で、開発技術をガソリンの選択脱硫に展開させた
い旨の記述がありますが、このパラグラフは「オレフィンの水素化を抑
えると同時に脱硫性能を向上させる」ことが目的のようです。ガソリン
で水素化抑制と脱硫向上を同時達成できる触媒が今まで未踏であり
困難な技術であることが、あまり強調されていません。なぜ困難なの
か、どうすれば可能なのかなど、文章を工夫して頂ければ読者にもわ
かり易いと思います。

回答（葭村 雄二）
　レギュラーガソリンの主要基材は重油の流動接触分解（Fluid 
Catalytic Cracking）で得られる高オクタン価FCCガソリンであり、ま
た、レギュラーガソリン中の硫黄分の多くはFCCガソリンに由来する
ため、FCCガソリンの低硫黄化と高オクタン価維持を同時に達成可能
な脱硫技術が求められています。FCCガソリンの脱硫選択性向上に
向けては、主に、オレフィン類の水素化抑制の切り口から種々の検討
が行われています。例えば、触媒担体の酸性を制御することにより、

塩基性オレフィン類の触媒担体への吸着を弱め、オレフィン中の二重
結合の移行による異性化や水素化を抑制する方法等。しかし、従来型
脱硫触媒の多くはType I型のCo-Mo-S相（図4）が共存しており、硫
化水素雰囲気下でも水素活性化や二重結合の水素化が起こり易いた
め、オレフィン類の水素化抑制には限界があると推察されます。このた
め、脱硫触媒中のCo-Mo-S相（あるいはNi-Mo-S相）をType II型の
みとし、しかも硫黄配位不飽和サイトあたりの脱硫活性を向上させ、
更には担体の固体酸性の適正化等を図ることができれば、FCCガソ
リンの脱硫選択性の更なる向上に繋がると期待されます。我々は今回
開発した軽油脱硫触媒の調製法をFCCガソリンの選択脱硫触媒の製
造に展開し、開発技術の用途開拓を図る予定です。

議論３　燃料精製技術の将来展開について
質問（水野 光一）
　今回の触媒技術に係る成果は軽油のサルファーフリー化をターゲッ
トとしたものであり、今後、ガソリン等のサルファーフリー化にも展開
されるようですが、その他の用途開拓は可能でしょうか。

回答（葭村 雄二）
　石油価格の高騰による輸送用燃料資源の多様化・安定供給ニーズ
や京都議定書対応等へのニーズから、バイオ燃料（将来的には非食
糧系バイオマスを原料とするバイオ燃料）に対する期待が急速に高
まっています。非食糧系油糧作物であるJatropha等の水素化脱酸素
触媒技術による炭化水素製造に加え、バイオマス残渣等の熱化学変
換法により得られる燃料油（バイオオイル）の水素化脱酸素触媒技術
による炭化水素燃料製造等は、新燃料製造技術として期待が高まり
つつあります。これらの反応系では、C-S結合の開裂を伴う水素化脱
硫反応と異なり、C-O結合の開裂を伴う水素化脱酸素反応等が主要
反応となりますが、固体触媒上のヘテロ原子除去機構には類似性もあ
ります。このため、今回開発した脱硫触媒の改良等を通し、これらの
バイオ系新燃料の製造技術にも挑戦していく予定です。

（13）−
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１　研究の目的
有機ナノチューブは、石鹸分子のように 1 つの分子中に

水に溶けやすい部分（親水部）と油に溶けやすい部分（疎
水部）を持つ両親媒性分子が自発的に集まること（自己集
合と呼ぶ）によって形成する中空繊維状の物質である。有
機ナノチューブのサイズは用いる分子によって異なるが、一
般的には内径 10 ～ 200 nm、外径 40 ～ 1000 nm、長さ
数～数 100 μmである [1]。

両親媒性分子はその親水部を外側に向けた二分子膜構
造を形成し、円筒層状に重なった膜構造をしているため、
水への分散性が良い（図１）。

ブドウ糖分子が環状に 6 ～ 8 個つながって構成されるシ
クロデキストリンと呼ばれる環状分子は、食品分野、医薬
品用、家庭用品など様々な分野で広く利用されている。そ
の中空内孔に様 な々有機低分子を取り込むことで、不安定
な物質を安定化させたり、医薬や香料をゆっくりと放出し
たり、水に溶けにくい物質を溶解させたりする機能を持っ
ている [2]。一方、有機ナノチューブはシクロデキストリンよ
り10 倍以上大きな中空内孔を持っているため、シクロデキ
ストリンでは取り込むことができない大きな物質、例えば、
タンパク質、核酸、ウイルス、金属ナノ粒子などを取り込む
ことが可能である。我々は、有機ナノチューブを用いて、1

～ 20 nm 程度の大きさをもつ金ナノ粒子 [3][4] や直径 12 nm
の球状タンパク質（フェリチン）[5] を取り込むことに成功し
ている（図 2）。これらのことから、有機ナノチューブ材料
が農業、食品、健康、医療、環境等の広い分野で用途開
発されることにより、それぞれの分野で競争力のある新た
な製品となることが期待されている。

1996 年にノーベル化学賞の受賞成果となったフラーレン
（1984 年）[6] と、その後に発見されたカーボンナノチュー
ブ（1991 年）[7] は、その構造と特性からナノテクノロジーの
代表的な革新材料として注目され、精力的に実用化へ向け
た研究開発が進められている。一方、有機ナノチューブは、
カーボンナノチューブより前の 1984 年に見出されている［8］−

[10] にもかかわらず、未だに実用化に至っていない。その主
な要因は、カーボンナノチューブでは実現されている量産
化が実現されていないこと、そのために種々の分野での既
存材料との比較や用途開発が進んでいないことである。そ
こで、この課題を解決することができれば、有機ナノチュー
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図1　有機ナノチューブ構造形成模式図
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図2　有機ナノチューブ内部に大きさの異なる金ナノ粒子を取り
込んだ様子（左、中）、球状タンパク質フェリチンが取り込まれ
た様子（右）を示す電子顕微鏡写真



研究論文：実用化へ向けた有機ナノチューブの大量合成方法開発（浅川ほか）

−184　　　　  Synthesiology　Vol.1 No.3（2008）

ブの材料としての可能性を検証することが可能となり、実
用化への道を拓くことができる。

本研究の目的は、有機ナノチューブを実用化することに
よって新産業を創出することである。そのためには、有機
ナノチューブ大量合成方法の開発が必須である。さらに、
安価な有機ナノチューブ合成用分子の開発、用途開発、安
全性の実証等の課題を解決する必要がある。

２　目標と達成するためのシナリオ
　有機ナノチューブを実用化するためには、各分野の企業
で試してもらい製品開発候補材料として受け入れてもらうこ
とが必要である。企業に試してもらうためには、企業へのサ
ンプル提供を可能とする大量合成法の開発、各分野での用
途に合わせた機能の提供に加えて、価格競争力、安全性等
の種々の条件を満たすことが必要である。これらの要因を
満たすためには、分子設計・合成技術を駆使することによ
り、最適な分子構造を設計するとともに、合成経路を簡略
化し、合成コストの削減による安価な有機ナノチューブ合成
用分子の実現が求められる。また、求められる安全性評価
を実施し、情報共有することにより産業界からの参入障壁
を低くすることも重要である（図3）。
　上記目標を達成するためのシナリオとしては、まず第1に
経済性、安全性、量産性を考慮した有機ナノチューブ合成
用両親媒性分子の分子設計並びに合成技術の開発を実施
することとした。ここで分子設計の指針とした考え方は、原
料として天然由来の再生可能資源であり、かつ豊富に存在
する資源を極力使用するということであった。豊富に存在
する資源であるかどうかの判断は、試薬会社の供給価格が
安いほど豊富であるとした。また、作業仮説として天然由来
の原料から合成される両親媒性分子は、安全性が高いとし
た。
　第2に、自己集合化法の改良により両親媒性分子から有
機ナノチューブの合成方法を検討し、大量合成を可能とす
るプロセスを開発することであった。有機ナノチューブの合
成には、両親媒性分子を溶媒に溶解する段階、両親媒性分
子が自己集合し有機ナノチューブを形成する段階、溶媒と
有機ナノチューブを分離する段階、有機ナノチューブを乾燥

する段階の4段階を検討することが必要であった。合成方
法を効率化し、大量合成を可能とするためには各段階の全
てにおいて改善することが必要であった。大量合成法の開
発は、経済性と量産性の両立を可能とする。また、これまで
100 mg以下と非常に少量でしか検討することができなかっ
た各種用途開発へ道を拓く[11]とともに、各種安全性評価も
並行して検討することを可能とする非常に重要な課題であ
る。
　第3に、有機ナノチューブがそれぞれの分野で実用化さ
れるためには、用途開発とともに既存材料との比較により
優位性が認められることが重要であるとした。用途開発の
検討には、各分野の企業において実際に必要とされる用途
に使用できるかどうかを試してもらうことが重要であり、実
際に既存材料を開発している企業に有機ナノチューブを提
供し、共同研究体制を確立しつつ有機ナノチューブの有効
性を実証することが必要であると考えた。特に各分野の企
業において試してもらうためには、積極的なプロモーション
が必要であり、学会や展示会での発表を通じて企業へ有機
ナノチューブに関する技術を伝え関心を持ってもらおうとし
た。
　第4に、有機ナノチューブは新規材料であるため、用途開
発によって有用性が認められたとしても、安全性が認められ
なくては社会的な受容は実現できない[12]。そこで、第1のシ
ナリオで仮説を立てた天然由来の原料から合成された両親
媒性分子並びに有機ナノチューブの安全性の評価を実施し
た。また、同時に安全性の情報は、関連企業と共有化するこ
とで企業からの当該技術導入への参入障壁低減を図った。
　シナリオの第1段階と第2段階を達成するためには、並行
して相補的に作業することが必要であった。有機ナノチュー
ブに関する研究は、分子を構成単位として、その分子間相
互作用に基づく集合体の機能を研究する超分子化学によっ
て理解されるため、分子設計・合成技術の開発と自己集合
化法の開発は、分子構造とその分子構造に基づく分子自己
集合体の構造を詳細に検討することにより達成されると考
えた。
　第3のシナリオは、まず第1、第2のシナリオが達成された
後に検討するとした。第3のシナリオ達成には、第1、第2の
シナリオと比較して他律的な要因を解決しなくてはならな
いため、迅速な達成には組織的で戦略的な取り組みが必要
であった。
　第4のシナリオは、有機ナノチューブを実用化するに当
たっては、非常に重要な項目であるとともに、応用分野に
よってその安全性評価項目は異なってくることから、初期段
階においては共通的な評価項目を抽出し、顧客が有機ナノ
チューブを利用する動機付けとなるように検討するとした。

（15）−
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３　実現すべき機能と構成的方法
３.１  主要要素技術

有機ナノチューブの実用化を目指すための主要要素技術
として、我々が選択したことは、（1）天然由来の再生可能
資源を原料とする有機ナノチューブ合成用両親媒性分子の
分子設計・合成に関する技術、（2）両親媒性分子を自己集
合化することによる効率的な有機ナノチューブ合成技術、
（3 ）用途開発のために必要な要素技術の抽出とその開
発、（4）有機ナノチューブを普及するための安全性評価項
目の選択と実施、（5）製品化研究開発のための適切な技
術移転策の選択と適切な研究経営の 5 つである。
３. ２  統合システム化と実現される機能
　それぞれの主要要素技術は、基本的には番号の順にリ
ニアに開発され、（1）分子設計・合成技術、（2）自己集合
化技術、（3）用途開発技術、（4）安全性評価技術、（5）
製品化技術へと実用化へ向けて技術が進展していくことが
理想的であるが、実際の研究現場においては、そのように
研究が進捗することはほとんどない。実際の研究現場での
主要要素技術の進展は、まず（1）と（2）の間で作業仮説
の立案と実験による検証が繰り返され、その中で新たな知
識が生み出され（第 1 種基礎研究）、一応の回答が得られ
た時点で（3）や（4）へと展開する。有機ナノチューブの実
用化へ向けた研究開発においては、（3）の要素技術開発
以降は、設計した目標達成をより強く意識する研究段階（第
2 種基礎研究）へと展開するため、他律的な要因が増えて
くる。具体的には用途に応じた既存技術との融合、既存競
合材料との比較、経営判断等の要因から、フィードバック
がかけられスパイラル的に技術が磨き上げられることとなる

（図 4）。（4）に関しては、初期段階では既存評価技術を
用いた既存情報と比較可能な評価手法を選択するべきであ
り、その点において新たな技術開発の余地は少ない。（3）
の用途技術開発が進捗し、新たな分野での需要が見込め
る段階に進んだ場合には、それと並行して（4）の安全性
評価技術は、関係分野と連携を強めながら新たな評価手
法の開発が必要となる。

４　研究結果
4.１ 有機ナノチューブ合成用両親媒性分子の分子設計・
合成技術
　我々は、数年前にカシューナッツの殻から取れるカルダ
ノールとブドウ糖から合成されるカルダノール－ブドウ糖両
親媒性分子1が水中で自己集合することにより、有機ナノ
チューブを選択的に形成することを見出した[13]。この両親媒
性分子は、水中で選択的にチューブ構造を形成することが
特徴であるが、熱安定性は低く水中でのゲル－液晶相転移
温度は40 ℃であった。すなわち水中で40 ℃に加温されるこ
とで、容易にチューブ構造からリポソーム様の球状構造へ
と構造を変えてしまうため、実用化への展開は困難であると
判断した。そこで、両親媒性分子1のブドウ糖とアルキレン鎖
を連結するベンゼン環をアミド基に置換することによって、
自己集合するときにアミド基の部分で水素結合できるよう
に工夫した両親媒性分子2を設計し合成した。両親媒性分
子2による有機ナノチューブは、予想通り分子1よりも熱に対
して安定であり、その水中でのゲル－液晶相転移温度は約
70 ℃であった[14]。両親媒性分子2に変更することで熱安定
性に関する問題は解決したが、当初計画した天然由来の安
価に入手可能な原料を使用するという目標とは異なり、分子
2の原料の脂肪酸であるシス－11－オクタデセン酸（シス－バク
セン酸）は、1グラム3万円以上の高価な原料であった。この
ため、さらに分子構造の最適化を検討した。その結果、炭素
－炭素2重結合の位置を11位から9位に変更したシス－9－オ
クタデセン酸（別名オレイン酸）がオリーブ油に豊富に含ま
れており安価であること、この脂肪酸を使用した両親媒性
分子3を使用して有機ナノチューブが合成可能であること、
ゲル－液晶相転移温度が約70 ℃であり熱安定性を満足す
ることが判った（図5）。
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図4　有機ナノチューブ主要要素技術の統合に関する概念図
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4.２　有機ナノチューブの自己集合化技術
熱安定性があり、天然由来の安価な原料から合成できる

両親媒性分子 3 を得たことから、有機ナノチューブの効率
的な合成法に関して検討した。

従来の合成法では、両親媒性分子を水中で加熱溶解
し、その水溶液から自己集合化によって有機ナノチューブ
が形成し、析出するのを待ってから、回収・乾燥すること
によって有機ナノチューブを得ていた。この合成法の問題
点は、両親媒性分子の水への溶解度があまり高くないこ
と、水溶液から自己集合化によって有機ナノチューブを形
成するまでに長時間を要すること、水溶液から回収した有
機ナノチューブを乾燥するのが困難であることの3点があっ
た。

この問題点を解決するために種々の溶媒を用いて、両親
媒性分子の自己集合化を検討した。その結果、アルコール
系溶媒を使用することで、問題が全て解決することが判っ
た。すなわち、アルコール系溶媒は、両親媒性分子を良く
溶かし、自己集合化が迅速に進行し、回収した有機ナノ
チューブの乾燥も簡単であった [15]。

この新たな有機ナノチューブ合成方法により、これまで
は実験室で1 g合成するのがやっとであった有機ナノチュー
ブを簡単に 100 g 以上合成できるようになった（図 6）。
4.3　有機ナノチューブの用途開発
　有機ナノチューブの大量合成法が開発できた時点から、
プレスリリースや展示会での発表を通じて想定される用途
に関連する企業への宣伝を実施した。それと並行して、希
望する企業へのサンプル提供に対応するための準備を整
え、2007 年から各分野の企業へサンプル提供を実施して
いる。サンプル提供の際には、研究所と企業との間でサン
プル提供契約（MTA）の締結が必要であるが、今回は特
に契約書中の使用目的の項に用途開発分野の具体的な記
載を求めた。これは将来的に知的財産権の重複が危惧さ
れる分野を事前に把握し、可能な限り対応するためである。
　サンプル提供の結果、分野ごとに用途開発における課題

が顕在化してきており、分野に依存して実用化までにかか
る時間が異なることが明らかになった。特に実用化の早い
分野では、需要と供給の最適化を図ることが迅速な技術移
転を進める上で重要である。
　一方、我々の研究チームでは、有機ナノチューブの用途開
発に関しては、水への分散性、ゲスト包接能等の既知情報
に加えて、ナノバイオ系分野での研究開発ツールとして有効
であると考えられる発光性有機ナノチューブの開発（a）並
びに温和な条件下での分解法の開発（b）を実施した。
　（a）発光性有機ナノチューブの開発：有機ナノチューブの
大量合成法の工程で、両親媒性分子が有機溶液中で自己
集合する際に、蛍光分子を加えておくと、蛍光分子が取り
込まれて、発光する有機ナノチューブが得られる技術である

（図 7）。今後、発光性有機ナノチューブを投与した細胞な
どの生体内での観察を実施することにより、有機ナノチュー
ブの生体内での安定性や挙動など、貴重な情報が得られ
ることが期待できるため、ナノバイオ分野での用途開発研
究ツールとして役立つと考えられる。
　（b）有機ナノチューブ分解法の開発：有機ナノチューブ
は水中でゲル－液晶相転移温度（約 70 ℃）以上に加熱す
ることで球状構造へと変化する。さらに温和かつ安全に分
解する方法を検討した結果、有機ナノチューブにシクロデキ
ストリン水溶液を添加すると板状構造へと変化することを
見出した。有機ナノチューブを構成する両親媒性分子がシ
クロデキストリンに包接されることによってチューブ構造が
分解されることが判った（図 8）。機能性材料として期待さ
れる有機ナノチューブは、温和な条件で容易に分解できる
ことにより、その適用範囲が広がると期待される。
4.4　有機ナノチューブの安全性評価
　有機ナノチューブの安全性評価に関しては、まず所内で
安全性評価項目を決めるための会議を、産学官連携推進
部門、知的財産部門、TLO、技術情報部門等の技術移転
関連部署と開催することにより、議論を深め決定した。
　その結果、量産化を目指すためには、1トン以上の合成
の際に必要とされる化審法「新規化学物質等に係る試験の
方法について」に対応するため環境中の微生物による分解
度試験、食品や医薬系への応用を指向してラットを用いた
経口急性毒性試験、環境中に暴露した際に影響を受けや

図6　有機ナノチューブの白色固体粉末（重量約140 g）（右側）
とその走査電子顕微鏡像（平均外径＝300 nm、平均内径＝90 
nm）（左側）
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すい水中生物への影響を評価する生態毒性試験、変異原
性を評価するための復帰突然変異試験の 4 項目に対する
安全性試験を実施した注 1）。
　環境中の微生物による分解度試験では、有機ナノチュー
ブが環境中に放出されても、環境中の微生物によって 28
日間でほぼ完全に分解されるため、人や動植物への影響
はほとんどないことが判った。ラットを用いた経口急性毒
性試験では、5,000 mg/ kg の有機ナノチューブをラットへ
経口投与しても 2 週間の観察で死亡例が見られなかったこ
とから、その急性毒性は極めて低毒性であり、その最小
致死量（LDLo）は雌雄ともに 5,000 mg/ kg 以上であるこ
とが判った。藻類、オオミジンコ、ヒメダカを用いた生態
毒性試験では、100 mg/ L の有機ナノチューブ水溶液を調
整し、それぞれ 72 時間生長阻害、48 時間急性遊泳阻害、
96 時間急性毒性に関して試験したところ、生長阻害、急
性遊泳阻害、急性毒性は観察されなかった。また、復帰
突然変異試験では、変異原性陰性であることが確認され
た。

５　考察：研究結果とシナリオの比較
　有機ナノチューブ合成用両親媒性分子の分子設計・合成
技術の開発という第 1 種基礎研究を推進することにより、
天然由来の再生可能資源を原料とした安価な両親媒性分
子を設計・合成することに成功した。さらには自己集合化
技術の開発という第 1 種基礎研究を分子設計・合成技術と
統合することにより、有機ナノチューブの大量合成法の開発

（第 2 種基礎研究）を達成した。この結果により、有機ナ
ノチューブの実用化へ向けた研究開発を可能とした。
　用途開発に関する課題解決へ向けては、企業へのサン
プル提供を実施し、企業とのコミュニケーションから顕在
化した課題を整理し、解決へ向けた研究開発を展開してい
る途上である。用途開発分野ごとの課題解決には、企業
との連携はもちろんのこと関係分野との連携も必要であり、
適切な研究実施体制作りが重要である。
　安全性評価に関しては、環境中の微生物による分解度
試験、ラットを用いた経口急性毒性試験、水中生物への

影響を評価する生態毒性試験、変異原性を評価するため
の復帰突然変異試験の 4 項目に対する安全性試験を実施
し、それぞれの項目で安全性が確認された。この結果は、
用途開発において重要な要因である企業へのサンプル提供
において多くの担当者から評価されており、安全性への早
い段階からの配慮は、産業界からの参入障壁低減に役立
つことが証明された。また、分子設計段階で考えていた天
然由来の原料から合成される両親媒性分子の安全性に関
しては、今回の事例においては立証された。
　技術移転策に関しては、シナリオ作成時点においても時
間軸の設定が困難であることを感じていたが、実際の状況
においても一般的にいわれている人、物、金の要因が絡み
合っており、しかも用途分野に依存するより複雑な時間的
要因もあることから、最適解を出すことは難しい。今回の
研究課題においては、サンプル提供を広く実施することで
有機ナノチューブの可能性を多方面に求めた結果、ある分
野では実用化が早く、ある分野では時間がかかることが明
らかになった。実用化の早い分野に合わせた研究開発要
素を抽出し、需要と供給の最適化を図ることが今後の迅速
な技術移転を進める上での優先課題であることが判った。
また、迅速な技術移転のためにはサンプル提供に基づく共
同研究体制で望むことが良いと判断し、公募型共同研究と
いう仕組みを作り検討を開始した。

６　将来への課題
　有機ナノチューブというまだ世の中で使われたことのない
新しい材料を実用化するための研究は、その想定される応
用分野の広さから、研究所内での閉じた研究開発手法では
なく、サンプル提供により実用化へ向けた用途開発を外へ
求める開いた研究開発手法を選択した。この研究手法を可
能としたのは、有機ナノチューブの大量合成法が達成でき
たことによる。同様に大量合成法の達成は、実用化へ向け
た研究開発の初期段階での安全性評価を可能とし、企業
の有機ナノチューブに対する受容性を高めることに役立っ
た。
　今後はサンプルを受け入れた企業からの情報を基に、用
途開発に関する要素技術の抽出とその解決策を検討し、企
業と連携することにより製品化研究へ展開する。また、企
業からの情報に基づき市場形成の早い分野と時間のかか
る分野を見極め、早い分野では需要に応じた供給体制を整
え、遅い分野では加速するために大学との連携を含めた研
究開発を実施する。特に新産業の創出においては、新たな
安全性評価手法の開発や有機ナノチューブの工業標準化も
視野に入れて、関連分野との連携による研究開発、必要な
情報収集・蓄積を目指す。さらに、ミニマルマニュファクチャ

シクロデキストリン

水

OH
6－8

OHOH

OOOHOH
OO〔 〕

図8　シクロデキストリン添加による有機ナノチューブの分解
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リング注2）の概念に基づいて、有機ナノチューブ合成法の高
度化を図り、より効率的な合成プロセスの開発と有機ナノ
チューブのサイズ制御による高付加価値化を検討すること
により、有機ナノチューブの実用化による新産業創出を目指
したい。

付記
　この研究は、独立行政法人 科学技術振興機構（以下
「JST」という）と産総研の共同研究【戦略的創造研究
推進事業（CREST）プロジェクト、平成12～17年度】およ
びJSTの委託研究【戦略的創造研究推進事業発展研究
（SORST）プロジェクト、平成17～20年度】の一環として実
施された。
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る。本論文では、有機ナノチューブのナノバイオ分野での応用展開に
おいて重要なツールとなる発光性有機ナノチューブの製造を担当した。
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ている。研究のコンセプトは「簡易な化合物から簡易な手法で世界に
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査読者との議論
議論１　産総研が主導すべき研究開発範囲の考え方
質問（五十嵐 一男）

図 4 中の（5）が製品化技術となっていますが、論文を最後まで読
んでも製品化研究開発のための技術移転策について述べられている
のみです。著者が考えている産総研が主に担う研究開発の範囲とこ
こに記載されている製品化技術の位置づけを教えてください。

回答（浅川 真澄）
図 4 では、産総研から企業への寄与の状況を黄色から緑色への色

の変化で表しました。（5）の製品化技術に関しては、主に企業側で
開発されると考えており、論文中では（3）、（4）の段階を経て、企業
側で迅速に製品化技術開発が行われるような技術移転策と研究経営
手法が必要であると論を展開しました。

したがって、どの段階まで産総研が関わるべきかという課題はあり
ますが、製品化技術開発に関しては企業側が主体となると考え、本
論文ではその手前までに関して述べました。

議論２　有機ナノチューブのナノリスクへの対応
質問（五十嵐 一男）

図４の安全性評価技術について、本文中では「初期段階では既存

評価技術を用いた既存情報と比較可能な評価手法を選択するべきであ
り、その点において新たな技術開発の余地は少ない。」とありますが、
安全性評価技術に関しては、開発段階によって評価手法が異なってく
るとは思えません。どこのレベルまで評価するかということでしょうか。

また、４．においてラットに対する安全性試験を実施していますが、
本文をそのまま読むと筆者らが自身の実験室で実施したように受け取
れます。それが正しければ問題ありませんが外部に委託したのであ
れば外部委託であることを明記することが望まれます。加えて、信頼
性に関しては如何でしょうか。

回答（浅川 真澄）
有機ナノチューブはナノサイズの材料であることから、その安全性

評価技術はいまだ各分野で定まっている状況であるとは言えないと考
えました。材料はナノサイズとなることで、反応性や浸透性の向上が
期待されるとともに、予想外の効果も考慮しなくてはなりません。例
えば、食品や医療分野においてナノ材料が使用された場合には、そ
のサイズに由来する効果が期待される反面、予想外の影響が発現す
る可能性も考慮した評価技術を開発する必要があります。

現在、農業・食品産業技術総合研究機構の研究者と検討する体制
の構築を目指すとともに、産総研内においても材料フォーラム内に新
たな分科会「食品ナノテクノロジー」を設立し、食品とナノ材料との
関係を検討する準備を進めています。

安全性試験は外部委託によって実施しましたので、その旨注 1）
に明記しました。また、その信頼性に関しても試験手法に関する情報
を記載しました。

議論３　第１種、第２種基礎研究に対する認識とシナリオ構成の関係
質問（一條 久夫）

有機ナノチューブ研究の初期に行われた設計・合成・構造機能解
析は第 1 種基礎研究で、その知見をもとに工夫を加えた「大量合成」
は第２種基礎研究と理解していましたが、第 1 種基礎研究と位置づ
けられているのでしょうか。また、２．において（1）と（2）の間で
作業仮説の立案と実験が繰り返されたとありますが、これは試行錯
誤的に最適な方法を見つけるという意味でしょうか。さらに、用途開
発は第 2 種基礎研究と記され、図 4 には主に企業が担う形で描かれ
ています。発光性有機ナノチューブの開発のみが用途開発として記述
されていますが、他は具体的に何も記されていません。他の研究は無
いのでしょうか。

回答（浅川 真澄）
（1）第 1 種基礎研究と位置づけについて。

「大量合成」は、（1）分子設計・合成技術、（2）自己集合化技術、
と言う第 1 種基礎研究の統合によって達成されたとの考えに基づいて
判断するならば、第 2 種基礎研究であると考えて良いかと思います。

（2）作業仮説の立案と実験の繰り返しと試行錯誤的に最適な方法を
見つけることについて。

その通りです。誤解を恐れずに言わせていただきますと、研究のコ
ンセプトと目標地点が定まっている場合には、適当な出発地点からス
タートしても、作業仮説の立案、それを検証するための実験、結果
の評価、課題の抽出、という一般に言われる PDCAサイクルにより、
目的地点へと近づいていきます。（1）と（2）の間で得られる出発地
点近傍の最適解は、（3）、（4）へと進んで行くに従って、さらに大き
なサイクルとなり、（5）を満足するカスタマーの視点に立った最適解
に近づけると考えております。出発地点をどこに決めるのかは、それ
までに実施した研究の背景や研究者の経験と勘に依るところが大き
いと思います。

（3）他の研究について。
図 4 において、用途開発は産総研と企業との連携によって達成で

きる部分が大きくなってくるため、黄色（産総研）と緑色（企業）が
混ざり合っているように表現したつもりです。他の研究としては、薬
剤投入に伴う有機ナノチューブの分解法の開発があります。具体例を
記載しました。



研究論文

−190　　　　Synthesiology　Vol.1 No.3（2008）

1　背景：求められるフレキシブル情報端末機器
IT 技術が広く社会に浸透するようになって来た今日、そ
の利便性を向上させる技術の開発は、IT 技術の拡大普及
をもたらすこととなり、その結果巨大な経済効果を生むこ
とが期待できる。またこれにより不要不急の資源、あるい
は移動や通信のためのエネルギーを節約できるなど、持続
的発展可能な社会の構築に資する技術を提供できるように
なると考えられる。このため、今日そのハード、ソフトに関
連する技術の開発が盛んに行なわれるようになってきてお
り、国際的に技術開発競争が極めて熾烈になっている。
IT 技術は、ハードに関しては、情報を集約して処理を行
なう「中央・幹線系技術」と、情報を吸い上げたり配布し
たりする「端末・アクセス系技術」とに大別される（図 1）。
前者は、コンピューターに代表されるように、技術的には

「高速」「大容量」「規格化」といった点などが重視され、
シリコンテクノロジーを中心に様 な々研究開発の取り組みが
行なわれている。これに対して、後者は、ディスプレイに代
表されるように、技術的には「多様化」「大量普及」「ユー
ザビリティー（使いやすさ）」といった点などが重視され、
使用する人、使用される場所の個性に合わせた対応が望ま
れている。IT 技術の一層の普及拡大には、特にこの情報
端末の普及（IT 技術の裾野拡大）が必須となっており、更
なる利便性を提供する情報端末機器の創出が期待されて
いる。こうした新たな情報機器の創出には、市場要求をよ
く把握することが重要である。特にこの情報端末機器に関
しては、今日広く一般の人々がネットワークの利用に慣れ親
しんでくるようになってきたために、そのユーザビリティー
に対しては、実に様 な々要求が出されるようになってきてい
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IT 技術の裾野拡大を目指し、情報端末機器のユーザビリティー向上をもたらすべく、使用者の個性が活かせる端末機器の製造技
術として、フレキシブルプリンタブルデバイス製造技術の開発に取り組んできた。ディスプレイ等の情報端末を含む新たな情報機器関
連分野を切り拓く技術となるだけに、その技術の展開、普及のための開発シナリオとして、社会要求仕様の分析、個別開発要素技術
の位置づけの明示、材料・製造・デバイスの各要素技術のセット化による全体像の提示、関連技術の連続的開発などを描き、それ
を実践していった。

フレキシブルプリンタブルデバイス製造技術の開発

ー　「どこでもデバイス、だれでもデバイス」の実現に向けて　ー
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《ねらい》
　◆ IT技術の裾野拡大
　　　　経済拡大
　◆ 情報末端の軽量化・低消費電力
　　　　大量普及型端末による省エネ促進
　◆ エンドユーザーが求める機能の提供
　　　　ユーザビリティの向上

《開発技術》
　◆ フレキシブル・プリンタブルデバイス技術

　　　　軽量プラスチックフィルム上に低温で
　　　　半導体デバイスを塗布作製する技術

《効果》
　◆ どこもでデバイス・誰でもデバイス
　　　
　　　極薄、軽量、柔軟デバイスを高生産性プロセスで
　　　  製造・提供

　　　　ネットワーク端末の多分岐化、普及拡大
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図1　フレキシブルプリンタブルエレクトロニクス技術の開発



研究論文：フレキシブルプリンタブルデバイス製造技術の開発（鎌田ほか）

−191　　　　 Synthesiology　Vol.1 No.3（2008）

る。例えば、軽量、極薄、落としても壊れない等の使用感
に関する要求や、設置場所や使用環境に左右されない情
報端末デバイスの製造（どこでもデバイス）、欲しい人が自
分の欲しいものを作製できるようになる製造（だれでもデバ
イス）など、端末デバイスの提供方法に関する要求なども
強く求められるようになってきている。これらの多様な個別
要求に対応していくためには、従来の画一的な仕様を満た
すだけの技術では、個別対応に終始するようなこととなり、
とても産業として成立し得ない。それで、できる限り多様
な仕様に適合できる自由度を備えた技術の開発が必要とさ
れるようになってきている。
その一方、昨今の省エネルギー化推進の流れの中で、
半導体プロセスにも大幅な省エネルギーが実現できるプロ
セスの開発（半導体技術のプロセス革新）が要求されるよ
うになってきている。真空プロセスからの脱却、高温プロ
セスからの脱却、フォトリソグラフィープロセスからの脱却
などが、特に重要視されていることで、適用されるターゲッ
トによらず、決して見逃すことのできない重要な社会要請
事項となっている。
 

2　研究開発のねらい
2.1　Prosumer electronicsの実現を目指す
「軽量・柔軟」「高生産性製造」「消費者が欲しいもの」
などのような情報端末機器にかかる様々な要求を満たし得
る技術としては、多様な仕様に適合できる自由度を備えた
技術として、プラスチックや紙などのフレキシブル基板上
に、液相プロセスでデバイスを作製可能にする技術、すな
わち「フレキシブルプリンタブルデバイス製造技術」の開
発が一つの大きな目標となる。これは同時に、脱真空プロ
セス、脱高温プロセスなどの低環境負荷プロセスを実現す
るものであり、社会要請という点からも、実現していかな
ければならない重要な技術目標である。
こうした技術が追求していく究極的な目標は、欲し
い人が自ら欲しいものを作れるようにする、すなわち消
費者による端末機器の生産（Prosumer electronics；
Prosumer=Producer+Consumer）ということを実現させ
ることにある。情報端末機器のように、使う人の個性を反
映させることが究極の目標となるならば、それを実現できる
ツールを個人レベルに開放していくのが、技術目標となると
いうことである。
この究極的な目標を実現するためには、単にフレキシブ
ル基板上に液相プロセスでデバイスが作製できるようにな
ればよいというだけではダメで、できるだけ簡便な素材と
簡便な製造プロセス（150 ℃以下の低温塗布）、簡便なマシ
ンでデバイスを作製することが可能になるということを実現

しなければならない。筆者らは、こうした技術目標を掲げ
て、それに資する技術開発を行ってきた。
2.2 必要機能・デバイス性能とプロセス条件との整合化
このような技術で作製される情報端末デバイスは、少な
くとも用途に合致した必要最低限の性能は発揮されなけれ
ばならない。単一技術で突出して性能が優れたものがあっ
たとしても、それがトータルシステムの中に組み込むことが
困難であるならば、技術価値は発生しない。その一方で、
一部多少の性能が劣っている部分があったとしても、トー
タルとしての整合性が高ければ、効果的な技術となりうる。
すなわち全体セットアップした段階でどのような価値が発生
するのかが重要になるということであり、オプティマリー・
コンシステント・デバイス（最適整合デバイス）というような
コンセプトである。そこで、本研究開発では最終製品を見
据えたデバイス設計とそれによる基本仕様の抽出、および
それらとプロセス条件との整合性が図れる技術を開発する
ことを目標としている。
 

3　キーテクノロジーの開発
3.1　開発技術の抽出
上記目標を達成するためには、開発しなければならない
要素技術は数多くある。しかし、まずは象徴的コンセプト
として掲げた「フレキシブルプリンタブルデバイス製造技
術」が、そもそも実現可能なことなのかを示すために、実
現のための代表的な技術課題を抽出し、それの解決の手
法を提示することで、実現へのシナリオを描くことを試みた。
例えば、フレキシブルデバイスというと、柔軟性を有する
素材を用いたデバイス作製ということになる。柔軟性を有し
た最も代表的な素材は有機材料であるが、有機材料を用
いる以上、加工には温度制約が必ず入る。すなわち、少な
くとも素材が分解してしまわない200 ℃以下という加工温
度で、必要性能を発揮するデバイスが製造可能になるのか
を示す必要がある。また、プリンタブルデバイスといったと
き、プリントという加工手法で、デバイス性能を向上させる
ことができる加工精度が担保することができるのかという
ことは最低限示す必要がある。
そこで、我々はまずこうした代表的な課題に対して、そ
の解決手法が存在することを実証するための技術開発に取
り組み、以下のような成果を得ることにたどり着いた。
3.2　低温塗布製造プロセス
製造プロセスの低温化には、製造に要する熱エネルギー
の代替エネルギーを付与することが有効である。熱エネル
ギーは、反応場に対して全体に徐々に均等に伝わるエネル
ギーであるため、これを用いて作製されたデバイス構成部
位としての薄膜は、均質性が大きな特徴となる。しかしな
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がら、エネルギーが徐々に伝わり、なおかつ全箇所等方的
に伝わるために、不必要な箇所にもエネルギーが伝わり、
これにより様 な々副反応が生じてしまう。これらを回避する
技術として、光エネルギーや機械エネルギーなどの代替エ
ネルギーを付与する技術の開発を検討した。
① 多源光酸化法
　デバイスを高性能で安定動作をさせるためにキーとなる
構成部材の代表的なものの一つとしてSiO2絶縁膜をあげる
ことができる。このSiO2絶縁膜をデバイスに適用可能な高
品質膜として形成させるためには、通常は少なくとも数百℃
の加工温度が不可欠とみなされている。このような代表的
デバイス構成部材を仕様通りの制約下（加工温度200 ℃以
下）で加工可能にすれば、技術コンセプトが受け入れられる
との考えのもと、同部材の低温塗布加工技術の開発に取り
組んだ。　
　数百度のケイ素化合物に酸素を反応させると二酸化ケイ
素（SiO2）が生成する。これが溶媒溶解性の材料を原料と
して、反応後に高緻密薄膜として得られるようになると電子
デバイス用絶縁層が液相プロセスで得られることとなる。し
かし、この反応は酸化反応であり、通常は塗設後500 ℃以
上の高温処理を要する。この反応温度を下げるためには、
触媒を用いる工夫がなされたりするが、ここでは電子材料と
して用いるので不純物の混入を避ける必要があり、その意
味では添加剤を用いることはできない。そこで、我々は光の
エネルギーで必要なエネルギー量を局所的に注入するとい
う構想を持ち、この反応を進ませる技術の開発に取り組ん
だ。その結果、多源光酸化法を開発することで技術導入に
成功した[1]（図2）。ここでの技術開発のポイントは、SiO2膜
を作製するための反応前駆体に応力損傷を受けにくい結合
種を有する材料を選択したこと、この結合種を励起させる
のに適切なエネルギーを有する光源を選択できたこと、さら
にこの前駆体と反応させる反応活性種を励起させるために
適切な別光源を選択できたことなどにあり、特にこれらの

光源にレーザーのような局所高密度エネルギー光源を用い
るのではなく、ランプレベルの比較的汎用性が高い光源で
反応を進ませることができるようにしたことが、新規開発プ
ロセスの意義をアピールするのに大きなポイントとなった。
全工程の中での最高反応温度を、200 ℃以下とすることが
できたため、膜の膨張収縮に伴う欠陥発生を抑制するこ
とができ、結果的に高緻密SiO2薄膜が得られるようになっ
た。作製したSiO2薄膜は、抵抗率1015Ωcm以上、絶縁耐圧
は7 MV/cm以上という高い絶縁性を示すものとなった。こ
の技術は、現在主としてディスプレイ用TFTの絶縁層の構
成材料などとして検討されており、ディスプレイの大面積化
やフレキシブル化に資する技術として、ディスプレイメーカー
等で実用化検討がなされるようになってきている。
②三軸分配加圧アニール法
　「フレキシブルプリンタブルデバイス製造技術」とは言っ
ても、使用される技術対象によっては、開発すべき技術の仕
様に更なる大きな制約が入る。例えば、メモレベルの表示媒
体を電子化する際には、生産コストの制約は極めて厳しくな
る。この場合高価な材料は使用できなくなってくる。すなわ
ち、低温加工ということに加え、使用できる材料にも制約が
入るということで、こうした条件でも技術適用が可能である
ことを示す必要がある。そこで我々は、汎用プラスチックフィ
ルム（PETフィルム）上に、汎用導電インクで、低抵抗配線を
印刷で作製する技術の開発に取り組んだ。導電インクは、印
刷パターン形成後、抵抗を低下させるために通常は400 ℃
以上で焼成する。この温度を低下させる技術として、最近ナ
ノ粒子の利用が良く検討されている。しかし、ナノ粒子を利
用して材料コストを高騰させてしまっては、上記目的に合致
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しなくなる。そこで我々は、汎用インクでも低抵抗が得られ
る低温焼成技術の開発に取り組み、圧力を用いる技術を適
用することで技術導入を実現させた（図3）。ここでもやはり
反応に要する温度をいかにして下げるかがポイントであっ
た。本技術においては、圧力エネルギーを利用することで低
温化に成功したわけだが、この圧力エネルギーは、全体に均
質エネルギーとして与えるのではなく、局所に異方的エネル
ギーとして与えることで低温化を実現させたのである。すな
わち、エネルギーは欲する局所に集中させ、周辺の不要部分
には分散させないという考え方である。結果的に、この手法
で汎用銀ペーストを用いた印刷パターンにおいて、120 ℃以
下の反応温度で抵抗率6×10−6Ωcm（参考：バルク銀の低効
率=1.6×10−6Ωcm）を得るに至っている。前述のナノ粒子銀
ペーストを用いても、同様の抵抗率を出すためには200 ℃以
上の加熱が必要となっているのに比べると、圧力エネルギー
が低温焼成に極めて有効に働くことがわかる。 
3.3　プリンタブルデバイス製造プロセス
一方、プリンタブルデバイス製造技術を開発するに際し
て、最も大きなハードルとなっていたのが、「プリンタブル」
というプロセス仕様要求と高性能動作というデバイス仕様
要求とが両立できるかというところにある。デバイス性能
は、ある程度微細な構造制御を行なうことが必須となるた
めに、加工精度が担保できるかということが絶えず問われ
る。通常液相プロセスでは、デバイス加工をする際に、面
内方向の微細加工精度があまり高くなく（数十μm程度ま
で）それ故に面内加工精度が必要なトランジスタ素子など
は、十分な機能を発揮させることができないのではないか
と目されていた。そこで我々は、プリンタブルデバイス製造
技術を確立するためには、まずこの技術課題を解く方法を
開発することが技術分野にブレークスルーを与えるものと
着目し、そのための技術開発に取り組んだ。
①トップ＆ボトムコンタクト型トランジスタ
　技術開発上の着眼点として、まずプロセス面内加工精度

は数十μｍ程度までしかないという事実は一旦受け入れる
こと、その上でデバイスのパフォーマンスを決める数μｍ以
下の動作部位（チャネル）を素子構造設計により構築するこ
とという方針を立てた。こうして開発したのが「トップ＆ボト
ムコンタクト型トランジスタ」である[2]（図4）。デバイスのパ
フォーマンスを決めるμｍ以下のスケールでの制御を要する
チャネル部位は、膜厚方向に設置されるように設計し、制
御は膜厚でなされるようにした。これで、面内方向の加工精
度は高精度を要求しなくても良いようになるわけである。こ
の結果、基本的には、描画細線の積層だけでトランジスタ
が作製できるようになり、その際でもサブμｍ台のチャネル
長を形成させることに成功した。この素子構造を用いるこ
とで、比較的移動度の低い高分子半導体（μ＝10−2 cm/Vs
台）を用いて、全て印刷技術で形成したトランジスタにおい
ても、出力電流の電界効果変調率に当たるSS値にして0.2 
V/dec以下の性能が発揮できることを実証した。これによ
り、プリンタブルという製造プロセスとデバイス性能の向上
という要求とが両立可能であることを示すこととなった。
 

4　いかに産業展開させるかのシナリオ
上記は、我々が開発した代表的な要素技術の例である。
これらを個別に見ると、その技術価値は個別の特異的な技
術にしか見えないかもしれない。しかし、これらの開発の
シナリオとその技術の位置づけとを把握してもらうと、とた
んに違う世界が見えてくる。次に、筆者らが産業展開を見
据えて推進した上記技術開発のシナリオを紹介する。
4.1　エンドユーザーと技術ユーザーの異なる要求
斬新な技術を開発しても、それを誰が欲しがっているの
かを把握していなければ、技術のアピール点を見出しそこ
なってしまい、結局は世に送り出せなくなってしまう。そこ
で、まず誰が何を求めているのかという点を良く分析・把
握することを重要視した。情報端末機器というのは、まず
何よりもそれを使用する人（エンドユーザー）の要求が最も
重要である。それでは、エンドユーザーが欲しくなるような
ものを提供するということで技術要求を整理することがで
きるのかというとそうはいかない。この技術要求も、機器
の生産者、すなわち製造する企業の要求と合致する点が
ないと成立しないのである。例えば、エンドユーザーが欲
する利便性の高い情報端末機器が 1個 10 円でできる技術
を提供するとする。しかし、これを1億個売っても売り上
げは 10 億円にしかならない。これでは大企業では生業と
して成り立たなくなってしまうので、技術を欲することはな
い。しかし、事業規模の小さな企業であるならば十分成り
立っていく。当たり前のことだが、こうしたことが「誰が欲
しがる技術か？」ということの原点となっていくわけである。
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4.2　プレイヤーマップの作成
上記「誰が欲する技術か」ということを整理するために
は、プレイヤーマップの作成が有効である。類似の技術で
あっても、技術レベルによって要求することが変わってくる
ため、それを整理し、開発技術の価値の発揮どころを明
確化するということである。表 1は、技術フェーズとそのター
ゲット商品、主たる対象企業種を示しており、表 2はそれ
ぞれの技術フェーズにおける技術課題に対する取り組み状
況を示すプレイヤーマップである。
例えば、ディスプレイといってもいろいろなものがある。
テレビのように高度なディスプレイ（フェーズⅠ）は、かなり
大掛かりに高度な技術を組み合わせていく必要があり、大
手ディスプレイメーカーの欲する技術となる。この場合、ビ
ジネス展開のシナリオは市場要求からほぼ定まってきてし
まっているので、あとはシナリオを実現可能にする革新的
技術を開発するか、社会要求を導入できる技術を提供する
ようにするかが先駆的技術開発の課題となるわけである。
次に、電子ペーパーなどの新しいディスプレイ（フェーズ
Ⅱ）は、テレビほど大掛かりな技術を必要としない。したがっ
て、大手メーカーであっても新興産業を狙う企業が欲する
技術となる。この場合は、新市場開拓となるため、既存の
ものにはない機能の発現が開発の最優先事項となる。た
だし、そのプロセスには、比較的簡便なものでも作製可能
にしなければならないという制約は入る。同じディスプレイ
でも、表示器やラベルなどのような簡素な表示の電子化技
術（フェーズⅢ、Ⅳ）は、簡易な技術ではあっても、まった
く新しい産業製品を創出する技術となることから、中小や
ベンチャー企業等が欲する技術となる。ここでは、高価な
特殊材料を用いない、高コスト製造技術を用いないなど、
更なる多くの技術的制約がはいってくるために、やはりそ
れ専用の技術の開発が必要となるわけである。
さて、このプレイヤーマップの活用の仕方であるが、ここ
からどのようなことを読み取っていったのかをいくつか例示

する。
①  開発しようとする個別要素技術は、全体のセットアッ
プコンセプトとの整合性が取れるか。技術抜け、プレイ
ヤー抜けなどが発生していないか。
②開発しようとする技術は、先導性が発生する技術となり
うるか。
③ 開発しようとする技術は、多角展開が可能な位置づけ
にある技術か。
④ 開発しようとする技術は、技術競争力のある位置づけ
が得られるものとなるか。
　すなわち、技術マップ上の位置づけを明確に示して、勝て
る技術となるかどうかの判断に非常に役立つということと
なる。ここで言う「勝てる技術」とは、産業創出を先導する
キー技術となりうる技術か（先導技術）、省エネなどの社会
要請に応えられる技術となりうる技術か（社会技術）、技術
開発力に十分な力を有しない産業への支援となりうる技術
か（中小企業支援）ということをまず基準として検討してい
る。 
4.3　リニアモデル型とノンリニアモデル型技術開発
ところで技術開発のスタイルには、統一的で明確な目標
を立て、そこに向かって計画的に開発を進めていくリニア
モデル型技術開発と、ターゲットイメージは漠然と存在す
るが、そこに統一的な明確目標を立てることが困難で、な
おかつそこへたどり着くシナリオもよく見えず。そのためあ
るジャンプアップ技術の出現に期待するというノンリニアモ
デル型技術開発というのがある（図 5）。情報端末デバイス
技術のように、目標仕様が多種多様にわたっている場合に
は、概して後者のノンリニアモデル型の技術開発になるこ
とが多い。
ノンリニアモデル型の技術開発は、一般的にはジャンプ
アップ技術の出現に期待されるところが大きく、その点では
計画的技術開発が行いづらいと目されている。しかし、実
際に適応されている技術分野をよく分析すると必ずしもそう
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ではない場合がよくみかけられる。本論文で検討の対象と
なっている、「情報端末デバイス技術」などもその一例であ
る。技術的なバリアが高すぎるためにジャンプアップ技術
の出現を待つのではなく、技術プレイヤーがいないがため
にそこが技術欠けとなってしまっていて、その状態をあたか
もジャンプアップ技術の出現を待つかのように取り扱ってし
まう場合である。このような場合には、本来技術整理によ
り、きちんとした計画展開ができるように持ち込めるはず
なのである。 
4.4　技術の効果・先駆性は、ものとして見せる
ところで開発した技術は、例え単一技術であっても、そ
れを関連技術ときちんと組み合わせて、技術アピールする
試作品を作製して見せることが効果的である。すなわち、
技術開発のセットが可能であるということを示し、技術コ
ンセプトを先導していくことである。ただし、ここで注意
すべきは、単に試作して機能を示すだけでなく、そこにメッ
セージを込めることが重要である。例えば筆者らの上記の
開発例では、それぞれ固有のメッセージ付けを検討した。
「多源光酸化法」はディスプレイ用印刷TFTとして仕上
げることを検討した。この試作検討の初期段階では、有機
TFT駆動液晶ディスプレイで、カラー動画表示を世界で初
めて成功させたというものとなった [3−5]（図 6）。印刷形成
TFT 技術への期待が高まっていた時期であっただけに、
世界中で大きな話題となる成果となった。この技術には、
将来的に大面積の極薄壁掛けスクリーンテレビが作製可能
になるというメッセージを込め、技術的には高機能に加え、
高信頼性、大面積加工適合性といった点を強調してアピー
ルした。
「三軸分配加圧アニール法」は、全印刷無線タグとして
試作デモンストレーションした [6]（図 7）。これは、フィル

ム上に無線タグが印刷だけで作製できることを示した世界
初の例である。このため、近い将来フレキシブルな情報端
末が手に入るようになるというメッセージを込めたものとな
り、技術開発の目指すところまでアピールする結果となった。
ところで、ここで示した上記の開発技術例は、一般的に
注目を集めやすいデバイスの活性層（半導体層）の作製方
法ではなく、むしろ開発が後手になりがちな電極、配線、
誘電体層の形成技術であるが、こうした技術に関して我々
が積極的に開発に取り組んでいった事例をここでまず示し
たのにはもう一つの理由がある。それが、プレイヤー抜け
の充填という狙いを紹介することである。ある技術コンセ
プトに対して、注目を集めやすい要素技術に対しては、自
ずと多くの技術開発プレイヤーが集まっており、そこそこの
技術発展が見込める場合が多い。しかし、上述のような
要素技術は、往々にして技術ハードルではなく、ビジネス
要因などその他の要因で技術開発に取り組めないような状
況に陥ることがある。これではセットしようにもセットでき
ない。技術コンセプトに対して「Totally consistent」とい
うことが、成立させられないような状況になってしまうとい
うことである。したがって、技術コンセプトがトータルセッ
トできますということをアピールするためには、抜け技術の
充填をあえて狙って開発していく必要があるわけである。
完結に向けた「last piece technology」というような概念で
ある。我々は、公的機関の研究者として、技術開発コンセ
プトが、トータルセットができるということを一早く提示し、
技術開発の方向性に対する先導性を示し、産業界での技

（26）−

図6　有機TFT駆動カラー液晶ディスプレイの開発

図7　全印刷製造フレキシブル無線タグの開発図５　リニアモデル型技術開発とノンリニアモデル型技術開発
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術開発の取り組み方向へのリスクを軽減させるという役割
を担うことを狙い、このような取り組みを行っていった。
こうした狙いの実践をもう少し具体的な事例で紹介して
みる。プリンタブルデバイス技術（トップ＆ボトムコンタクト
型トランジスタ技術）の横展開として開発した技術に、三
次元ナノポーラスデバイスというのがある [7]（図 8）。液相
プロセスの特徴の一つである壁面加工を有効に生かすべく
設計したデバイス技術であり、これにより、多孔体の孔内
を通過、あるいはそこに取り込まれる物質の高感度計測を
可能にするデバイス（農業用センサー）を実現したというも
のである。これは、そもそもエンドユーザー（農業従事者）
からの相談を受けて開発した技術である。農作物の生産
管理用に、農業者が使いやすい高感度農業用センサーを
開発して欲しいというものであった。これに対して、技術
のセットを検討してみると、材料は入手可能、作製プロセ
スも既存技術で問題なし、システム開発者は既に存在、そ
してもちろんユーザーもいる。唯一存在していなかったの
がデバイス開発者である。すなわち、「技術抜け」が生じ
てしまっている状態であったわけである。この場合のデバ
イス開発は、経済活動をしているデバイス技術開発者にとっ
ては、ほとんど収益の期待できない技術であることから、
その開発に取り組む技術者が皆無であるという状況であっ
た。それで、我々は公的機関の研究者として、開発に取り
組むにはリスクが高い要素技術に対しては積極的に関与す
るという「リスクシェアの役割分担」の狙いで、この開発
を引き受け、結果としてトータルでセットされる端末機器の
開発を実現させた [6]（図 9）。この成果はさらにProsumer 
electronics 実現の可能性に関して強いメッセージを発する
のに有効な技術ともなった。すなわち、ターゲットとしたセ
ンサーは、取り付ける作物によってその形状・仕様等を少
しずつ変える必要がある。しかも、取り付け場所は 1個 1

個異なる状態にある。さらに、その製造には過度の負担を
かけてはならないという製品構想である。このような現場
の多種多様な個別要求に応えられる情報端末デバイスを、
現場ユーザー（農業試験場）と共同で開発することができ
たというメッセージを込めて発表した。
いずれの試作機も、開発技術がセットアップした後でも
十分機能するということを実演するということで技術の確か
らしさを示すとともに、開発技術により今まで見たこともな
いものが出来上がっていくというメッセージを込めたものと
して技術の魅力点をアピールしていったという点が大きな意
義を有していたと認識している（図 10）。
最終的に、試作品そのものが実用化に向けて企業で取
り組まれるようになるかは定かではない。しかし、こうした
メッセージの発信は、少なくともこれらの開発技術がその
後企業で実用化への検討が進められるようになってきてい
ることに大きく貢献しているものと思われる。
 

5　今後の課題・展開
上述してきたように、プリンタブルデバイス製造技術がカ
バーしようとする情報端末デバイス技術分野は、普及を促
進すればするほど多分岐化されていき、要求技術仕様は多
様になっていくという性格を帯びている。それをそのまま
受け取って開発に着手してしまうと、モグラたたきのような
開発スタイルとなってしまい、モグラの数だけ技術が並列
表記されるようになるだけで、およそ戦略的・計画的技術
開発などというものが展開できなくなってしまう。そこでこ
れらを計画的に取り扱えるようにする取り組みとして、今後
の技術展開の仕方として技術開発の面展開ということと連
続展開ということを特に重要視するようにしている。
5.1　セット化の取り組みとそのタイミング
今日産業技術として展開させていくためには、単一技
術だけで技術コンセプトを達成することは極めて困難であ
る。多くの場合、開発技術を補完し合う異種技術の展開が

図9　農業用フレキシブル蒸散センサの開発

印刷デバイス製造技術の特徴

多孔性抵抗体 外側層
炭化水素鎖

水分子の通り抜け
内側層
有機半導体

電極
電極

曲面加工、　壁面加工

誘電体
（半導体）

A

図8　フレキシブルセンサーのための三次元ナノポーラスデバイ
スの開発
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必要となってくる。これが、対象とするターゲットが既存の
ものであり、開発した技術がその一部を置き換えるだけと
いう場合には、関連技術に対して注意を払う度合いは必ず
しも高くならないかもしれない。しかし、これが新たな市
場創出につながっていく新技術概念である場合、すなわち
先駆性の高い技術である場合、必ず他技術との組み合わ
せに大きな注意を払い、技術体系化することが必要となっ
ていく。それで、技術開発の展開としては面展開すなわち
技術のセット展開が重要となってくるわけである。
さて、この際一つ忘れてはならない重要な視点がある。
それは今開発している技術はどの開発段階にいるのかとい
う開発フェーズの概念である。技術のセット化はある意味
当たり前であり、事業を見据えた開発をする企業において
は、日常的に取り組まれていることである。しかし、ここ
に開発フェーズという時間の概念をきちんと読み込むと、
単一的な概念ではないことに気がつく。すなわち、企業に
おいてセット化の取り組みが行なわれるのは、技術がある
程度完成させられるシナリオの全体像が見えてきた段階に
入ってきてからである。企業といえども、シナリオがまだ良
く見えてこない技術に対しては、その単一技術の探索する
ことに終始せざるを得ず、どこかでそれのシナリオが描け
るようになるという情報が得られるのを待つということにな
る。
もう一つは、上述したようにセットしようにもそもそも「抜
け技術」があるがためにセットのしようがなかったという
ターゲットを狙うという視点である。それを新規技術開発
によりセットすることができるようになったということを示す
意味合いである。これは、将に新産業製品の提示につな
がることが多いため知恵の出しがいと努力のしがいがある
ということになる。企業活動においては、自社技術でない
ところで抜け技術が発生してしまった場合には、いかように
もすることができず、諦めてしまうことすらある。
こうしてみると、いったい誰が最初に産業展開のシナリオ
を示していくのかというのが課題となる。すなわち、産業
技術に関しては、ここを示せるかが勝ち目のある技術とさ
せられるかのキーポイントとなるということであり、将に我々

が狙ったポイントである。 
5.2　連続展開が早期普及を呼ぶ
更には、技術の連続展開すなわち次なる技術を連続的
に開拓していくことはかなり重要なこととなる。開発技術が
どのようなシナリオで産業技術として展開されていくのかと
いう視点は、実用化させていくということを睨んだ場合に
は極めて重要な事柄となっていく。とかく単発的な技術開
発になりがちな、当該分野においてはなおさらである。単
発的な技術は、特定用途に適することはあっても、広く普
及させることが困難となってしまうことが多い。一方、ひと
たび関心を寄せてもらった技術に、二の手、三の手を示し
ていくことは、技術の奥深さを示していくこととなり、より
強い関心を引き寄せるのに役立つ。結果的に、関連技術
全般についてその産業界への普及速度が速まっていくとい
う効果を発揮してくれる。だからこそ、技術は常時連続的
に開拓していき、どのような技術として成長させていくのか
というシナリオを示していくことが重要となるのである。
 

6　おわりに
上記展開を推進し、ある程度社会に認知される成果をあ
げられることになったのは、我々が相互に密接な関係を有
する研究チームを構成し、それぞれの研究開発が実質的
に相互補完をなしえるような取り組みを行ってきたためと認
識している。この点では、組織研究の強みを発揮できてい
ると考えている。また、一方でこうした技術の多角的な展
開ができたのも、その元をたどれば地道な学会活動がベー
スとなっている。学会活動における第 1種基礎研究での活
躍なしには、こうした技術に関心を寄せていただくようにな
ることはさほどなかったのではないかという感触をもってい
る。
今後も、チームとしてこうした第 1種基礎研究と第 2 種
基礎研究のバランスをとりながら、新産業創出につながる
産業技術とその展開シナリオの提示に努め、新産業の創出
につながる技術の開発に取り組んでいくつもりである。
 

付記
本研究の一部は、NEDO「高効率有機デバイスの開発」
事業、ならびにNEDO産業技術研究助成事業「三次元ナ
ノポーラスフィルムセンサーデバイス技術の開発」の支援に
より行われた。
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査読者との議論 
議論1　フレキシブルプリンタブルデバイス製造技術の位置づけ
について
コメント（立石 裕）
本論文における研究目標は、表題の「フレキシブルプリンタブルデ
バイス製造技術の開発」に端的に表現されているとの理解が正しい
とすると、この研究目標の持つ社会的価値の記述が不十分であると
思います。具体的には、情報端末機器に要求される仕様―様々な使
用感、どこでもデバイス、だれでもデバイス―と、フレキシブル・プリ
ンタブルデバイスの概念の間にはギャップがあります。フレキシブル・
プリンタブルデバイスは、あくまでも上記のような仕様を満たしうるオ
プションの一つであり、これがすべてではないはずです。他にも候補
があるが、ある条件が加わった時に、フレキシブル・プリンタデバイ
スがベストチョイスになる、その条件（あるいは詳細仕様？）につい
ての説明がないと、始めにフレキシブル・プリンタブルデバイスありき
の議論になってしまいます。製造工程上の省エネルギー化の要請だ
けで説明するのは無理があります。どのようなニーズのために、なぜ
このようなデバイスが必要なのか、あるいは効果的なのか、その説
明が欠落しているように思います。この問題は図 1に端的に現れてい
ます。中央の「多分岐化」でくくられた階層とフレキシブル・プリンタ
ブルデバイスの間には、明らかにギャップがあります。この図だとフレ
キシブル・プリンタブルデバイスがすべてを解決するように見えます
が、そう単純な話ではないだろうと思います。

回答（鎌田 俊英）
情報端末デバイス技術は、これまでローエンドターゲットなどと呼
ばれ、あたかも技術的には、ハイテクを結集すればでき上がってしま
う付属技術であるという印象を持たれることが多くありました。しか
し、実際にはその感覚に反して当該技術フィールドは思いのほか開拓
することができず、産業技術展開しうる技術がほとんどないという状
況におかれてしまっています。これは、ひとえに技術要求と市場要求
とのマッチングが取れないためで、技術指標のみからだけでは産業技
術が開拓できないということを示しております。ご指摘いただいたよう
な事項をそのまま受け止めてしまうと、結局はこの技術指標から積み
上げるという悪循環サイクルの中に落ち込んでいってしまいます。そこ
で、このような状況を打破し、技術フィールドを開拓していくには、こ
の問題を解決しうる象徴的な技術を掲げ、その旗のもとに技術牽引を
図るというのが、一つの好適な手法です。本論文では、現状では最
も好適な技術指標として捉えられている「フレキシブルプリンタブルデ
バイス製造技術の開発」というコンセプトを象徴的に用い、当該技術
フィールドの裾野開拓をしようとしている技術戦略について記述してお
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ります。その社会的価値は、今日思うように進まない情報端末デバイ
ス技術の裾野拡大の牽引というところにあります。したがって、その
他の補完技術の詳細に触れることは、主論点をはずしてしまうことと
なり、本論文で記載することはかえって逆効果と考えます。

コメント（小林 直人）
「フレキシブルプリンタブルデバイス製造技術」の開発研究では、
どのような有力な対抗すべき技術があるでしょうか。たとえば有機デ
バイスだけではなく無機半導体やガラス材料など異種材料・デバイ
スを使う場合と、同じ有機デバイスを使う中でも構成法やプロセスが
違うものがあると思います。ある目標に向けた性能比較（ベンチマー
ク）が示されていると非常に分かりやすいと思います。全ての例示を
する必要はありませんが、何か特徴的な例について行ってみてはいか
がでしょうか。

回答（鎌田 俊英）
本文に追記いたしましたが、技術開発には技術指標を示し、そこ
に計画的に邁進するリニアモデル型研究開発と、最終イメージはある
ものの技術指標をたてにくく計画的展開がしにくいノンリニアモデル
型技術開発があり、ここでは後者のノンリニアモデル型技術開発をい
かにして進めるかという視点での議論を投げかけているつもりです。
ノンリニアモデル型は、その推進は概して特異的なひらめきに依存
すると思われがちですが、実際には、全体マップを描き（全体の体
系化を行い）その中で、いくつか尖っている部分を見出すという手法
を用いれば、論理的・計画的技術開発が可能になるということを示し
てみようという趣旨です。したがって、例えば研究計画をたてるにし
ても、最初に有機材料とか無機材料とかの材料科学からのスタート
にするのではなく、フレキシブルという物理量軸、溶解性という化学
量軸等を用いて、その軸のもとに材料を体系化し、場面に応じて最
適なものを逐次選択していくという手法ではないかと考えております。
したがって、必要なことは一技術指標のもとにベンチマークを作成
して一軸的な技術開発計画を立てるのではなく、マップを作成して、
技術的にマッチングがとれる部分（複数存在する）を浮き彫りにし、
そこを研ぎ澄ましていくような開発計画を立てるという手法が、技術
分野にフィットしているということを表現したいということです。この
理屈からすると、技術シーズから積み上げていくと、かえって技術展
開エリアを狭めてしまうことになるかと思います。

コメント（立石 裕）
鎌田さんの回答を読んでから図 1を見直してみたのですが、この
図が私のmisleadの出発点なのかもしれません。中央幹線系　→　
端末アクセス系　という構図の下にフレキシブルプリンタブルデバイ
ス技術、という絵が配置されているため、私は無意識のうちに、「フ
レキシブルプリンタブルデバイス技術が、既存の端末デバイス技術を
代替しようとするもの」として読んでしまいましたが、実はそうではな
く、既存のデバイスと「端末機器」という意味では同じ階層にあるも
のの、「別方向への展開としてフレキシブルプリンタブルデバイス技術
が存在する」、というように理解すべきなのでしょう。既存の技術が
総じて言えば「汎用性のある、なんでもできる技術」としての性格を
持つのに対し、フレキシブルプリンタブルデバイス技術は、「エンドユー
ザーのニーズに特化して単純化された機能の技術」としてとらえられ
るように思います。ただし、そのための製造技術が個々のデバイス毎
に異なったものが必要だとすれば、とても産業としては成立しえない
ので、製造技術としては「汎用かつ異なったニーズへの対応が容易な
自由度をもつもの」でなければ、裾野の拡大にはつながらないという
点が、論文の主張のポイントになると思います。以上の私の理解が正
しいとすれば、そのような意味合いを文章として入れ込んでいただく
ことは可能でしょうか？

回答（鎌田 俊英）
論文の主張点を汲み取っていただきましてありがとうございまし

た。上記ご指摘いただきましたことが、まさに主張していきたい点で
す。本文の序章の段に、ご指摘いただきました点を意識して、少し追
記しました。

議論2　技術展開の方向性について
コメント（立石 裕）
表 1、表 2に使われている「フェーズ」という表現には違和感があ
ります。通常フェーズといえば、それは順次展開されていくものだと
思いますが、ここで言われているフェーズはⅣ→Ⅲ→Ⅱ→Ⅰと進化して
ゆくような性質には見えません。むしろ「レベル」という感じに近い
のではないでしょうか。

回答（鎌田 俊英）
ここで記述している「技術フェーズ」は、Ⅰ→Ⅱ→Ⅲ→Ⅳと発展して
いくものであり、その意味でフェーズという言葉は適切と考えます。「Ⅳ
→Ⅲ→Ⅱ→Ⅰと進化するのではないか」いうご指摘は、現状の理解を
誤っており、ここのところをご理解いただくことが、本論文では極め
て重要なところです。情報端末機器など、より最終ユーザー（使用者）
に近いところの技術は、より複雑な技術が後から開発されるという図
式は必ずしも成り立ちません。使用者の要求と製造者の要求とがマッ
チしないと、産業技術として発展していかないためです。例えば、フェー
ズⅠは、統一規格のマスプロという性格が比較的強いことから、より
製造者の意向が反映しやすい技術です。すなわち、技術提供者、生
産者がともに容易に存在するために、産業技術としての市場展開は
比較的速く行なわれます。しかし、フェーズⅣは完全に使用者よりの
技術です。製造者にとっては、ビジネス利点がなかなか見出せない
ため、生産者・技術提供者として現われづらく、産業技術展開はなさ
れにくいという性格を有しています。したがって、技術的難易度とい
う指標ではなく、産業開花度というような指標からはフェーズⅠの技
術よりは、はるかに遅れをとってしまいます。あえて言うならば、技術
はフェーズⅠ→Ⅱ→Ⅲ→Ⅳの順に枝葉的に発展していくと見なすことが
できます。
本論文では、このように技術オリエンテッドでは市場展開しにくい
技術、されどそれを求めている人（使用者）が多いという技術を、い
かにして発展させていくのかということに問題提起していくことが一
つの重要な主張点となっています。

議論3　産総研の果たすべき役割について
コメント（小林 直人）
表 1の展開のシナリオ、表 2の技術開発のプレイヤーマップは、こ
の分野特有のあり方について極めて示唆的でかつ独自性の高い指摘
だと思います。将来的には、技術が Prosumer Technologyを目指す
とすると、開発者・技術ユーザー・エンドユーザーが密に意見交換す
る場（時間と空間）が重要だと思いますが、それを先導する何か良い
アイデアがあればお聞かせ下さい。

回答（鎌田 俊英）
 Prosumer Technologyは、言い換えると「自給自足」という概念
であり、また視点を変えると究極のベンチャーという見方ができるか
と思います。したがって、役割分担という考え方をはずしていかなけ
ればならないという方向となるため、始めに役割分担ありきで、分担
された役割に基づいた相互意見交換を求めてしまうと、実は実現しに
くくなってしまうように思います。実際に実現させるためには、自分が
Prosumer Technology の実施者となるのだという意識を促すこと、
そのための補助として①技術情報を提供する場を設けること、②モ
デルケースを提示し、手法の先導を行なうこと、③実際に実行するた
めのツールを提供するこということが必要と考えます。この中で、①
や③はリスクシェアという視点から公的サービスとしての位置づけを
検討すべきものではないかと考えます。また②は、セカンドジョブの
ような、新たな技術ライフスタイルを提示していくようなことかと思い
ます。いずれも、産総研のような公的機関が産業技術社会の一つの
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スタイルとして検討提示していくべきことではないかと考えます。

質問（立石 裕）
議論 1の観点から、表 1と表 2を見ると、よく概念が整理されて
いることが分かりましたが、本文を含めて、産総研（鎌田グループ）
のポジショニングについての記述がないのが気になりました。これら
の表の中に産総研の戦略を具体的に記載するのは難しいでしょうか？

回答（鎌田 俊英）
公開論文という性格上、あまりあくの強い形で自己主張するのをは
ばかり、“自分が”というトーンは意識的に少し落としていたところは
あります。ただ、実際には本論文の分析主張自体が産総研の立ち位
置、我々の狙い（技術コンセプトの先導、リスクシェアなど）を強く
主張しているものとなっております。ご指摘に従い、修正文において
は、主語（我々は、）を意識的に追加しました。

議論4　技術開発の展開の基本的な考え方について
質問（小林 直人）
材料・プロセス・素子を絶えずセットで捉える考え方は、極めて重
要であると思います。また補完すべき他の異種技術との統合を行う面
展開の考え方や連続展開の考え方も非常に大切であると思います。こ
れらの考え方は、産業技術開発一般に共通して言えることだとも思い
ますが、今回の「フレキシブルプリンタブルデバイス製造技術」の開
発研究に特有の課題として他に何か特徴的なことがあるでしょうか。

回答（鎌田 俊英）
「フレキシブルプリンタブルデバイス製造技術」がカバーしようとし
ている情報端末デバイス技術のように、その技術仕様の多くをエンド
ユーザー（使用者）が決めるような技術では、技術は少量多品種提
供への対応ということになることが多いため、技術開発スタイルは、
統一指標をもたないノンリニアモデル型となりがちです。このような場
合、その技術コンセプトが、一要素を分担する製造者のビジネスコン
セプトとマッチングがとれないというようなことだけでも、材料から素
子、モジュールまでを一貫させることができなくなってしまい、結果と
してその技術コンセプト全体が産業として花咲かせることができなく
なってしまうということが数多く生じてしまいます。すなわち、一連の
要素技術の中で、「技術抜け」ができてしまい、そこが律速となって
技術開花しないというケースが極めて多いというのが特徴となるとい
うことです。しかも、その「技術抜け」が技術的困難さで生じるので
はなく、ビジネス背景などから生じてしまうことが多いため、いくら待っ
てもプレイヤーが現われないという状況になっています。
本文で記載した「面展開」という概念は、自分の守備位置を確認
するために、全体像を把握する必要があるということを表現している
のではなく、「技術抜け」を生じさせないために全体像を把握し、「技
術抜け」ができているところこそリスクシェアの役割を果すプレイヤー
が取り組むべき課題が発生しているということを表現しようとしたも
のです。また、「連続展開」ということを敢えて強調したのは、少量
多品種適用にかかる技術に共通の課題となっている「技術開発が単
一ターゲット適用に見えてしまい、技術の奥深さが見えなくなってしま
う」という問題点を解消することを意図しました。すなわち、一見単
一技術適用に見える技術であっても、実は横展開ができるという具
体的事例を示すことで技術の奥深さを示し、技術開発のプレイヤーと

しての参入障壁を低くしてやる効果を発揮させることが必要であると
いうことを主張しています。

質問（小林 直人）
今回の第 2 種基礎研究としての構成的方法は、4.4 節「技術の効果・
先駆性は、ものとして見せる。」に詳しく記されていると理解しました。
特に「多元酸化法」、「三軸分配加圧アニール法」では、それらが「抜
け技術」を補完する「脇役技術」と言う表現がありますが、しかしこ
れがないと技術として完成しないわけですので、極めてエッセンシャ
ルな技術ではないかと思います。構成方法としては、完成しつつある
部分に最後のピースを入れるような「はめ込み型」とも言えるかもし
れません。そうであるとしたらそのような役割を強調した表現（「脇役
技術」と言う表現でなく）が必要な気がしますが、上記解釈も含め
てどのように考えられますか？

回答（鎌田 俊英）
「脇役技術」というのは、少し後ろ向きな表現で、適切性に欠け
ると認識いたしました。ご指摘いただきましたとおり、実態としては、
トータル設計のために不可欠な技術です。ここのところの表記を、「抜
け技術の補完」→「抜け技術の充填」、「脇役技術」→「last piece 
technology」のように変えました。 

議論5　個々の要素技術の見極めの戦略について
質問（小林 直人）
「著しく優れた技術があってもデバイスはできず、一部多少の性能
が劣っている部分があったとしても、トータルとしての整合性が高け
れば、効果的な技術となりうる。」との指摘がありましたが、これは
極めて重要だと思います。仮に、これを最適整合デバイス（オプティ
マリー・コンシステント・デバイス）と名づけたとして、それを構成す
る個々の要素技術をどこまで許容するか、あるいはそのうちの幾つ
かについてさらなる高性能化を図るかは技術開発戦略によると思いま
す。その見極め（どこでオプティマムと判断するか）をどのようにする
かについてのアイデアがあればお聞かせください。

回答（鎌田 俊英）
技術は進歩に対して受け入れられるということを考慮すると、まず
「最適整合」というのは時間の関数として捉える必要があると考えま
す。取りあえず、現状と明確な差別化ポイントが認識できるようであ
れば、その技術は受け入れられると思います。ただし、進歩の歩幅
があまりにも大きすぎると逆に受け入れられなくなってしまいます。そ
のため、「最適整合」は必ず時間で刻むこと、その刻んだ歩幅の中で
は明確な差別化ポイントが認識できるようにすることというのが、技
術見極めを行なうための最初の指針かと思います。その上で見極めを
どのようにするかは、差別化ポイントをどのように認識できるようにす
るかということになりますので、これに対して敢えて言うならば、開
発者は可能な限り社会に出て、一市民となった時の感覚（社会性）を
磨くことが重要なのではないでしょうか。繰り返し述べることになりま
すが、当該技術分野においては、技術仕様は製造者によるところよ
りも、エンドユーザーによるところの方が圧倒的に高いということが
特徴となっているため、技術オリエンテッドではなく、いかに社会性
オリエンテッドにすることができるかが、重要な点になるのではない
かと考えます。
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1　はじめに
　水は密度の基準として古くから用いられてきた。現在、質
量の基準として用いられている国際キログラム原器も元々は
18世紀末に製作されたメートル原器に基づいて測られた1
リットルの水の質量を基準として決められたものである［1］。
国際単位系（SI）［2］において密度の単位（kg/m3）はSI基本
単位である質量の単位キログラム（kg）と長さの単位メート
ル（m）から構成されるSI組立単位で表される。国際単位系
の定義に従って密度を計測するためには質量と長さの標準
（standard）があれば十分であり、新たに密度の標準を設定
する必要はないように思われるかもしれない。しかし、密度と
いう物理量を測るために質量と長さの絶対測定から始めるこ
とは大掛かりな計測設備を要するため極めて困難であり、そ
れよりもむしろ密度の絶対値があらかじめ計測された物質の
密度を基準として未知の物質の密度を相対測定する方がは
るかに容易である。このため誰もが入手でき、かつ、密度の
再現性が高い物質について、あらかじめ密度の絶対値を計
測しておき、この物質の密度を基準として未知の物質の密度
を相対測定する方法が一般に用いられる。このとき密度の基
準となる物質のことを密度標準物質と呼ぶ［3］［4］。
　水は最も早くから用いられてきた密度標準物質であり、
他の物質の密度や体積、内容積を求めるために広く用いら
れてきた。その密度は1890年代から1910年にかけて国際度
量衡局（BIPM）［5］で最初に絶対測定されたが、この測定
は同位体（isotope）が発見される以前に行われたため、水
の同位体組成の不確かさに起因する問題が残されていた。
このため同位体組成が明確な水の密度の絶対値を 1×10−6

よりも小さい相対合成標準不確かさで再測定することが国
際純正応用科学連合（IUPAC）をはじめとするいくつかの

国際機関から勧告され、これをうけてオーストラリア連邦科
学産業研究機構（CSIRO）［6］と我が国の産総研計量標準
総合センター（NMIJ、当時は工業技術院計量研究所）［7］で
は標準平均海水（standard mean ocean water: SMOW）
［8］に等しい同位体組成を有する化学的に純粋な水の密度
の絶対測定を1990年代に行った。オーストラリアと我が国
において独立した絶対測定結果が得られたが、両者の値
には不確かさを上回る 2.1×10−6の相対的な隔たりがあっ
たため、国際度量衡委員会（CIPM）質量関連量諮問委員
会（CCM）の密度作業部会（WGD）において両者のデータ
は解析され、4 ℃、101.325 kPaにおけるSMOWの密度を
999.9749(8) kg/m3とする0～40 ℃の範囲の推奨値が決め
られた［9］。括弧内の数値は最後の桁の拡張不確かさ（k = 
2）を表す。この値は現在、国際推奨値として広く用いられて
いる。しかし、水の密度は溶解ガスの影響や同位体組成の
変動によっても変化するため、正しい値を得るためには実
際の使用状況に応じた幾つかの補正が必要になる。
　水の他に水銀も密度の基準として用いられてきた。水
銀の密度は、圧力標準の設定を目的として1957年および
1961年に英国物理研究所（NPL）［10］［11］で絶対測定され
た。これらの測定の平均値を現在の温度目盛であるITS-
90に換算すると、20.000 ℃、101.325 kPaにおける密度は
13 545.854(3) kg/m3である［12］。測定の相対合成標準不確
かさは 0.2×10−6であると報告されているが、同位体組成の
違い等により、原産地の異なる水銀試料の密度は最大で 
1.7×10−6の相対偏差がある。このため、値付けされていない
水銀の密度の相対合成標準不確かさは 1×10−6よりも大き
いと考えられている［13］。水銀の密度の不確かさは、圧力標
準［14］の設定に大きな影響を与えるだけではなく、球形共振
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物質の密度、あるいは、体積や内容積、濃度といった物理量を計測するための基準として従来は水が広く用いられていた。密度だ
けではなく比熱や表面張力など他の物性の基準としても水が用いられることが多い。しかし、水の密度はその同位体組成に依存して
変化したり、溶解ガスの影響を受けるため、1970 年代からはシリコン単結晶など密度の安定な固体材料を基準として密度を計測する
ことが検討されるようになり、特に最近では計測のトレーサビリティを確保し、製品の信頼性を向上させるために、より高精度な密度
計測技術が産業界からも求められるようになってきた。このような背景から産総研では密度標準物質としてシリコン単結晶を用い、従
来よりも高精度な密度標準体系を整備した。密度の基準を液体から固体にシフトすることは、単なる精度向上にとどまらず、薄膜のた
めの新たな材料評価技術や次世代の計量標準技術の開発を促すものである。
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器による一般気体定数Rの絶対測定［15］や、液体電位計によ
るジョセフソン定数 KJ=2e/h（ここでeは電荷素量を、hはプ
ランク定数を表す）の絶対測定［16］における主な不確かさの
要因となっている。
　このように、従来から用いられている液体の密度標準に
は測定結果の不整合や同位体組成の不確かさに起因する
問題が残されているため、これらのデータから 1×10−6より
も小さい相対不確かさの密度標準体系を構築することは極
めて困難である。その一方で、計量標準の分野においても
国際相互承認（MRA）を加速し、計測におけるトレーサビ
リティを明確にすることが求められるようになり、特にSI単
位の定義にトレーサブルなかたちで密度を計測することが
求められるようになってきた。また、振動式密度計などに代
表される高感度な密度センサーが産業界でも広く用いられ
るようになり、計量法で行っている浮ひょうの基準器検査
制度や検定制度だけでは十分な精度の密度標準を供給す
ることが困難になってきた。特に醸造産業ではアルコール
表を使って密度測定から酒類のアルコール濃度を決めてい
るため、自動計測化に対応でき、かつ、高精度な測定が可
能な振動式密度計の導入が検討されるようになり、計量法
に基づく校正事業者登録制度（JCSS）によるトレーサビリ
ティ体系の構築が求められるようになってきた。
　近年は産業界からだけではなく、SI単位の定義の改良や
基礎物理定数の決定など科学技術的視点からもより高精
度な密度標準が求められている。特に人工原器に頼る唯
一のSI基本単位であるキログラムを再定義するための実
験的研究がNMIJや海外の計量標準研究機関で行われて
いる［17］。シリコン単結晶の密度、格子定数、モル質量のな
どの絶対測定からアボガドロ定数を決定するX線結晶密度
（XRCD）法では、同位体濃縮されたシリコン単結晶の密
度を 1×10−8の相対標準不確かさで絶対測定することが求
められている［18］。
　このような背景から産総研では2001年までにシリコン単
結晶を頂点とする密度のトレーサビリティ体系を構築し、従
来の計量法では対応できなかった固体密度の標準供給を
開始した。現在までに浮ひょう、密度標準液、振動式密度、
固体材料、薄膜、PVT性質等に対応した密度校正技術を
開発し、SI単位の定義にトレーサブルな密度標準を産業界
やユーザーに提供することに貢献している。

2　新たな密度標準体系の必要性
2.1　社会的ニーズ
　石油化学産業、アルコール産業、醸造産業、食品産業な
どでは製造工程や品質管理のために液体の密度が計測さ
れる。特にアルコール濃度の正確な計測は酒類の製造管

理、成分表示、流通そして公平な酒税の賦課に不可欠なも
のである。計量法では経済活動やサービス等において特に
重要な計測器を特定計量器に指定し、計測器の構造と仕
様に対して型式承認実験を実施することを定めてきた。液
体の密度計測については特定計量器として検定された密度
浮ひょう、比重浮ひょう、酒精度浮ひょうなどが供給されて
きた。浮ひょうは「浮きばかり」とも呼ばれる密度の計量器
であり、アルコール濃度と密度との関係を表すアルコール表
［19］を使って酒精度浮ひょうの目盛が校正される。浮ひょう
の目盛は従来は水の密度を基準として校正されていたが、
その構造上、液体試料の表面張力の影響を受けやすく、浮
ひょうによる密度測定の相対不確かさは最も小さい場合で
も約 1×10−4である。これに基づくアルコール濃度測定の不
確かさは約0.1 %であった。また、浮ひょうの目盛は測定者
が肉眼で読み取る必要があり、安価ではあるが計測の自動
化に対応しにくいという側面もある。
　一方、国税庁による酒税の賦課において最も広く用いら
れている計測方法は酒精度浮ひょうによるアルコール濃度
計測である。国税庁所定分析法では計量法に基づいて検
定された酒精度浮ひょうが用いられている。これは賦課の
際に用いられるデータには公平性が求められるが、第三者
認証の得られたアルコール濃度計測器としては計量法で
検定された酒精度浮ひょうのみしか当時は供給されていな
かったためである。
　このような状況のなかで、醸造産業では品質管理の高度
化、自動化などに対応できるより高精度な密度計測器への
需要が高まっていた。製造工程を緻密に管理するためには
アルコール濃度を0.05 ％程度の精度で計測したいという要
望が産業界からあり、そのためには少なくとも0.005 ％の精
度で国家計量標準にトレーサブルな密度標準を供給するこ
とが必要だった。
　振動式密度計は極めて分解能の高い密度計測器であり、
最も安定なものでは10−6～10−7の再現性で液体の密度を計
測することができる。この問題を検討し始めた当時から醸
造産業では既に振動式密度計が試験的に導入されていた
が、その正確さを保証するためには密度標準液と呼ばれる
あらかじめ密度が校正された標準液体で密度と振動数との
関係を校正しておくことが不可欠である。そのためには第三
者認証の得られた密度標準液を約0.001 %の相対不確かさ
で供給することが必要であるが、我が国ではトレーサブル
な密度標準液の供給体制が整備されていなかった。
2.2　科学的ニーズ
　真空中の光の速さc、プランク定数h、電気素量e、アボガ
ドロ定数NAなどは自然現象を記述する際に現れる基本的
な物理定数であり、これらの基礎物理定数を国際単位系
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に準拠したかたちで決定できれば、これらを組み合わせて
さまざまな基礎物理定数を誘導することができる。基礎物
理定数の値は学術的にも重要であり、波及効果も大きい
ので、国際学術連合会議（ICSU）科学技術データ委員会
（CODATA）に設置された基礎物理定数作業部会では基
礎物理定数間の関係に一貫性が保証されるような調整を行
い推奨値としてまとめている［20］。
　アボガドロ定数は、基礎物理定数の調整だけでなく、物
質量の単位モル（mol）を定義する上でも重要である。さら
に、アボガドロ定数を十分に小さな不確かさで決定するこ
とができれば、国際単位系において人工物によって定義さ
れている唯一のSI基本単位であるキログラムを、原子の質
量あるいは基礎物理定数を基準として再定義することが可
能となる［21］［22］。このためメートル条約に基づいて組織され
た国際度量衡総会（CGPM）からは世界の計量標準研究機
関が協力して国際キログラム原器の質量安定性を評価し、
基礎物理定数を用いてキログラムをはじめとする幾つかの
SI基本単位を再定義するための実験的研究を行うことなど
が勧告されてきた。
　シリコン単結晶の密度を小さい不確かさで計測する技
術は、X線結晶密度法（x-ray crystal density method: 
XRCD法）からアボガドロ定数を決定するうえで重要な役
割を担っている。XRCD法において、アボガドロ定数NAは
シリコン単結晶の密度ρ、モル質量M、格子定数aのそれぞ
れを絶対測定することにより NA=8M/(ρa 3)として求められ
る。2005年にNMIJ、ドイツ物理工学研究所（PTB）、欧州
Joint Research Center標準物質計測研究所（IRMM）は
協力して自然同位体比のシリコン結晶からアボガドロ定数
を測定し、XRCD法としては最も精度の高い 3×10−7の相
対標準不確かさを達成した［23］。2004年に国際度量衡委員
会（CIPM）によって組織されたアボガドロ国際プロジェク
ト運営委員会（IAC）ではNMIJを含む世界の8研究機関の
協力の下で、シリコン同位体28Siを高濃縮した単結晶を作製
し、アボガドロ定数の精度を 2×10−8まで向上させ、キログ
ラム再定義を実現するための研究が行われている。この目
標を達成するためにはシリコン単結晶の密度を 1×10−8の相
対不確かさで決定することが必要とされている。
　シリコン単結晶から求められるアボガドロ定数は、交流
ジョセフソン効果と量子ホール効果で用いられている理論
の検証にも用いられている［20］。交流ジョセフソン効果にお
ける直流電圧は U=nf/KJ（nは整数、fはジョセフソン接合
素子に照射するマイクロ波の周波数、ジョセフソン定数KJ= 
2e/h）、量子ホール効果における電気抵抗はR =R K/i（iは
整数、フォン・クリッツィング定数R K=h/e 2）で表され、これ
らは電気標準を確立する上での重要な基礎理論となって

いるが、これらの電圧と電気抵抗が厳密に2e/hあるいは
h/e 2を単位として量子化されているのかどうかを理論的に
証明することはできないので、これらの効果を用いない実
験から求めたhやeなどの値との比較・検討から、実験の不
確かさの範囲内で理論を検証する作業が行われている。
CODATA基礎物理定数作業部会では交流ジョセフソン効
果と量子ホール効果に頼らずにhやeを求めることができる
データとして、X線結晶密度法から求めたアボガドロ定数の
値などを用いている。これらの検証により今のところジョセ
フソン効果と量子ホール効果は約10−7程度の不確かさで正
しいことが確かめられている［20］。
2.3　目標達成のためのシナリオ
　社会的ニーズと科学的ニーズの両者を満足しながら目標
を達成するためには、研究開発の方針を明確にしておくこと
が重要である。これらを以下にまとめた。
（1）SI基本単位の定義にトレーサブルな方法で密度の特
定標準器（国の最上位の計量標準）を設定できること
（2）密度の特定標準器が社会的ニーズだけではなく将来
の科学的ニーズにも対応できる性能をもつものであること
（3）ユーザーが用いる浮ひょう、密度標準液、振動式密度
計などの計量器を切れ目のない連鎖によって校正し、密度
の特定標準器へと結びつけることが可能であること
（4）校正事業者登録制度（JCSS）を活用し、ISO/IEC 
17025規格に適合した登録校正事業者がユーザーへと密度
の校正サービスを行うことができる体系であること
（5）登録校正事業者が保有する最上位の標準器は十分に
安定であり、産総研が保有する特定標準器による頻繁な校
正を要しないものであること
　これらの方針のなかで(1)を選択する際に、水の精製方法
や純度分析方法、同位体組成測定方法などを規定し、水を
密度の特定標準器に指定することも検討した。しかし、最
大限の技術的努力を重ねたとしてもその精度は 1×10−6を
上回ることは極めて困難である。一方、アボガドロ定数の測
定のために産総研で開発していたシリコン単結晶の密度測
定技術は既に 1×10−7のレベルに到達していた。このため、
シリコン単結晶の密度をトレーサビリティの頂点とする密度
標準体系を選択した。 (5)は登録校正事業者となる計測器
メーカーの負担を考慮した場合に重要なファクターとなる。
この点については候補となる校正事業者との打合せを行っ
たところ、校正装置への最初の設備投資が多少高価であっ
ても、より安定な密度の標準器を保有することによって校正
の信頼性を確保し、標準器の頻繁な校正を排除することが
できる方法のほうが中長期的には運用しやすいとの結論に
達した。これらの検討結果に基づいて産総研では新しい密
度標準体系の構築に着手した。
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3　新しい密度標準体系の開発
　シリコン単結晶の密度は極めて安定しているので、密度
標準物質として用いることが1970年代に米国標準技術研
究所（NIST）で最初に検討された［24］。1987年にオーストラ
リア連邦科学産業研究機構（CSIRO）においてシリコン単
結晶から球体を研磨する技術［25］が開発されてからは、その
形状と質量の測定から密度を直接決定することが可能と
なり、密度の不確かさを飛躍的に減少させることが可能に
なった。従来、シリコン単結晶の密度は、形状測定から体積
が正確に決められた鋼球の体積を基準として液体中での
浮力測定［24］から求められていたが、シリコン単結晶を球体
に研磨することにより、浮力測定を介することなく密度の絶
対値を直接的に求めることができる。CSIROで単結晶シリ
コン球体を単に密度標準として使用するためだけではなく、
アボガドロ定数の決定にも使えるようにするために、研磨の
最終段階において機械的除去だけではなく化学的除去方法
（mechano-chemical polishing）を取り入れた研磨方法を
開発し、球体表面に結晶欠陥ができるだけ入らないような
工夫が加えられた［26］。透過型電顕による球体表面付近の
断面観察では結晶構造が保たれたまま表面酸化膜に移行
していることが確認されている。現在ではこの研磨技術に
より直径約94 mm、質量約1 kgの球体を真球度（平均直径
からの偏差の最大値）50 nm、表面粗さ0.1 nmの精度で仕
上げることが可能となっている。産総研ではCSIROで研磨
技術が開発された当初からシリコン固体密度標準の優れた
特徴に着目し、水に代わる新しい密度標準体系の確立に着
手した［27］−［30］。
3.1　シリコン固体密度標準の特徴
　シリコン単結晶は半導体産業における基盤材料であり、
現在では高純度、無転位、大寸法の単結晶が容易に入手で
きる。シリコンには3つの安定同位体28 Si、29 Si、30 Siが存在
するので天然同位体組成のばらつきと結晶製造工程におけ
る質量分別効果等により個々のシリコン単結晶の密度は約 
1×10−5程度ばらつくが、その平均値は20.000 ℃、101.325 
kPaにおいて約2329 kg/m3である。シリコン単結晶を密
度標準として用いた場合の特徴は以下のようにまとめられ
る。
（1）完全に近い結晶性を有するので一度測定してしまえば
その密度は極めて安定している。
（2）水や水銀が液体であるのに対し、シリコン単結晶は固
体なので、使用中の化学的純度低下や同位体組成の変化に
よる影響がない。
（3）表面は酸化膜で覆われているが、酸化膜の密度は基
盤であるシリコン単結晶の密度に近いので、酸化進行によ

る密度変化は極めて小さい。
　特に（2）は水に代わる新たな密度標準体系の開発を促す
に至った重要な動機である。シリコン固体密度標準は単に
高精度であるだけではなく、校正事業者が行う実際の校正
作業や標準器の維持・管理においても、液体の密度標準物
質にはない優れた利便性を兼ね備えている。
3.2　密度の絶対測定技術の開発
　図1に、シリコン単結晶の密度を絶対測定するために開発
したレーザ干渉計を示した［31］。日本国キログラム原器にト
レーサブルな質量測定を実現するためにシリコン球体の質
量が約1 kgとなる大きさを選択した結果、その直径は約94 
mmである。真球度が小さい球体の体積は、その直径を多
方位から測定して平均直径を求めることにより十分に小さ
い不確かさで求めることができる。このため真球度が100 
nmよりも小さいシリコン球体が密度の特定標準器として用
いられている。
　SI基本単位であるメートルは、定義された光速度と、周
波数が校正された光の波長から決められるので、レーザ干
渉計の光源周波数は秒の定義にトレーサブルな方法で校
正されていなければならない。しかし、長さ測定の度に光周
波数を絶対測定することは困難なので、秒の定義にトレー
サブルな方法で周波数があらかじめ絶対測定された幾つ
かの周波数安定化レーザの推奨波長が国際度量衡委員会
（CIPM）によって決められている。シリコン球体の直径測
定では、よう素安定化He−Neレーザの推奨波長を基準とし
て校正されたレーザダイオードを光源とすることによりメー
トルの定義へのトレーサビリティを確保している。
　光波による正確な直径測定のためには、球体表面の酸化
膜の厚さを評価し、入射光が表面で反射する際の位相変
化を評価することが重要である。特にアボガドロ定数など
の基礎物理定数を決定してキログラムなどのSI基本単位を
再定義するためには、シリコン球体を直径のサブナノメート
ルの精度で測定することが求められる。シリコン球体の表

（35）−

図1　シリコン球体の直径を測るレーザ干渉計
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面は通常3～5 nmの酸化膜で覆われているので表面分析
技術の導入が必要である。そのために従来はシリコン球体
表面のエリプソメトリーを行ってきたが、近年ではX線反射
率法（XRR）やX線光電子分光法（XPS）などの表面分析
技術を併用し、より正確で信頼性の高い表面計測が行われ
ている。シリコン単結晶にも一定の熱膨張係数があるので、
直径測定の際の球体温度を1 mK程度の不確かさで測定す
ることが求められる。そのため最近では真空中における物
体の温度をより一定に保つためのアクティブな放射シールド
を導入するなどの改良が加えられている。
　シリコン単結晶の密度を絶対測定するための要素技術を
表1に列挙した。SI単位の定義にトレーサブルな固体密度標
準を確立するためには光周波数標準、温度標準、表面分析
技術、質量標準など多くの計測標準が必要である。これら
の標準を組み合わせて新たな密度標準を構築した。
3.3　密度比較測定技術の開発

　トレーサブルな浮ひょう、密度標準液、振動式密度計など
をユーザーに供給するためには、特定標準器である単結晶
シリコン球体の密度を基準として密度を比較計測する技術
が必要である。このために産総研では以下に示す液中ひょ
う量装置、浮ひょう校正装置、磁気式密度計などの開発を
行った。
3.3.1　液中ひょう量法による固体材料の密度校正
　シリコン球体の密度を基準として固体材料の密度を校正
するために開発した液中ひょう量装置の構造を図2に示した
［32］。作業液体には表面張力が小さく、密度が安定なトリデ
カン（n−C13H28）が用いられている。荷重交換装置を用いて
単結晶シリコン球体と測定対象物である固体材料とを交互
に液中ひょう量することにより、これらの密度差を 4×10−8の
相対標準不確かさで校正することができる。温度分布や液
体の自重による密度勾配の影響を補正するために、垂直方
向に配置した2個の単結晶シリコン球体の中間に固体材料

（36）−

表1　シリコン単結晶の密度の絶対測定のために開発した要素技術

図2　液中ひょう量装置の構造

図3　液中ひょう量装置（左）と特定二次標準器として密度校正
されたシリコン単結晶（右）。球体の他に円柱、円環など様 な々形
状のシリコン単結晶が特定二次標準器として用いられている。

要素技術 開発目標 目標達成のために開発した要素技術
光周波数
の計測・
制御

周波数固定のガスレーザに
よる直径のナノメートル計
測（広帯域での光周波数制
御が実用的に困難だった頃
の開発目標）

エタロンの機械的走査（mechanical scanning）による干渉
フリンジの変調・解析技術：3 nmの直径測定精度を実現
（1994年）

レーザダイオードの導入に
よる光源周波数の広帯域制
御と直径の完全自動計測化

20 GHz 帯域での光源周波数計測制御
位相シフト法（phase shifting method）による直径の完全
自動計測：直径測定精度を1 nmに改良（2007年）

サブナノメートルの精度で
の直径測定

ダークフリンジ法による干渉フリンジ計測：量子ノイズによる
限界まで性能を向上（開発中）

表面分析 シリコン球体表面の酸化膜
の厚さの評価

球体表面の分光エリプソメトリー（～1996年）
X線反射率法（XRR）とX線光電子分光法（XPS）の併用
（2007年）

温度計測
・制御

真空中におけるシリコン球
体の温度の精密測定

恒温水循環による真空容器の温度制御：ITS-90 に基づく温度
測定と熱電対による温度分布の評価により温度測定精度5 mK
を達成（1994年）
放射シールドの導入とそのアクティブな温度制御により温度測
定精度1 mKを達成（2008年）

球体の方
位制御

真空中での多方位からの直
径測定

真空中における球体の方位自動制御メカニズムの開発とそのコ
ンピュータ制御（1994年）

体積の誘
導

不完全な球体の体積の決定 幾何学的考察による体積誘導方法の確立

質量計測 真空中におけるシリコン球
体の質量評価

空気浮力精密補正のためのシンカーシステムの導入
シリコン球体表面での吸着係数の評価
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が配置されている。この液中ひょう量装置は、JCSSにおい
て密度の特定二次標準器として用いられるシリコン単結晶
の他に分銅、ガラス、半導体結晶、貴金属など任意の固体
材料の密度校正にも用いられている。液中ひょう量装置と
密度校正されたシリコン単結晶を図3に示した。
 3.3.2　衡量法による浮ひょう校正
　図4に衡量法による浮ひょうの目盛校正の原理を示した。
浮ひょうが作業液体から受ける浮力を電子天びんで測定す
ることにより浮ひょうの棹に付された目盛を校正することが
できる［33］。従来の衡量法においては、水の密度が基準とし
て用いられていたが、水の表面張力は大きく表面の汚染に
敏感なため、小さい不確かさで浮ひょうの目盛りを校正する
ことは困難だった。現在では水の代わりにトリデカンが作
業液体として用いられている。このため、密度が校正された
シリコン単結晶の円環（特定二次標準器）によってトリデカ
ンの密度を液中ひょう量法で校正する方法が用いられてい
る。この方法により計量法における基準器検査やJCSSにお
ける浮ひょうの目盛校正が実施されている。
3.3.3　磁気浮上式密度計による密度標準液の校正
　振動式密度計［34］は感度の高い密度測定装置として石油
化学業界、アルコール産業、醸造産業、食品産業、医療検
査等の多くの分野で用いられている。通常は水と空気のみ
を密度標準物質として校正されるため、標準物質の密度と
異なる領域で用いた場合の不確かさは大きい。このため、
密度が約 0.5 g/cm3から 2.0 g/cm3までの領域において、
密度の異なる幾つかの密度標準液を供給することにより、
振動式密度計の信頼性とトレーサビリティを確保すること
ができる。

　図5に密度標準液を校正するために産総研で開発した磁
気浮上式密度計を示した［35］。この密度計は図2に示した液
中ひょう量装置と同じ原理で流体の密度を測定するもので
あるが、磁気浮上による非接触の懸垂機構を用いているた
め、メニスカスにおける表面張力の影響を受けることなく、
加圧流体や蒸気圧力の高い液体の密度も測定することがで
きる。
　液中ひょう量装置によって密度が校正されたシリコン単
結晶をシンカーとして用いることにより、広い温度・圧力範
囲においてトレーサブルな密度標準液を供給することがで
きる。この方法で校正された密度標準液の相対標準不確か
さは 7×10−6である。産総研での測定結果は、JCSSにおけ
る登録校正事業者の測定結果が正しいことを検証するため
の技能試験を実施する際の参照値として用いられている。

4　校正の不確かさと国際同等性の検証
　我が国では3.2節で述べたように固体密度の絶対測定に
よって単結晶シリコン球体の密度を決定し、これを計量法に
おける密度の特定標準器に指定している。この特定標準器
の値と不確かさを表2に示した。これらは2005年までに当
所で実施した密度の絶対測定結果に基づくものであり、密
度の相対合成標準不確かさは 1.2×10−7である。
　我が国の固体密度標準の絶対値とその不確かさの妥当
性を検証し、その国際同等性を確認することは、計量標準
における国際相互承認（MRA）を進展させ、我が国の密
度計測器の信頼性を示す上で重要な課題である。このため
筆者は2000年頃から国際度量衡委員会（CIPM）質量関連

（37）−

図4　浮ひょうの目盛校正に用いられるシリコン単結晶 図5　磁気浮上式密度計
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量諮問委員会（CCM）の密度作業部会（WGD）で行うべ
き基幹比較（key comparison）について調べるために、各
国の計量標準研究機関へアンケートを配布し、各国で保有
している密度標準の現状と密度の校正方法について調査
した。その結果、単結晶シリコン球体とそのための光波干
渉計を保有し、産総研のように密度の絶対値の基準を保持
している計量標準研究機関は極めて少ないが、既に多くの
国において水ではなくシリコン単結晶などの固体密度標準
に基づいてトレーサビリティの構築を開始していることが
判明した。そこで、NMIJが幹事所（pilot laboratory）とな
り、CIPMが主催する密度の基幹比較を世界で最初に実施
した。この基幹比較では各国の密度標準の国際同等性を
評価するためにNMIJの単結晶シリコン球体を2001年から
2002年にかけて参加国に輸送し、各参加国の液中ひょう量
法によってその密度を測定し値を比較した。
　NMIJを含む8ヶ国の計量標準研究機関での測定結果
を図6に示した。NMIJの値は最も不確かさが小さく、他の
参加国の値とも不確かさの範囲内で整合している。これ
らの値の重み付け平均から求められた参照値（reference 
value）はSIの定義にトレーサブルな密度の値として最も信
頼性が高い。NMIJの値はこの参照値とも良く一致する。こ
れにより我が国における密度の絶対測定技術と比較測定
技術の信頼性の高さが検証された。
　密度標準液についてもCIPMが主催する密度の基幹比較
CCM.D-K2が2005年までに実施された。NMIJの校正結果
はこの基幹比較においても国際同等性が検証されている。

5　密度のトレーサビリティ体系の確立と社会への貢献
　産総研ではJCSSによる密度標準供給を開始するために
2000年頃からJCSS認定機関となる製品評価技術基盤機構
との打合せを開始し、ISO/IEC 17025規格に基づいて密度
の校正事業を実施するのに当たって必要となる技術的要求
事項適用指針の策定を開始した。この指針は特定標準器
となる単結晶シリコン球体へのトレーサビリティの確保の方
法や校正の頻度、浮ひょうや密度標準液、振動式密度計の
校正方法などを規定するためのものであり、候補となる複

数の校正事業者との共同作業として検討を加えた。策定に
当たっては登録校正事業者が構築する校正システムにでき
るだけ多くの自由度を与えながら、校正の不確かさを正確に
評価することができるようにし、将来においても密度の校正
事業を多様な形態で発展させることができるように配慮し
た。密度の校正事業のための最初の技術的適用指針が完
成した2001年からは、JCSS登録校正事業者となるための申
請が幾つかの校正事業者からあり、産総研関係者は技術ア
ドバイザーとして製品評価技術基盤機構が実施する認定審
査に協力した。
　密度の絶対測定技術と比較測定技術によって構築したト
レーサビリティ体系を図7に示した。密度が絶対測定された
単結晶シリコン球体S4、S5をトレーサビリティの頂点（特定
標準器）とし、これに連鎖して液中ひょう量法で校正された
シリコン単結晶（図3参照）が登録校正事業者の最上位の
標準器（特定二次標準器）として用いられている。JCSSで
はこの特定二次標準器を基準としてISO/IEC 17025規格
に適合した登録校正事業者が浮ひょう、密度標準液、振動
式密度計などユーザーの計測器を校正している。
　2001年から開始したJCSSによる密度の標準供給件数は
順調に増加し、2007年までの実績として年間約6000件の校
正証明書がユーザーの密度計測器のために発行されてい
る。特に酒類のアルコール濃度計測に関しては従来は「振
動式密度計によるアルコール分の測定」は「国税庁所定分
析法とは異なる測定方法で合理的かつ正確であると認め

物理量 単位 球体 S4 　　　　球体S5   相対合成標準

    　　　　　不確かさ uc,r/10－6

体積 cm3 429.601242 429.615 387 0.119
質量 g 1000.578 619 1000.612 019 0.016
密度 kg•m－3 2329.086 89 2329.087 95 0.120

表2　20 ℃、101.325 kPaにおける特定標準器S4、S5の体積、
質量、密度の絶対値 図6　CIPMが主催する密度の基幹比較CCM.D-K1の測定結

果。持ち回り標準器として1 kgの単結晶シリコン球体を参加国
の計量標準研究機関に輸送し、各参加機関の固体密度標準を
基準とした液中ひょう量装置により持ち回り標準器の密度を測
定した。エラーバーは拡張不確かさ（k=2）を表す。NMIJ：産
総研計量標準総合センター。PTB：ドイツ、IMGC：イタリア（現
在のINRIM）、KRISS：韓国、METAS：スイス、NRC：カナ
ダ、CEM：スペイン、CENAM：メキシコの計量標準研究機関。
Reference value（参照値）はこれら全ての測定結果の重み付
け平均値を表す。
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られる方法」としてその使用が認められていたものの、その
使用にあたっては国税庁への申告が義務付けられていた。
また、密度をアルコール濃度に換算するためのアルコール表
については、国税庁所定分析法に値が記載されていたが、
JCSSに基づいて校正された振動式密度を酒税の分野に
おいても導入するためには産総研が計量法において使用し
ているアルコール表との整合を図る必要があった。このた
め、国税庁と連携し、産総研で使用しているアルコール表
をホームページ上で公開し、醸造産業の関係者が産総研の
アルコール表を参照することができるようにした。これによ
り、JCSSに基づいて校正された振動式密度計で測定した
アルコール濃度が酒税法における賦課の根拠として用いる
ことが可能となった。これによって振動式密度計の普及が
進み、2007年からは国税庁による規制が緩和され「振動式
密度計によるアルコール濃度の測定」が国税庁所定分析法
に取り入れられた。すなわち、JCSSで認定された登録校正
事業者が供給する密度標準液で校正された振動式密度計
であれば自由に酒類のアルコール分の測定に用いることが
できるようになったのである。JCSSによって認定された密
度計測器は行政においてもその信頼性が認められ、醸造
産業などでもその使用が着実に増加しつつある。

6　新しい計測評価技術への発展
　密度の比較測定技術のなかでJCSSに取り入れられてい
るものについては3.3節で述べたが、産総研ではその他にも
新しい密度比較計測技術を開発し、材料の先端的計測評
価技術や省エネルギー技術などに貢献するための計測技術
開発を行っている。圧力浮遊法［36］によるシリコン固体密度
比較技術は、元々はアボガドロ定数の高精度化を目標とし
てシリコン結晶内の微小な密度分布を検出するために開発
した計測技術であるが、その相対密度差の測定精度が極め
て高く 10−7～10−8まで検出することができるので薄膜の密

度計測［37］にも応用することが可能である。シリコン基盤上
に形成された厚さ10～100 nmの薄膜密度を約 0.1 %の相
対不確かさで測定することに成功した。この計測技術を用
いて、異なる製法で蒸着した酸化膜の密度を評価し、最も
緻密な密度をもつ膜の製造プロセスを特定することが可能
となった［38］。
　更に最近では3.3.3項で述べた磁気浮上式密度計を改良
し、試料流体そのものがもつ反磁性の影響をほぼ完全に
キャンセルすることができる新しいPVT性質（圧力－密度
－温度関係）計測技術を開発した［39］。この新しい磁気浮上
式密度計はシリコン単結晶とは密度の異なるゲルマニウム
単結晶もシンカーとして用いたダブルシンカー方式を採用し
たものであり、作動流体や代替冷媒のPVT性質をより高精
度に計測することが可能である。
　シリコン固体密度標準を用いたこれらの計測技術の応用
例を表3にまとめた。これらはシリコン単結晶の密度を基準
とする密度標準体系があって初めて創出されたものであり、
従来の水の密度を基準とする標準体系から開発することは
極めて困難であったと言えよう。

7　おわりに
　完全に近い結晶性を有するシリコン単結晶は形状安定
性、密度安定性など固体密度標準物質としての優れた材料
特性を備えている。産総研ではシリコン球体の直径と質量
の絶対測定から密度を絶対測定する技術を開発し、密度の
比較計測技術との統合によって水に代わる新しい密度標準
体系を構築した。これらの密度計測技術は計量法における
基準器検査制度や検定制度などに取り入れられただけで
はなく、JCSSにおける密度のトレーサビリティ体系の構築を
実現し、産業界で用いられる密度計測器のトレーサビリティ
の確保に貢献している。JCSSによって校正される密度計測
器の校正件数は着実に増加しつつある。
　この固体密度標準体系を新しい材料評価技術や熱物性

基本量の標準

特定標準器

特定二次標準器

校正事業者が校
正する計測器

光周波数 キログラム原器

光干渉測定 質量測定

単結晶シリコン球体（0.2×10－6）

シリコン単結晶（0.3～10×10－6）

浮ひょう 密度標準液 分銅及び固体材料

浮ひょう 振動式密度計

（液中ひょう量法）

（液中ひょう量法） （液中ひょう量法）

（比較法）（1～２×10－4） （5～20×10－6） （1～50×10－6）

（1～5×10－4） （1～5×10－5）

（衡量法）

長さ標準（m） 質量標準（kg）

図7　単結晶シリコン球体の密度を頂点とするトレーサビリティ
体系。括弧内の数値は95 %の信頼の水準における相対拡張不
確かさを表す。

表3　新しい密度比較計測技術の開発と応用

測定方法 特徴 応用例
シリコン単結晶の試料間の微小な密度差を検出 シリコン結晶内の密度分布評価

薄膜の密度計測

相対密度差の測定の不確かさは10－7～10－8

薄膜製造プロセスの評価

 

シリコン結晶内の欠陥評価

極めて高い精度の温度制御を要する
（10～100 μK）

フレキシブルプリント基盤の密度評価

SAWデバイスの密度評価

磁気浮上法 PVT性質の精密計測

磁化率が未知の流体であってもその反磁性の影
響をほぼ完全に相殺させて密度計測を行うこと
が可能

シリコンとゲルマニウムの単結晶からなる
ダブルシンカー方式を採用

炭酸ガス排出抑制

気体、液体の密度計測

作動流体、代替冷媒の熱物性評価

省エネルギー技術開発

地球環境保全

圧力浮遊法
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計測技術などと統合させて更に発展させ、デバイスや省エネ
ルギー技術の開発にも積極的に応用できるようにすること
が今後の課題である。

謝辞
　本研究開発を行うにあたり、密度のトレーサビリティ体系
構築のために貢献された小野晃産総研副理事長（元計量
研究所熱物性部長）、単結晶シリコン球体と液中ひょう量装
置の導入に貢献された田中充産総研計測標準研究部門長
（元計量研究所熱物性部物性計測研究室長）、計測標準
研究部門 物性統計科 流体標準研究室の早稲田篤主任研
究員、倉本直樹研究員、粥川洋平研究員をはじめとする関
係者の皆様に深く感謝の意を表します。

参考文献

K. Fujii: Present state of the solid and liquid density 
standards, Metrologia , 41 (2), S1-S15 (2004).
独立行政法人 産業技術総合研究所 計量標準総合セン
ター(訳編者): 国際単位系(SI)国際文書第8版(2006)/日本
語版, 日本規格協会(2007).
藤井賢一: 密度の計測技術とトレーサビリティ－シリコン単
結晶に基づく密度標準体系について－, 熱物性, 13, 201-210 
(1999).
藤井賢一: 密度標準と質量の単位をめぐる最近の動き, 計
測と制御, 41 (2), 155-162 (2002).
C. Guillaume: La Creation du B.I.P.M. et Son Oeuvre, 
Paris, Gauthier-Villars (1927).
J. Patterson and E. C. Morris: Measurement of absolute 
water density, 1 ℃ to 40 ℃, Metrologia , 31, 277-288 
(1994).
R. Masui, K. Fujii and M. Takenaka: Determination of 
the absolute density of water at 16 ℃ and 0.101 325 
MPa, Metrologia , 32, 333-362 (1995/96).
H. Craig: Isotopic variation in meteoric waters, Science , 
133, 1833-1834 (1961).
M. Tanaka, G. Girard, R. Davis, A. Peuto and N. Bignel: 
Recommended table for the density of water between 
0 ℃ and 40 ℃ based of recent experimental reports, 
Metrologia , 38, 301-309 (2001).
A. H. Cook and N. W. B Stone: Precise measurements 
of the density of mercury at 20 ℃.  I . Absolute 
displacement method, Philos. Trans. Roy. Soc. London, 
Ser. A , 250, 279-323 (1957).
A. H. Cook: Precise measurements of the density of 
mercury at 20 ℃.  II. Content method, Philos. Trans. 
Roy. Soc. London, Ser. A , 254, 125-154 (1961).
K. D. Sommer and J. Poziemski: Density, thermal 
expansion and compressibility of mercury, Metrologia , 
30, 665-668 (1993/94).
J. B. Patterson and D. W. Prowse: Comparative 
measurement of the density of mercury, Metrologia , 21, 
107-113 (1985).
A. Ooiwa, M. Ueki and R. Kaneda: New mercury 
interferometric baromanometer as the primary 
pressure standard of Japan, Metrologia , 30, 565-570 
(1993/94).

［1］

［2］

［3］

［4］

［5］

［6］

［7］

［8］

［9］

［10］

［11］

［12］

［13］

［14］

用語1：

用語2：

用語3：

用語4：

相対合成標準不確かさ：従来、誤差と呼ばれていた測
定の質を表す概念がISO/IECでは「測定の不確かさ
の表現に関するガイド（Guide to the Expression of 
Uncertainty in Measurement）」として統一的にまとめ
られている。ある量xの測定のばらつきを標準偏差で表
したものが標準不確かさu(x)、多数の入力パラメータの
標準不確かさを誤差の伝播式によって合成した測定結
果yの標準不確かさを合成標準不確かさuc(y)、合成標
準不確かさを測定結果の相対量として表したものが相
対合成標準不確かさuc,r(y)  = uc(y)/yである。
MRA：Mutual Recognition Arrangement の 略。 計
量標準の分野では世界の地域あるいは国家の間でそれ
ぞれの計量標準研究機関（NMI: National Metrology 
Institute）が供給する標準の同等性を国際比較を介し
て互いに認め、各 NMI が発行する校正証明書を互い
に承認すること。これにより、ある NMI が校正した計
測器を再校正することなく他の国や地域でもそのまま使
用することができ、校正のワンストップサービスを実現
することができる。TBT 協定に基づいて強制規格、任
意規格や適合性評価手続きの策定における透明性を確
保し、国際規格や国際的ガイドを基礎として国際的な
調和を進め、貿易障壁としての基準・認証制度を可能
な限り低減することを目指したもの。
トレーサビリティ：国際標準や国家標準を基準として、
比較（校正）の連鎖により、ユーザーレベルの計測器
に至る計量管理システムの総称。特に ISO/IEC 17025
規格においては、国際単位系（SI）の定義に従って実
現された量をトレーサビリティの基準にすることが定め
られている。
校 正 事 業 者 登 録 制 度（JCSS: Japan Calibration 

用語説明

キーワード

密度、標準、水、シリコン単結晶、トレーサビリティ、ア
ボガドロ定数

用語5：

Service System）：1993 年 11 月より計量法に基づく校
正事業者認定制度として発足し、2005 年 7 月より校正
事業者登録制度となった。国際標準化機構（ISO）及
び国際電気標準会議（IEC）が定めた校正機関に関す
る基準（ISO/IEC 17025 規格）の要求事項に適合して
いるかどうかを審査し、校正事業者を登録する制度。
ISO/IEC 17025 規格：試験所・校正機関等のサービス
の品質管理に関する国際標準文書。産総研計量標準総
合センター（NMIJ）の実施する物理標準供給について
は、同規格に基づいた品質管理及び第三者認証が実施
されている。
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査読者との議論 
議論1　試料の作製と評価の重要性について
質問（村山 宣光）

本研究の成功は、シリコン単結晶の密度の絶対測定のための各種
要素技術の開発とともに、高品質なシリコン単結晶球体の作製による
ものと考えられます。シリコン単結晶球体の作製および品質評価（純
度、結晶欠陥等）について言及されると、さらに本論文の構成学的
価値が高まると思います。

回答（藤井 賢一）
シリコン単結晶を真球度の高い 1 kg の球体に研磨する技術が

CSIRO（オーストラリア連邦科学産業研究機構）で開発されたことは、
水に代わる新たな密度標準の確立を目指すに至った重要な動機なの
で、3 章冒頭部分にその作製方法と品質評価を加筆しました。また、
研磨方法の詳細については参考文献［26］を追加しました。単に密
度標準として使用するためであればシリコン結晶の純度や結晶欠陥を
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評価することは重要ではなく、その密度安定性を計測で保証できれ
ば十分です。しかし、アボガドロ定数を決める場合には、不純物が
密度や格子定数に与える影響を補正し、点欠陥や空孔などの濃度を
定量化して、単位格子に含まれる平均原子数を正確に評価すること
が不可欠となります。通常の機械的除去方法によって球体を研磨する
と表面付近に結晶欠陥が混入し、アボガドロ定数を正確に決めるこ
とが困難になります。このため、CSIRO では研磨の最終段階で化学
的除去方法を取り入れた研磨方法（mechano-chemical polishing）
を採用し、結晶に与えるダメージが最小とするような工夫を加えまし
た。このような研磨を行うことによって、球体としての幾何学的精度
だけではなく、結晶としての完全性も保証されるような球体が得られ
るようになりました。

議論2　専門用語について
質問（村山 宣光、田中 充）

「相対合成標準不確かさ」、「SI単位の定義にトレーサブルな標準」
について、定義や考え方を説明することにより、他分野の読者の理
解が深まると思います。

回答（藤井 賢一）
謝辞の後に「用語説明」を加え、相対合成標準不確かさやトレー

サビリティなどについて説明しました。

議論３　科学的ニーズについて
質問（田中 充）

「2.2 科学的ニーズ」　基礎物理定数の必要性として記載されてい
るのは必ずしも科学的ニーズを網羅していないので、他の実例も挙げ
るのが良いと思います。「R K（あるいはα）を通じた理論の検証」な
どについても言及すべきではないでしょうか。

回答（藤井 賢一）
アボガドロ定数を測定する科学的ニーズとして、交流ジョセフソン

効果や量子ホール効果などに用いられている理論の検証も挙げられ
ることを 2.2 節に加筆しました。

議論４　本格研究を構成する第1種基礎研究として位置づけるべ
き研究課題について
質問（田中 充）

単結晶によるアボガドロ定数決定の研究が、出発点として記載され
ています。むしろ、球の体積測定技術を第 1 種基礎研究としたほう

がわかりやすいのではないでしょうか。科学的アウトプットも本格研
究の目標に入れているので、単結晶によるアボガドロ定数決定の研究
からスタートすると分かりにくいと思います。

回答（藤井 賢一）
第 2 種基礎研究のためのシナリオについてですが、球体の体積測

定技術を高精度化するための研究を開始した 1984 年頃は、当時の
計量研究所で行っていた水の密度の絶対測定のために石英球体の体
積測定が必要だったということが挙げられます。しかし、この研究に
必要とされる体積測定精度は 7 桁程度であったため、更に高い精度
で体積を求める必要性が生じた理由はやはりアボガドロ定数の高精
度化にあったと言えるでしょう。密度標準に不可欠な体積測定技術の
開発を第１種基礎研究として捉らえることもできますが、体積測定精
度を 8 桁まで向上させるに至ったきっかけは 1987 年に CSIRO で開
発されたシリコン球研磨技術であり、この開発もやはりアボガドロ定
数の高精度化を意図したものであったと理解しています。

議論５　社会や産業での製品化研究の記述について
質問（田中 充）

登録校正事業者への指導、認定審査への貢献、認定技術基準の
作成など著者は成果普及活動に大きな貢献がありました。アルコール
表などについても、産総研の告示や国税庁の通達の関係などについ
ても述べるべきでしょう。また、CCM 密度作業部会などの国際活動
も追記されるほうが良いでしょう。

回答（藤井 賢一）
4 章では我が国の密度標準の国際的同等性を検証するために筆者

らが世界で最初に密度の CIPM 基幹比較を実施し、CIPM の質量関
連量諮問委員会（CCM）密度作業部会（WGD）の活動に貢献して
いることなどを加筆しました。

5 章「密度のトレーサビリティ体系の確立と社会への貢献」の部分
ですが、登録校正事業者への技術指導、技術アドバイザーとしての
JCSS 認定審査への貢献、JCSS 認定技術基準の作成などにも貢献
したことなどを加筆しました。特に、これらについては多くの時間を
要した部分であり、トレーサブルな計測を行うに当たってのキーポイ
ントを校正事業の関係者あるいは技術者に正しく理解して頂けるよう
度重なる説明と打合せを実施しました。また、校正事業者との交流
を通じてユーザーが求めている技術や情報が何なのかを知る機会が
得られたことも貴重であり、産総研が社会貢献を果たす上で重要なプ
ロセスであると考えています。
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1　はじめに
　原材料を加工して有用な製品を得る「製造」とは、自然界
に存在する天然資源を有用な形態の物質やエネルギーに変
換する一方で、無用な物質やエネルギーを環境に排出する
システムである。製造の背後には、採掘に始まり、移動、使
用、廃棄といった多くの過程が連なっているとともに、製造
そのものは個々の工程というサブシステムの集合体である。
また、製品はやがて無用物となって廃棄され、長い時間を
経て環境に還っていく。広く長い時空間の中で、製造に関わ
る全てのシステムは、相互に関連しながら各階層の周囲環
境との間で物質やエネルギーのやり取りを行いつつ、環境
にも影響を及ぼすこととなる（図1）。
　1960年代の高度成長期、製造の志向は大量生産・大量
消費であり、廃棄物は埋めてしまえば良いという時代であっ
た。しかし環境と経済を両立させねばならない現代、個々の
システムからの消費や排出が無為に増大することが許され
るはずはなく、かといって単なる最適・最小化やその統合だ

けでは問題は解決しない。個と総体が相反することは通常
であり、一見小さな消費に見える製造システムであっても、
背後に大きな消費と排出を伴い、総体ではかえって負荷が
大きくなる場合もあれば、その逆もある。競争力を維持しつ
つ、総体として消費や排出を少なくするためには、個を起点
として総体に広がる消費・排出の過程を知り、その大きさや
意味を明らかにするとともに、それらを開発に戦略的に活か
していくことが必要である。今回、こうした評価と開発を双
発的に進めるための基軸概念としてのエクセルギーについ
て検討することにした。エクセルギーは環境を基準とした
Gibbsの自由エネルギーであり、着目するシステムが環境と
熱的に平衡状態になるまでに為すことのできる最大仕事と
定義されている[1]－[3]。
　エクセルギーは、生産活動を通じて一方的に消費されてお
り、物質とエネルギーに共通した資源消費性を定量化する
ために相応しい指標である。またエクセルギーを使って、循
環の中で投入・排出されるモノやエネルギーのエネルギー
的価値や、回収する場合の理論的限界を明らかにすること
ができ、それらはプロセスの合理化の指針とすることがで
きる。エクセルギーを指標として使用し、状態を評価するこ
とはもちろん重要なことであるが、それだけでは変革をもた
らすことにならない。評価結果を開発と連携させながら、環
境負荷や資源消費の緩和に合理的なハードやプロセスを、
広い階層における負荷低減という新しい価値とともに示し
ていくことが必要であると考える（図2）。
　エクセルギーはこれまで主に熱の有効利用の尺度として
JISにも記載されており[4]、熱機関や建築の設計指針として
使用されてきた[2],[5] - [7]。製造分野では鉄鋼や化学プロセス
の合理化に利用されているが、異種分野の製造を統合した
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図1　製造システムと環境の関わり
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システムを考察対象として資源消費の過程や、広く合理化の
指針を示した例は見当たらなかった。本論文では、セラミッ
クス部材、および鉄部材の製造、それらがエンジン部品等、
アルミニウム鋳造ラインの生産部材として使用・廃棄された
という事例についてエクセルギー解析を行い、まず工程、製
造、使用といった「境界」の採り方により、エクセルギーの消
費や排出が相反する点に着目し、消費の過程、その意味と
大きさを明らかにする。次にその解析結果をふまえ、プロセ
スの合理化の指針を示す。

（44）−
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図2　技術と指標の連携の重要性

2　解析方法
2.1　エクセルギーの計算
①物質の化学エクセルギー[1]

　参照種の化合物がXxAaBb・・・（X,A,Bは元素、x,a,bは
組成比）という組成をもち、化学反応（1）によって生成さ
れ、その際のGibbsの自由エネルギー変化を△G 0とすると化
学エクセルギー Ex

0 は、（2）式で算出できる。

　　xX+aA+bB+・・・→XxAaBb・・・　　  　  ･････（1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・ ］ ･････（2）

　参照種とは周囲環境中において単独では化学反応を起こ
さない物質であり、そのエクセルギーは定義によりゼロであ
る。参照種はJISに記載されているが[4]、記載されていない場
合には、自由エネルギーの最も小さいものを参照種とした。
②化学反応を伴うシステム[5][7]

　熱力学データとして入手できる自由エネルギーの値は標
準状態、純粋物質1モルの値で示されている場合が多く、
エクセルギー計算では補正が必要である。反応物r1は周

囲環境には存在しない物質、反応物ri（i=2,3,. . .L）と生成
物 pj（j =1,2, . . .N）は周囲環境に存在する物質とする。反
応物 riと生成物pjのモル分率はそれぞれxri、xpjで周囲環
境でのそれらのモル分率とは異なる。またnri、npjはそれ
ぞれ反応物と生成物の物質量（mol）である。

1Ex
0=−［−△G0−aEx

0 (A)−bEx
0 (B)−x

左辺第一項の〔〕内は反応物r1の化学エクセルギーである。
左辺第二項は反応物ri（i=2,3,...L）がモル分率xriのときにも
つ分離エクセルギー、右辺第一項は生成物pj（j=1,2,...N）が
モル分率xpjのときにもつ分離エクセルギーである。またSは
エントロピー、T0は外界温度（K）、Rは気体定数である。
③有機物
　有機物の化学エクセルギーの計算式としては、Rant[8]や
Szargut[9]の式が知られているが、本報告ではそれらを実用
的に修正した信澤らの導いた次式[10]を使用した。

　EX=m・Hl・〔1.0064+0.1519−+0.0616−+0.0429−〕･･･（4）

　m、Hlはそれぞれ対象とする有機化合物の乾燥質量
（kg）、低位発熱量（J/kg）、またφC、φH、φO、φN はそ
れぞれ対象とする有機化合物に含まれる炭素、水素、酸
素、窒素の重量分率である。
④電力、気体燃料
　電力はエントロピーを含まないエネルギーであり、そのま
まエクセルギーの値として使用した。一方、燃料ガスのエク
セルギー計算は次式で計算した[10]。

      e0=Σxi e 0+RT0Σxiln(xi) 　　　　　　　  ･･････（5）

　ecはエクセルギーで、上つきの0印は標準温度（25 ℃）を
意味し、下つきのiは成分iに対するものを意味する。またxi

は成分iの体積分率である。
2.2　システムの整理と入出力データ
　本稿では、製造における大きな全体構成は「システム」
と呼び、個々の採掘、輸送、使用、廃棄などは「過程」と呼
ぶ。また過程は「工程」の集合体として捉えている。
　図3に工程における物質、エネルギーの入出力フローを示
す。各工程には原燃料が投入され、中間製品が生産される
一方、廃物、廃熱を生じそれらは系外に排出される。得られ
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図3　工程への入出力とフロー
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た中間製品は次の工程の原料となり、所定の工程を経て最
終製品が得られる。
　エクセルギー計算にあたっては、原料から最終製品に
いたるまで工程に投入、及び排出される全ての原料やエ
ネルギーの種類とその量を明らかにする必要がある。今
回、大手製造メーカーの協力を得て、製造現場でのデー
タを入手することができた。大半はそのデータを使用した
が不明な部分もあり、それらについては経験を基にした
推定値で補った。
2.3　製造効率
　投入された全ての原燃料とエネルギーのエクセルギー総
和に対する製品のエクセルギーの割合をエクセルギーの部
材内固定率（η）と呼ぶこととした。
　

η=EX(p)/EX (in)   　　　　　　　　　　 ･････（6）

　ここにEX（p）は製品の化学エクセルギー、またEX（in）
は投入されたエクセルギーの総和である。本稿では上記
エクセルギーの部材内固定率、及び投入に必要なエクセル
ギーの両方を勘案しながら、製造効率の評価を行った。

3　事例研究
3.1　アルミニウム鋳造ラインの工程とヒーターチューブ
の役割
　アルミニウムは熱伝導性が良く､軽量性に優れ、こうした
特長を活かしてエンジン部品への採用が進んでいる。また
アルミニウムはリサイクル性に優れ、廃エンジンはスクラッ
プとして回収され、諸工程を経て再びエンジンとなる。図4
はアルミニウムの鋳造ラインの工程を中心とした循環システ
ムを示す。まず回収された廃エンジン（スクラップ）は集中
大型炉で溶解される。それらはいったん固められインゴット
（塊）として工場内に搬送され、再び集中溶解炉で溶かされ
た後、保持炉に移送される。温度と成分調整が施された溶
湯はダイキャストマシンに配湯され、成形され製品となる。こ
うした循環システムにおいて、熱損失､アルミニウム溶湯の酸
化､不純物の混入といった効率を低下させる要因は多い。一

定の品質と生産量を確保するために外部からエネルギーや
モノの投入は不可避であって、これらの投入を低減すること
が循環システムの効率を向上させるということである。
　その対応の1つとして、生産部材のセラミックス化が試み
られている。保持炉（図5）に使用されるヒーターチューブ
（図6）もその1つであり、電熱線等を内包した保護管であっ
て、アルミニウム溶湯の温度を一定に保持するために使用さ
れる。保存性の高い窒化ケイ素をヒーターチューブに適用す
ることで、炉内下部に水平に固定された水平浸せき型構造
が可能となり熱効率が向上する（図5）。ただし鉄製に比べ
てセラミックス製のチューブは格段にコストが高い。今回、
ヒーターチューブ（重量19 kg）を窒化ケイ素と鉄で製造し
た場合について、各々、製造－運用－廃棄に関わるエクセル
ギーの解析を行った[11][12]。
3.2　化学エクセルギーの算出
　解析にあたり、まず製造に関与する全ての物質のエクセ
ルギーを算出する必要がある。以下に重要な材料である窒
化ケイ素（Si3N4）を例として、そのエクセルギーの算出過程
を示す。窒化ケイ素の参照種はシリカ及び空気である｡

　Ex (N2) = RT 0 ln(101.3/76 .57 )            ･････（7）

　 Si＋(2/3)N2→(1/3)Si3N4                               ･････（8）

　Ex(Si) = (－△G0) + Ex(SiO2)－Ex(O2)            ･････（9）	

　Ex(Si3N4) = 3(△G 0)+3Ex(Si)+2Ex(N2)          ･････（10）
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図4　アルミニウムの循環と鋳造ラインの工程
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原燃料 エクセルギー
Y2O3
AI2O3
Si3N4
N2
Fe2O3
Si
Fe
AI
CO2
O2
PVA
LPG

47 kJ/mol
0 kJ/mol

1877 kJ/mol
7×10－1 kJ/mol

0 kJ/mol
851 kJ/mol
368 kJ/mol
788 kJ/mol
20 kJ/mol
4 kJ/mol
49  MJ/kg
48  MJ/kg

　Ex（Xi）は物質Xiについてのエクセルギーを示す。（8）
式の（　）内は、空気の全圧と窒素の分圧の比である。以
上より窒化ケイ素のエクセルギーは1877 kJ/molと算出さ
れた。同様にして主な原燃料のエクセルギー値を算出した
（表）。
3.3　工程別消費と効率
　図7には窒化ケイ素による部材製造の工程と製造全体で
出入りするエクセルギーの値を示す。なお窒化ケイ素の原料
は、別の工場において酸化ケイ素を溶融還元し、さらに窒
素と反応させて製造された人工物として本システムに投入
されている。原料のエクセルギーは製品１本あたり291 MJ
と算出された。粉末を出発原料として混合、造粒、成形、脱
脂、焼成を経て製品となるが、工程別でみると、造粒と焼
成にそれぞれ2547 MJ、776 MJと多大なエクセルギーが投
入され、これは投入エクセルギーの全体の約80 %に相当す
る。そしてそれらは廃熱としてほぼ全てが系外に排出され
ていること、一方、原材料の粉末は回収され、工程間でほと
んど損失はないことが判った。全体で最終製品に固定され
たエクセルギーは229 MJでこれは投入されたエクセルギー
（4175 MJ）のわずか5.5 %に過ぎない。すなわち94.5 %に
相当する3946 MJを廃棄しているという極めて効率の悪い
プロセスである。
　一方、図8には鉄部材製造における工程別のエクセル
ギーの出入りを示す。鉄の場合、原料は酸化鉄（Fe2O3）を
出発原料としており、定義によりそのエクセルギーは0であ
る。また還元反応等固体の反応を有効に利用して製造さ
れ、どの工程にも投入、廃棄されるエクセルギーは少なく、
また平準化していることが判った。製品として固定化され
たエクセルギーは126 MJで、投入されたエクセルギー（621 
MJ）の20 %程度であって、投入エクセルギーの量はセラ
ミックスの約1/7程度と極めて少ない。すなわち、1本の部品
を製造するというシステムでみると、鉄に比べてセラミックス

図7　セラミックス部品の工程、および製造におけるエクセル
ギーバランス（製品1本=重量19 kgあたり）

排出 ： 3946 MJ

製品 ： 229 MJ投入 ： 4175 MJ

混合

廃熱 ： 267 MJ

電力 ： 267 MJ
原料 ： 291 MJ

電力 ： 300 MJ
LPG ： 2247 MJ

中間材 ：
312 MJ

造粒

廃熱 ： 2464 MJ
廃物 ：104 MJ

成形

廃熱 ： 175 MJ

電力 ： 175 MJ

中間材 ：
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中間材 ：
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中間材 ：
291 MJ

廃熱 ： 98 MJ
廃物 ： 62 MJ

電力 ： 98 MJ 電力 ： 776 MJ

製品 ： 229 MJ

廃熱 ： 776 MJ

脱脂 焼成

は極めて多くのエクセルギーを消費し、効率も低いことが確
認された。
3.4　各過程でのエクセルギー解析
3.4.1　使用
①損耗と物質廃棄
　鉄製ヒーターチューブをアルミニウム溶湯中で使用する
と、アルミニウムに侵食され、時間経過 t に伴い減肉してい
く。減肉は下式によって進行するとの仮定をおいた。

　D=D0･(2-exp(kt ))                                  ･････（11）
	
　ここに、D：ヒーターチューブの厚さ（mm）、D 0：初期厚
さ（mm）、k：見かけの反応速度係数、D i：取替時の厚さ
（mm）、である。上記に関してD 0：3 mm（データより）、ま
たDiとして：0.5 ｍｍを仮定し、半年毎に交換という条件か
ら反応定数kは0.067578となる。
　この間の消費エクセルギーは次式で示される。

　E=E0･exp(kt )　                                    ･････（12）

表　関与する主な原燃料のエクセルギー計算結果

移送

製品 ： 126 MJ投入 ： 621 MJ

排出 ： 495 MJ

廃熱 ： 49 MJ
廃熱 ： 194 MJ
廃物 ： 30 MJ 廃熱 ： 3 MJ

廃熱 ： 94 MJ
廃物 ： 28 MJ 廃熱 ： 4 MJ

燃料 ： 211 MJ
原料等 ： 177 MJ

中間材 ：
174 MJ

銑鉄 ：
164 MJ

還元 圧延脱炭焼結

燃料 ： 49 MJ
原料 ： 0 MJ

製品 ： 126 MJ

移送
燃料 ： 58 MJ
原料等 ： 238 MJ

燃料等 ： 49 MJ
中間材 ： 170 MJ

廃熱 ： 50 MJ
廃物 ： 43 MJ

図8　鉄部品の工程および製造におけるエクセルギーバランス
（製品1本=重量19 kgあたり）



研究論文：製造の全行程を考慮した資源及びエネルギー利用の合理化指針（北ほか）

− 216　　　　  Synthesiology　Vol.1 No.3（2008） （47）−

　鉄のエクセルギーは6.6 MJ/kg（＝368 KJ/mol）であり、
製品の全重量が19 kgであるから、溶損が進行してDiに達
したところで廃棄されるとすると、126 MJ/本が消費される
ことになる。鉄製のヒーターチューブを半年に1回交換する
のに対して、窒化ケイ素は安定で反応し難く、7年後に炉の
寿命と合わせて交換、廃棄される。7年間のエクセルギーの
消費の経時変化を図9に示す。またこの間、廃棄に伴い消費
されたエクセルギーは次式の通りである。

・鉄使用時：126 ( MJ/本 )×14( 本 ) = 1764 MJ
・窒化ケイ素使用時：229 ( MJ/本 )×1( 本 ) = 229 MJ

　鉄製ヒーターチューブを使用した場合、溶損と廃棄を繰
り返し、エクセルギーの消費が階段状に増大しているのに
対して、セラミックスでは7年間ほとんど消費はなく、炉の寿
命と同時にエクセルギー値（229 MJ）が排出されたことにな
る。なお、セラミックス使用時、鉄に比べ不純物の混入機会
が少なくクリーンな溶湯が得やすいことが期待され、これも
セラミックスの価値である。
②ランニング
（a） 溶解保持炉
 鉄製ヒーターチューブを使用した垂直浸せき型では、運転
時に9.4 kW、休止時には4.0 kWを要するのに対して、窒化
ケイ素を用いた水平浸せき型の場合には、熱効率が改善さ
れ、運転時並びに休止時における消費電力はそれぞれ6.8  
kW、3.8 kWとなる。1日のうち60 %運転（40 %休止）する
として、年間で360日稼動させたとすると7年間の総消費電
力、すなわち投入エクセルギーはそれぞれ以下の通りであ
る。

・鉄使用時：(9.4×0.6×24+4 .0×0.4×24)×360×7×
3.6/1000=1576 GJ		
・窒化ケイ素使用時：（6.8×0.6×24+3.8×0.4×24)×360×7

×3.6/1000=1219 GJ

（b） ダイキャストマシン
　ダイキャストマシンの消費電力を20 kW、1日のうち60 %
運転するとして、年間で360日稼動させたとすると7年間の総
消費電力、すなわち投入エクセルギーはそれぞれ以下の通
りである。

・20×0.6×24×360×7×3.6/1000=2612 GJ	

3.4.2　製造・使用・廃棄
　企業への聞き取りの結果、7年間の鋳造品の総製造量は
約4300トンと試算された。なお、本稿では、原料ロスは考
慮していない。したがって溶融アルミニウムの量も最終製品
と同じく4300トンであり、そのエクセルギーは溶融した状態
（温度700 ℃）で126802 GJ、また固化した状態で125582 
GJと計算された。
　図10はセラミックス及び鉄製のヒーターチューブの製造、
及びそれらが溶解保持炉に使用され、7年間鋳造が行わ
れた場合の投入・排出されるエクセルギー量とその流れを
示した図である。上述した通り、炉を7年間運転した場合、
鉄製チューブは溶損により14本を必要とする。したがって、
その製造過程において投入、あるいは排出されるエクセル
ギーは下記の通りである。

・投入：621(MJ/本)×14(本) =8694 MJ
・排出：495(MJ/本)×14(本) =6930 MJ

　一方、窒化ケイ素製チューブは同期間で1本のみであり、
投入と排出に伴うエクセルギーは図7を参照して、それぞれ
4175 MJ、3946 MJとなる。次に、使用時の溶損と廃棄に伴
うエクセルギーは、下記の通りである。

消
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れ
た
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ク
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ル
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量
 （
M
J）
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排出 ： 125582 GJ

A）セラミック使用時 B）鉄使用時
投入 : 130637 GJ 投入 : 130999 GJ
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電力 ： 1219 GJ

排出 ： 1220 GJ

溶融アルミ
 126802 GJ

排出 ： 3832 GJ

排出 ：
5055 GJ

排出 ： 125582 GJ

電力 ：
2612 GJ
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搬送

集中溶解

アルミインゴット
燃料
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溶解保持

ダイキャスト

電力 ： 1576 GJ

排出 ： 1578 GJ
溶融アルミ
126802 GJ

排出 ： 3832 GJ

排出 ：
5417 GJ電力 ：

2612 GJ

エンジン部品(4300トン）
製品 ： 125582 GJ

製品 ： 1764 MJ
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図9　使用過程での溶損と廃棄に伴うエクセルギー消費量の比
較（7年間の試算）

図10　アルミニウム製エンジン部品鋳造におけるエクセルギー
バランス（7年間）
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・鉄使用時：126(MJ/本)×14(本)＝1764 MJ	
・窒化ケイ素使用時：229(MJ/本)×1(本)＝229 MJ

　全ての過程を通してみると、投入されるエクセルギーは、
鉄、窒化ケイ素使用時にそれぞれ130999 GJ、130637 GJ、
また排出されるエクセルギーは同じく5417 GJ、5055 GJとな
り、窒化ケイ素を使用することにより鉄に比べて投入・排出
されるエクセルギーは362 GJ低減できることが判った。
　以上の検討結果から、窒化ケイ素製チューブは製造過程
において1本当たりでみると、約7倍ものエクセルギーを消
費するが、保存性の高さから交換頻度が減り、効率の高い
構造の炉が実現し、その結果消費電力が小さくできるため
に、製造、運用、廃棄のライフサイクルを通じた総量ではエ
クセルギーの消費量が鉄に比べて小さくなっていることが
明らかとなった。
3.5　合理化の検討
　まず、現状のシステムを前提として、セラミックス、鉄の各
部材を使用した場合それぞれの合理化の指針を示し、次に
鋳造システムの合理化の現状や方向性をまとめた。
3.5.1	 鉄部材
　経済性に優れた鉄部材はヒーターチューブの主流であ
る。鉄部材を使うことを前提とした場合には、寿命を延ば
すために溶けたアルミニウムに侵食され難い材料、あるいは
コーティング技術の開発が必須である。またリサイクル性も
鉄の優れた点であり、その効率を高めることも重要である。
3.5.2	 セラミックス部材
　セラミックス製造の合理化をはかるには前述した通り、全
工程の中で特に消費の大きい造粒と焼成工程を中心とした
効率向上が不可欠である。こうした改善は環境負荷低減と
同時に、経済性において優位な鉄部材への対抗手段として
の意味合いが強い。
①造粒
　鉄鋼をはじめ金属のプロセスが、高温化することで原料
を溶融させ、液体自身のもつ拡散能力により混合や反応を
生じやすくしているのに対して、セラミックスでは重力場に
おいて拡散能力のない固体粉末を使用している。そのため
混合時には固体粒子間に最終製品に残らない水やバイン
ダーを介在させ、それらを除去するため更にエネルギーを要
するという、本質的に非効率となる要素を含んだプロセスで
ある。
　水を介在させると粒子間距離が小さくでき、混合が容易
になるが、後工程の乾燥造粒の工程ではスラリー中の水分
を揮発させるのに多量の潜熱を消費することになる。投入
されたエネルギーは水分に熱として伝わり、揮発し、水蒸気
としてエントロピーとともに系外に排出されている。したがっ

て、造粒時のエクセルギー消費を抑えるには解こう材の選
定や粒度配合の調整も含めた水分量の低減が必要である
が、その場合、前工程である混合の時間が増加することも
考えられる。造粒工程でのエクセルギー消費を低減するに
は、前後の工程への影響を考えた水分量の最適化が必要
である。
　また造粒にはLPGを燃料として使用している。LPGを使
用した場合、投入されたエクセルギーはスラリーの乾燥・
造粒以外に、燃焼に伴い不可避的に水や二酸化炭素を生
成することになり、その系外への排出にもエクセルギーが
消費されることになる。LPGに換えて電力を使用すると見
かけ上、投入エクセルギーは低減できる。その場合、工場
内でのエクセルギー消費は低減されても、実際には外界
（発電所）でエクセルギーが消費されることになる。今回、
造粒工程でLPGを使用したのはコストが優先されたためと
考えられる。
②焼成
　図11はプロセスの合理化に向けて、原料、製品、ならびに
投入エクセルギーの関係を整理した概念図である。参照種
（エクセルギー＝0）と原料とは、化学エクセルギー、および
表面エネルギーに由来するエクセルギーがあり、さらに原料
と製品（焼結体）とは、表面・界面に由来、および配置に由
来するエクセルギーの違いがあると仮定をおいた。
　窒化ケイ素のような共有結合性の高い安定な物質では、
特に活性化エネルギーの障壁に相当するエクセルギーに加
えて、さらに炉の運転や炉材の加熱に多大なエクセルギー
を必要とする。これらは不可避的に廃エクセルギーとなり、
廃熱回収の検討を行うことになる。
　エクセルギー消費を低減するには、低エクセルギー原料
を使用し、固体の有するエネルギーを利用して投入と排出
を小さくすることができる。窒化ケイ素の化学エクセルギー
は、1877 kJ/molと高い。さらに窒化ケイ素粉末はケイ素の
窒化、得られた窒化ケイ素の焼成という分離された工程をと
り、それぞれの工程で廃熱がある。
　一方、ケイ素の化学エクセルギーは851 kJ/molと算出さ
れ、窒化ケイ素の約半分である。エクセルギー消費を低減
するには、ケイ素から窒化ケイ素への転化、その後の焼結を
ひとつの工程で行う事は有効である。このプロセスは既知
であるが、窒化過程での発熱の制御が困難であることや、
ケイ素自体活性であるため、水を媒体にした混合が困難で
あるといった理由で普及するにはいたっていない。今後、実
用的なプロセスにするには、水を媒体として短時間で混合
し、粗いケイ素粒子を使用して低温で窒化できる触媒の開
発が必要である。その他、効率を向上させるには乾燥炉や
焼成炉の大きさを大きくして単位時間あたりの生産量を増
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加するため、焼成温度を上昇させることが考えられるが、設
備投資や生産個数を考慮しながら、全体システムの最適化
を図っていくことになる。
　なお､熱工学より生まれたエクセルギーは有効エネルギー
として物質との共通項として捉えられているが、上述したよ
うな界面や表面の扱いといった物理学的な視点での体系化
は十分ではないように思われ、指標の高度化を図る上でも
今後の課題であろう。
③設計、その他
　前述したようにセラミックスがアルミニウム溶湯中で極め
て安定であることから中実体である必要はない。中空構造
を前提とした設計・プロセスは原料使用量が低減するだけ
でなく、薄肉化により､熱応力が低減され、焼成時間の短縮
化も可能となるため効率向上に極めて有効な手段である。
　一方､セラミックスはリサイクルに不向きである。多大なエ
クセルギーを投入して製造されたセラミックス部材をできる
限り長く使うという意識をもつことが生産者と消費者に必要
であり、技術開発においては、セラミックスのこうした特徴
を考慮し、壊れても部分的に交換､修理が可能な構造の設
計やプロセス開発が必要と考える。
3.5.3	 鋳造システムの革新
　鋳造工程全体でみると、固体を溶解させる工程が2回
あり、搬送過程で熱を相当放散することが考えられる（図
4）。固体を溶解させるために要するエクセルギーは約19000 

GJ（4300トン当たり）と試算された。これを減らすため現
在、外部で溶解されたアルミニウム溶湯を断熱容器に入れ、
溶湯のまま直接工場内に搬送し、保持炉による温度調整、
成形という溶湯搬送といわれるシステムの開発が大手自動
車会社を中心に進められている。溶解－固化という工程が
1回減るため、効率が向上することが期待されている｡しか
し現状、搬送容器の断熱性が十分でなく、搬送過程で外部
ヒータを使って加熱していることや、容器自体が重量物で
あるため、搬送過程での燃料消費が多いといった課題があ
る。溶湯搬送は原理的に効率の高いシステムであり、その普
及が期待されるが、それには軽量で断熱性に優れた搬送容
器の開発が鍵となっている。
　上記搬送システムにおいて大本となる集中大型溶解炉で
は、いったん炉内でアルミニウムを溶解すると、溶融状態を維
持するため、連続操業となる。必要量に関係なくエネルギー
を投入し続ける必要があることを考えると、究極は、固体のま
ま工場内まで搬送し、必要なときに、必要な量を溶かして製
品とするシステムではないだろうか。このシステムを実現する
ためには、瞬間的に溶解する加熱源や、同システムの構成要
素となる断熱性に優れ、溶湯が付着しない大型のセラミック
ス管や容器、さらに分解性を更に高めたエンジンの設計、そし
て廃エンジンの回収システムが社会的に定着させることなど、
多方面にわたる課題があり、全体のエクセルギーバランスを
考えつつ、個々の解決を図ることが必要である。
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図11　セラミックスプロセスの合理化の検討
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4　まとめ
4.1　製造の評価
　セラミックスと鉄で部材を製造し、それらをアルミニウム
製エンジン部品の鋳造ラインにおいて生産部材として7年間
使用、そして廃棄されたというケースのエクセルギー解析を
行った。
①製品1本当たりに投入されるエクセルギーはセラミックス
製が4175 MJ、鉄製が621 MJであって、鉄に比べてセラミッ
クスは極めて多くのエクセルギーを消費している。
②セラミックスに固定されたエクセルギーは229 MJ、でこれ
は投入されたエクセルギーの5.5 %であり、大半を系外に排
出している。
③工程別では､造粒と焼成で投入全体の80 %を消費している。
④しかし多大なエクセルギーを投入した結果、セラミックス
は高い保存性を得る。この特徴を活かして溶融アルミニウム
中で使用されると、7年間で鉄を使用した場合に比べ、エク
セルギー消費を362 GJ小さくできる。
4.2　合理化検討
　現状のシステムを前提として、セラミックス、鉄の各部材
を使用した場合の合理化の指針、ならびに鋳造システム全
体の合理化を図る上で必要な技術をまとめた。
①鉄
・アルミニウム溶湯に侵食され難い材料やコーティング技術の
開発。
②セラミックス
セラミックスの製造効率向上には全工程の中で特に消費の
大きい造粒と焼成の合理化が不可欠である。
・造粒工程における解こう材の選定や粒度配合の調整等、
前後の工程への影響を考えた水分量の最適化。
・粗いケイ素粒子を使用して低温で窒化できる触媒、また
窒化と焼結の同時化プロセス。
・中空構造を前提とした設計：原料の使用量の低減と焼成
時間の短縮化。
・多大なエクセルギーを投入して製造されたセラミックス部
材を長く使うため､部分的に交換､修理して使用できるため
の技術開発。
③鋳造システム
・溶湯搬送システムの効率を高めるためには、軽量で断熱
性に優れた搬送容器の開発が鍵。
・固体のまま工場内に搬送し、必要な量を処理して製品と
するシステム。瞬間的に溶解する加熱源や、断熱性に優れ、
溶湯が付着しない大型のセラミックス管や容器、さらに分
解性を更に高めたエンジンの設計、そして廃エンジンの分別
回収システムを社会的に定着させることなど、多方面にわた
る課題の解決を図ることが必要。

5　今後の展望
　以上の検討をふまえ、エクセルギー解析の有効性と課題
についてまとめた。
5.1 エクセルギー解析の有効性
①通常の環境負荷評価は製造段階で実施され、その内容
は上位計画で既に決められているため、負荷低減に向けた
対応の選択肢は限られる。製造に移行する前の段階、すな
わち企画、研究開発、設計といった段階で、幅広い階層に渡
るシステムについて資源消費や環境負荷を予測し、その結
果を技術や製造にフィードバックすべきである。モノとエネ
ルギーを結び付けるエクセルギーは性質上、事前評価に適
した指標であり、その有効活用が望まれる。
②循環システムは持続性の外殻である。循環システムを稼
動させるために必要な外部からの資源・エネルギー投入を
少なくするために、エクセルギーを適用したシステムの合理
化設計は急務である。
③本稿ではセラミックスや金属の事例を取り上げたが、エク
セルギーは特定の分野や対象に限定されるものではない。
最終目標は、製造（ミクロな要因）とグローバルなレベルで
の持続性（マクロな結果）を結びつけることにある。排出に
関わる国家レベル等マクロな入出力データを使ってエクセ
ルギーの消費速度を算出することは原理的に可能であり、
それを持続性への重心移動の指標とできないだろうか。
5.2 改良すべき課題
①粉末粒子とそれを原料として作製された焼結体を同じ化
学エクセルギーで評価している。
今後、表面や界面エネルギー等を考慮した状態の違いを表
す指標とする必要がある。
②希少性、有害性を評価する上でエクセルギーは不適であ
り、他の指標とも組み合わせながら多面的な評価を行うこ
とが必要である。
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用語1：エクセルギー：他のエネルギーに変換可能な有効エネル

ギー。
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では、高温焼成(焼結)を避けるセラミックスの製造研究として、「ソフト
溶液プロセス」などが技術開発されております。

回答（北 英紀）
　ご指摘の主旨をふまえ、本文中、3.5に、まず、現状のシステムを前提
として、セラミックス、鉄の各部材を使用した場合それぞれの合理化
の指針を示し、次に鋳造システムの合理化の現状や方向性をまとめま
した。なお、5.展望についてはあくまでもまとめという形式をとらせて

いただいております。
　第2の方向性については、3.5に合理化の検討として、鉄、セラミック
スそれぞれについて合理化指針を追加記述しました。とくにセラミック
スについては製造工程の内でエネルギー消費の高い造粒工程や焼成
工程をさらに省エネ化する技術展望を図11とともに記述しました。な
お、ソフト溶液プロセスは軽量小型部材、あるいは薄膜には有効な手
段と考えますが、本件のような大型窒化ケイ素の焼結体には不向きな
プロセスと考え、反映しておりません。

（52）−



論説

− 222　　　　Synthesiology　Vol.1 No.3（2008）

1　背景
 本稿は、産業技術総合研究所（以下、産総研と略す）が
2008年1月に創刊したジャーナルSynthesiologyについて、
イリノイ大学日本人研究者らと行った討論をもとに、執筆者
らの考察を述べる論説である。
　まず最初に、本稿を執筆するに至った背景を簡単に述べ
る。ジャーナル創刊当時執筆者の一人である大崎は、産総
研の在外研究派遣制度により、2007年6月からイリノイ大学
に 1年間の滞在予定で、システム検証技術とツリーオートマ
トンの研究に従事していた。また、研究のかたわら、自らの
研究分野を解説する講義をイリノイ大学大学院生らに試行
したり、計算機分野の日本人研究者らを対象としたセミナー
（CSセミナーと呼ぶ）の運営に関わっていた。 
　CSセミナーは、イリノイ大学の日本人研究者らに研究交
流の場を提供することを目指して2007年8月から始まった。
セミナーの趣旨はおよそ次の通りである。専門分野の違う
研究者らに対し、各人の研究内容や主張を紹介することを
目的とする。セミナーの参加者は、自らの経験や知識にもと
づいて意見や質問ができる。セミナーでは、話題提供者によ
る発表とともに、自由討論の場を提供する。
　セミナーの回を重ねるごとに、参加者の背景は明らかに
なっていく。同じ計算機分野と言えども、研究スタイルや研
究を通じた社会との関わり方は、大きく違っていた。大学教
員、大学院生、または研究員という立場の違いも、各人の考
え方に大きく影響しているようであった。
　こうしたCSセミナーという場を借りて、大崎が話題提供
者となって新ジャーナルやその背景にある産総研の理念を
説明し、セミナー参加者による討論会を2008年3月に行っ

た。産総研が取り組む新たな挑戦は、自己満足に陥ってい
ると一蹴されるのか、それとも傍目八目（おかめはちもく）
の諺どおり、当事者以上に産総研の取り組みの是非は見通
されているのか、振ってみなければ賽（さい）の目は分から
ない、という状況であった。
　事前に、シンセシオロジー編集委員会からは、座談会形
式の記事が提案された。しかし、自由討論の雰囲気を壊し
たくない、また、あくまで本稿の主張は明確にしておきたい
という2つの理由から、編集委員会からの提案は採用され
なかった。
　したがって本稿では、セミナーで自由に発言された研究
者らの意見を引用しながら、執筆者らの考察を中心に据え
て本文をまとめている。 

2　学術研究とフィールドワーク
　産総研が目指す本格研究は、3種類に分類された研究か
ら成る。それらは、第1種基礎研究、第2種基礎研究、製品
化研究と呼ばれる。以下、本格研究に関する記事[1]をもと
に、用語や基本概念の説明を行う。
　第1種基礎研究は、「閉じた領域の特定知識をもとに、そ
の領域知識と矛盾しない新しい知識を実現する研究」と定
義される。既存の知識との相互干渉を起こさない独立性を
もった新たな知識を獲得し、それを整理して知識体系全体
に寄与することを目的とする研究である。一般的には、「学
術研究」と呼ばれる。
　第2種基礎研究は、「領域無限定の知識を融合し、必要
に応じて新知識を創出して、社会的に認知可能な表現形態
を実現させる研究」と定義される。知識の領域に限定を設
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けないため、研究プロセスに独自性がある。従来の学術研
究の基準では、研究プロセス自体を研究成果として取り上
げることは難しいため、苦労のわりに学術論文などの成果
物を生みにくいと評される。また、目に見える成果を得るま
でに長い時間を要したり、研究遂行のために解決すべき問
題が多岐に渡っていたりするなど、多くの研究リスクが常に
付きまとうことも特徴である。
　しかし、研究者のもつ知識と専門的な技能を生かして、
社会が求める成果を得ようとする活動こそが、基礎研究と
社会生活とが互いの存在を確認し合える機会を作る。執筆
者の一人である大崎が所属するシステム検証研究センター
では、社会を観察し、それを説明する枠組みを作る研究を
「フィールドワーク」と呼んでいる[2]。上述の第2種基礎研究
の定義に照らすと、第2種基礎研究をフィールドワークと呼
ぶことに、あまり抵抗がないのではないだろうか。
　一方で、一般にはまだ馴染みの薄い2つの基礎研究の概
念を、言葉による定義だけで直ちに理解することは難しい。
そこで、CSセミナーの解説では、図1に示す概念図を作成し
て、第1種、第2種基礎研究の説明に用いた。 
　2種類の基礎研究は、左右2つの楕円で表現した。2種類
の基礎研究が相互に作用し合う様子は、一方から他方へ向
かう大きな矢印で表現した。つまり、第1種基礎研究と第2
種基礎研究を往き来することを、楕円を結ぶ大きな矢印を
通じて、一方から他方へ往来する様子で表現する。さらに、
2種類の基礎研究の特徴を説明するために、第1種基礎研
究は自己完結した円運動から成り、第2種基礎研究は全領
域を横断的に流れる動きから成る、という解説を加えた。
　第1種基礎研究と第2種基礎研究は、いずれも製品化研
究へ移行可能である。そこで、「イノベーションを実現する
研究方法論」[3]で示された概念図とは異なるが、製品化研
究を表す領域は、2種類の基礎研究の中間に配置した。図
は、2種類の基礎研究を連続的に往来しながら、結果として

製品化研究へつながっていくことを表している。 
　CSセミナーの参加者には若い研究者も含まれており、「2
種類の基礎研究を往き来するというイメージを掴みにくい」
（大門）という感想もあったが、ここまでの説明に特段の異
論や質問はなかった。 

3　第2種基礎研究=実用化研究 ?
　基礎研究で得られた研究成果をもとに、事業化の段階に
進むためには、研究成果を利用したいと望む誰もが、その成
果を容易に利用可能であることが求められる。基礎研究段
階から、実用化研究の段階を経て事業化に至る、という流
れである。一方、前節の第2種基礎研究の問題点でも挙げた
ように、基礎研究成果をもとに事業へ発展するという図式
は、実現の保証が約束されている訳ではない。図2は、基礎
研究の段階から事業化に至るまでの流れと、陥りやすいと
指摘されている問題点を表している。
　ここまでの説明に対して、CSセミナーで次のような質問が
あった。以下、発言者の名前は敬称を略す。

 [南] では、第2種基礎研究とは、実用化研究のことなの
か。

　図2に示した実用化研究は、将来の事業化を目指した研
究の発展段階の1つである。基礎研究成果をもとに、社会
的に認知可能な形の研究成果を得ようとする研究を意味す
る。よって、前節の定義より、第2種基礎研究 ⊇実用化研
究」（実用化研究ならば、第2種基礎研究 ）は成り立つ。一
方、「第2種基礎研究 ⊆実用化研究」（第2種基礎研究なら
ば、実用化研究 ）が成り立つならば、図2に示した「基礎研
究 →実用化研究 →事業化」の図式より、第2種基礎研究
の目的は事業化となる。かたや、第2種基礎研究の中には、
要素技術や特定の材料を抽出した後、その技術や材料を科
学的な目で観察して、体系化する衝動に駆られることがあ
る。つまり、第2種基礎研究の目的が常に事業化であるとは
言い難い。よって、「第2種基礎研究  実用化研究」である
と考えるのが自然である。
　ジャーナルSynthesiologyは、第2種基礎研究の成果を発
表する論文誌であると謳っている[1]。確かに、従来の価値
基準では論文の題材としては取り上げにくい研究プロセス
こそが、第2種基礎研究では重要である。Synthesiologyで
は、研究プロセスに注目し、それを論文の題材として取り上
げる、としている。
　上述の「第2種基礎研究  実用化研究」であるという考
察を合わせると、Synthesiologyは、第2種基礎研究の、特に
（図2の意味の）実用化研究の成果やその研究プロセスを図1　2種類の基礎研究
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発表する論文誌である、と言うのが正確だと考えるが、どう
であろう。
　次に、図2そのものについて、以下のような意見があっ
た。
 
[佐藤] 企業やプロジェクトの種類によっては、研究成果の出
口イメージは明確になり、矢印の向きが逆向きになるのでは
ないだろうか。例えば、（事業部などからの要請で）開発目
標となる製品のイメージが最初に示される場合には、要求
を実現するために必要な基礎研究の成果は何か、また人員
をどう構成するかを検討して、研究を開始することが多いの
ではないか。

　粛 と々製品開発に取り組む企業の一部、または短期的な
研究プロジェクトで具体的な成果を収めようとする場合は、
トップダウン的なマネージメントになるかも知れない。しか
し、第1種基礎研究では、「未知なるものを明らかにしたい」
という意志に動かされて研究を行う。そのため、新たに発見
した知識が、直ちに事業化への足がかりになることは少な
い。特に基礎科学的な研究分野では、成果が実際に社会で
生かされるまでには長い時間がかかったり、埋没してしまう
ことが多い。図2は、そうした基礎研究の成果が事業化段階
に至るまでに、研究者が陥りやすい状況を説明している。
　また製品開発であっても、非常に意欲的な製品を開発し
ようという場合、出口のイメージは明確だが、製品化を実現
するために必要な基礎研究の成果がすぐに見つかるとは限
らない。そこで全く新しい基礎的な研究成果を得ようとし、
ここで得られた基礎研究成果を事業化につなげるには、図
2に示したような流れで研究が行われる。こうした場合、図2
で指摘した状況に陥るかも知れないことは容易に想像でき
る。
 
4　開発の苦労話と技術報告書
　ジャーナル発刊の趣旨の文に、次のような記述がある。
「もちろん、これまでも研究者によって基礎研究の成果を社
会に生かすための活動が行われてきた。しかし、そのプロ

セスはノウハウとして個々の研究者の中に残るだけで、系統
立てて記録して論じられることがなかった」。この主張につ
いては、一部に誤解を招く恐れがないか、という指摘があっ
た。

[佐藤] 新ジャーナルが、第2種基礎研究の研究プロセスを
論文として取り上げようと言っているが、企業ではすでに、
社内刊行物に事業化の流れやプロジェクトの苦労話などを
文章として残すことが一般的になっている。こうした刊行物
は、○○技報、××社報などの名前で発刊され、同業他社
の刊行物は企業内の図書館で閲覧可能である。また一般に
も入手可能である。

　例えば、日立グループでは新製品・システムを紹介しなが
ら事業や技術の方向性を報告する刊行物として「日立評論」
（http://www.hitachihyoron.com/）が定期的に刊行され
ている。2008年2月号のタイトルは「特集電力・エネルギー
分野の最新技術開発」である[4]。大学や研究機関の研究者
らが執筆する論文とは異なり、「原子力事業のグローバル化
への取り組み」、「日立 H−25ガスタービンの特徴と適用例」
など、新製品・システムの紹介を中心に、製品に関係した技
術、適用例、開発を進める際の苦労話などが記事として取
り上げられる。
　他にも、三菱電機技報[5]、NEC技報[6]、東芝レビュー[7]

などは、ウェブサイトから基本的に無料で配信されており、
誰でも閲覧可能である。一方、NTT DoCoMoテクニカル・
ジャーナル[8]やトヨタテクニカルレビュー[9]などは、雑誌とし
て販売されている。
　社報や技報は、おもに組織内部の活動を外部に紹介した
り、解説する機会であるから、外部からの投稿を受け付け
ていない場合が多い。また、企業が個別に掲げる理念や目
標を逸脱するような主張は、社報や技報の記事にはなりに
くい。また、研究分野によっては、当為的知識や総合的判断
（synthetic judgment）を論文に含めることをためらう文化
がある。こうした状況から、基礎研究に軸足を置く研究者ら
が、成果を社会に役立てようとする活動の中で総合的考察
が得られたとしても、その考察を系統立てて論じるための
受け皿があるとは必ずしも言えない。 

5　公開しない研究成果 
[古川] 第2種基礎研究では、分野によっては、事例研究が成
果となる場合が多いと思うが、守秘義務契約などによって
公表できないことはないのか。

　企業では、利益に直結するような研究成果は非公開が原図2　実用化段階の研究 

実用化研究
段階

研究資金の不足
事業化実現のリスク

論文化が困難
サポート体制の不足

事業化
段階

基礎研究
段階
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則である。例えば、LSIの歩留（ぶどまり）向上技術に関す
る研究は、半導体企業では重要なテーマである。歩留とは
一般に、原料の使用量に対する製造品の量の比率をいう。
半導体分野では、生産したICチップやメモリーなど、製品の
全数量の中に占める所定の性能を発揮する良品の比率を表
す。通常は、歩留をある割合に設定して、製品価格を設定す
る。つまり、歩留が初期の割合より向上したら、その分は企
業の利益につながる。
　したがって、LSIの歩留向上技術に関する詳細は、半導
体企業にとってはきわめて重要な情報である。企業の研究
者や技術者が、歩留向上のためのアイデアや技術を提案で
きたとしても、それを研究成果として、学会を含め社外に公
表できないことが一般的である。
　一方、大学や公的な研究機関は、集積された知識を利用
し、また普及させることによって科学技術の発展に寄与する
ことを目指すのが原則である。ところが現実には、研究成果
の詳細をあえて公表しないことがある。だれかに経済的損
失を与えると予想できるような研究成果が得られた場合、
大きな損失にならないよう対策を講じるために成果の公表
を遅らせたり、公表を差し控えたりする。また、事業化を目
的とする研究では、戦略的な理由により研究成果を公表し
ない。どうやってその成果を得たのか、その成果は再現可能
なのか。研究の肝をあえて公表しないことで、同様に事業化
を目指す競争相手に追随させないためである。
　研究成果を特許という目に見える形で公開するという選
択肢もある。実用化研究が一段落して、次の研究を開始す
る資金的余裕のある場合の選択肢である。しかし、およそ 
2−3年と言われる審査期間を待てない場合には、研究成果
の独占的利用権を与える契約（ライセンス契約）が有力な選
択肢となる。この場合、少なくとも契約期間内は成果の詳細
を公開しないことが契約条件となる。その結果、論文の材
料が著しく減るので、外からは「研究は行ったが、成果は少
ない」という評価が下されてしまう。
　さらに、どこまで学術論文として公表するのか、という研
究の取り分についての交渉や取り決めは、研究を開始する
以前に行われる。研究のリーダーシップをとるものが、将来
を見据えた抜け目ない交渉ができるかどうかによって、論文
という成果物をどのくらい出せるかが大きく左右される。優
れた研究成果でもイノベーションにつながらないといわれる
「研究の日本型デスバレー」は、リーダーシップの育成の仕
方に一因があると言われているが、リーダーシップのあり方
１つで公開できる成果も大きく変わってくる。
　第2種基礎研究の、特に、事業化や製品化を目指す研究
では、実にさまざまな理由で、成果を公開できないことが分
かる。しかし、Synthesiologyは、発言の場がなくて困ってい

る研究者を助けようという発想ではない。研究者が他の研
究者らに是非知っておいてもらいたいと前向きに思うことを
論文という形で記録し、集積した知識を再構成して利用す
ることが、このジャーナルの目的だと考える。 

6　Synthesiologyへの期待と疑問
　実用化研究の成果やその研究プロセスを発表する論文
誌として、Synthesiologyの今後の動向に注目したい、とい
う意見が討論会では多かった。一方、よい論文を掲載しよう
とする論文誌側の希望とは裏腹に、よい論文ほど既存の学
会誌に流れて行ってしまうのではないか、という指摘があっ
た。
 
[佐藤] （産総研外の人間として）論文を投稿する側の立場
に立てば、質の高い論文ほど既存の著名な学会誌に投稿し
たいと考えるのが自然である。事業化や製品開発に関連す
る論文でも、ビジネスとしての新規性や製品としての優位性
があれば論文として扱われるため、Synthesiologyだけが受
け入れ先として優位になるとは限らない。

　この問題は、新刊ジャーナルが抱える共通の問題であ
る。Synthesiologyの場合、アポステリオリ（a posteriori）な
知識から『構成』のための一定の法則や一般論を導こうと
している。したがって、構成のための学という観点で論文を
評価されたいと考える研究者らを対象としている以上、既
存の学会誌との棲み分けは可能である。またジャーナルは、
こうした第2種基礎研究を学として確立するために貢献した
いという研究者らにメッセージを発し続ける役目を担う。
　一方、第4節でも指摘があった通り、研究・開発・製品化
の一通りを行う企業の多くは、実用化研究の成果や研究開
発プロセスについての記事を社内向け刊行物に掲載し、一
般に公開している。産総研が新たに取り組むSynthesiology
でも同様に、実用化研究の成果や研究開発プロセスを、記
事として手厚く取り上げようとしている。したがって、この点
だけを強調してしまうと、企業の技報や社報との本質的な
差異を見い出しにくくなる。
　製品化を意識する以前からの基礎研究にもとづく、研究
プロセスを論じた論文は、企業の技報や社報の記事とは、
本質的な違いがあるはずである。また仮に、Synthesiology
に掲載される論文の多くが産総研内からの投稿であって
も、学会と社会との板挟みにある研究者が、いかなる思考
プロセスをもち、いかに研究を昇華させていくのかという記
事であれば、産総研以外からも多くの共感が得られるはず
である。
　いずれにせよ、新ジャーナルの浮沈についての結論を得
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るには、ジャーナルの今後を見るより他ない。
　一方で、いかなる研究であっても、普遍性をもつ主張を含
んだ成果や研究プロセスであれば、それを文章化して公開
することは十分な価値がある、と言えないだろうか。 

[稲葉] 実用化研究の成果や研究プロセスに話題を限定せ
ず、研究の苦労話を公表する開かれた機会としてとらえる
と、Synthesiologyの独自性と存在価値は主張できるのでは
ないか。その意味では、基礎研究に重点を置いた国内最大
規模の研究機関である産総研には、話題提供が可能な研
究者が多いのではないか。

　コンピュータ黎明期にvon Neumannが書いた有名な 
“First Draft of a Report on the EDVAC”[10]は、第2種
基礎研究の論文、または当為的知識を記載した論文と言え
るだろうか。当時のコンピュータ技術は機密情報の扱いを
受けていた。特に、EDVACの前身であるENIACの詳細を
明らかにする論文は少なかった[11]。Von Neumannの書いた
その論文（草稿）は、当時の最先端技術を解説する技術文
書というより、プログラム内蔵方式のコンピュータ（現在の
コンピュータの原型）のアーキテクチャを、数学者としての
視点で総合的に解説した学術論文に近い。実際に、プログ
ラム内蔵型コンピュータの基本構成要素と基本演算の処理
の流れについて、コンピュータ設計の技術的詳細に立ち入
らず、普遍的であるが概念的な説明をしている。この“First 
Draft”とそれに続く数編のvon Neumann論文の影響によ
り、1948年以降、世界各地にプログラム内蔵型コンピュータ
の誕生がもたらされ、標準的なコンピュータとして世界中に
普及していく[12]。 
　Von Neumannの論文の例は、特殊な事例かも知れない。
しかし、この例から次のような教訓が得られる。第2種基礎
研究の成果を分析整理して再合成（analysis and synthesis）
して得られた学術的考察は、当為的知識と事実的知識の境
界が明確ではない。たとえ事実的知識のみから構成された
論文であっても、論文に込められた著者の主観（subjective 
statement）は、にじみ出てきてしまうのである。
　では当為的知識の論文とは、一体どのようなものだろう
か。従来の科学論文は、事実の積み重ねのみにより結論を
導く事実的知識の論文である。よって、主張の真偽は、特定
の知識領域の上で判定可能である。
　しかし、当為的知識には主観的な主張が含まれる。 
“No ought from an is”（「である」から「べき」は導き出
せない）の立場では、明かな誤りを除き、当為的知識の論文
の主張は、妥当性や真偽さえも最終的な判断は読者に委ね
られる。

　一方、当為的知識と事実的知識は領域不可分であるとい
う立場[13]では、当為的知識の論文とは、社会通念や価値観
などを含む枠組みの中で、事実の積み重ねにより導き出さ
れた結論を述べる機会である。やはり、真偽や妥当性を判
定しにくい部分が生じる可能性はある。
　当為的知識や主観を掲載する論文に対する解釈がいず
れの立場でも、多くの学術論文誌が避けようとした状況を受
け入れて、ようやく当為的知識の論文は発表の機会を得る。
Synthesiologyは、発刊の目的を達成するために、敢えて論
文誌としては困難な状況を受け入れようと宣言している。こ
うした姿勢だけ見ても、論文誌としての独自性があるのでは
ないか。
　次に、扱う論文がさまざまな研究分野に及ぶ点について、
査読プロセスの問題が指摘された。
 
[佐藤] 投稿された論文の査読については、多種多様な製品
分野に関係した論文を対象とする。したがって、査読の質を
どう均一化するのか、査読プロセスや結果をどう公平化す
るのか。

　この点については、査読者と論文執筆者との議論が論文
ごと最後に掲載されており、査読プロセスの透明性は確保
されている。また、査読の質が保たれているかどうかは、そ
の議論の内容を知ることによって確認することができる。さ
らに、客観的に検証可能な誤りは、査読プロセスで取り除
かれるが、主観的な要素を含む主張（結論）の真偽や妥当
性を（1）査読者はどうみるか、（2）最終的な判定を読者に
委ねるか、などを伝えることができる。
　新しいジャーナルが、独自の趣旨を掲げて論文を募集す
るというのは、傍目から見れば独善的かも知れない。しか
し、その趣旨に賛同し、ジャーナルの存在価値を高めようと
する人が、産総研外に多く生まれれば、Synthesiologyの背
景にある産総研の理念も含め、ジャーナルとしての存在は正
当化される。 

[南] そのためには、ジャーナルとしての認知度を上げること
が先なのか、それともジャーナル発刊の趣旨を理解してもら
うことが先なのか。

　ニワトリが先か、タマゴが先か、という議論には結論がな
い。むしろ、なぜ産総研では、基礎研究、応用研究、設計開
発という分類ではなく、第1種基礎研究、第2種基礎研究、
製品化研究と分類するのかなど、産総研が独自に提唱する
概念をいかに定着させるかを考える方が、ジャーナルの議論
より先かも知れない。 
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7　むすび 
　CSセミナーでの討論会を通じて、Synthesiology発刊が
意味するジャーナルの観念的な目的に触れる機会が得られ
た。また、検討すべき問題や将来に向けての課題のいくつ
かも明らかになった。容易に解決可能な問題ではない。しか
し、これらの問題を、今後どのように解決していくかが、新
ジャーナルSynthesiologyの成功の鍵を握るのは確かであ
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「シンセシオロジー」創刊記念シンポジウム

シンセシオロジー編集委員会

　2008 年 5 月13 日、秋葉原コンベンションホール（東京都千代田区）において、「シンセシオロジー―構成学」創刊記念
シンポジウム“個の「知」から全の「知」へ―そのシナリオの共有と蓄積について”が開催され、産業界を中心に 330 名を
超える方々にご参加いただきました。シンポジウムでは、小野 晃 シンセシオロジー編集委員長の挨拶の後、野間口 有 三
菱電機株式会社取締役会長から「基礎研究、その今日的意義」と題し、また中島 秀之 公立はこだて未来大学学長から

「構成的方法論と学問体系」と題してご講演いただきました。引き続き、経済ジャーナリスト柏木 慶永氏をモデレーターに、
広瀬 研吉 科学技術振興機構理事、木村 英紀 横断型基幹科学技術研究団体連合会長、上田 完次 東京大学教授、前田 
拓巳 株式会社島津製作所技術推進部長、持丸 正明 産総研デジタルヒューマン研究センター副研究センター長、赤松 幹
之 シンセシオロジー編集委員会編集幹事をパネリストに、「技術の統合と共有の方法論について」をテーマとしたパネルディ
スカッションが行われました。最後に、吉川 弘之 産総研理事長が総括・閉会挨拶をしました。当日の各挨拶、ご発言、
コメント等の要約（本誌編集委員会作成）を以下に記します。

個の「知」から全の「知」へ ー そのシナリオの共有と蓄積について 

小野 晃　シンセシオロジー編集委員会委員長【開会
挨拶】

イノベーションの推進には、
基礎研究の成果をどのように効
果的に社会あるいは産業に結
びつけていくかが重要です。私
たちは、研究における最初の発
見や発明のところを第 1 種基礎
研究と名付け、そこから現実の
製品に至る過程での異なる領
域にまたがる構成的・統合的研究を第 2 種基礎研究とする
ことを提唱しています。第 2 種基礎研究の部分は、研究に
とっては非常に困難な時期であり、「悪夢の時代」とか「死
の谷」とも呼ばれます。そこに技術的な観点から、あるい
は研究者側から積極的に取り組むことが大事ですし、悪夢
の時代をいかに乗り越えるかというところに研究開発型独
立行政法人の大きなミッションがあります。基礎研究の大
きな担い手である大学、製品化への担い手である企業との
連携の必要性も同時に認識しています。

このような背景のもとに、第 2 種基礎研究をより深く掘
り下げ、それを社会や産業界の方にもご理解いただこうと、
雑誌「シンセシオロジー」を創刊しました。現在の科学技
術は細分化された分野ごとに学術誌が刊行されています。
しかし、現実の製品とか、社会に出て行く技術は、多様な
分野の技術を統合していかざるを得ません。多様なディシ
プリンを統合する研究者には細分化された学術誌では不
十分ですし、また、先端的なアカデミアの雑誌は産業界と
か社会の人々が読めるような形になっていないという問題

意識もあります。「シンセシオロジー」では、科学技術の全
分野を対象に、第 2 種基礎研究のプロセスと成果を記述
します。読者としてはいわゆるアカデミアの研究者だけでな
く、産業界、社会の研究者、技術者の方 を々想定しています。

論文の記述上のポイントが幾つかあります。まず、研究
目標の設定では社会的な意義や価値を科学技術の言葉で
書くということで、従来のイントロダクションをより精緻にし
たものになります。次が最も大事な点で、研究目標を達成
するためのシナリオを書くこと、つまりどういう要素技術を
組み合わせたり開発したりしながらいくのかという、研究者
としての夢の達成の道筋を研究者自らが開示していこうと
いうことです。要素技術選択の理由や、組み合わせにおけ
る問題なども記します。著者と査読者との議論を載せてい
る点については、大変面白いという反応をいただいていま
す。第 2 種基礎研究をどのように論文として記述するか、
査読者と著者との議論の公開を通じて進化させていきたい
と思います。
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 野間口 有　三菱電機株式会社取締役会長【招待講
演：基礎研究、その今日的意義】

およそ 20 年前、欧米にキャッ
チアップするまで、日本は技術
導入期でした。基礎研究およ
び技術的に立証されたものを導
入する形で、投資効率は高く、
品質と生産性で強い経済力を
つけました。その後、バブル
経済の終焉を経て、先導型の
R ＆ D に移行したと言えます。ただ企業がすべて自前の R
＆ D をやるわけではなく、産学官連携などを広くやろうとい
う時代です。新しい技術も市場形成も自ら生み出さなけれ
ばなりません。社会における法整備なども絡め、大変な努
力を必要とする点で、先導型 R ＆ D はキャッチアップ型 R
＆ D と大きな違いがあります。

先導型 R ＆ D を進めるには基礎研究は重要ですが、市
場経済の中で民間企業ではどうしても製品化研究の比重が
大きく、「死の谷」の存在は投資効率の障害になります。そ
こで三菱電機は今やオープンイノベーションの体制をとって
います。1 つは産学官連携で、内外のアカデミアの基礎研
究成果を活用しようという取り組み。もう1つは他の企業と
の連携も行っていこうということです。また、事業、知財、
R ＆ D の三位一体経営を指向しています。事業戦略を立て
るとき、製品や販売といった点だけではなく、その事業を
支える R ＆ D 能力の位置づけを行い、これまで蓄積して
きた知財をどれだけ活用できるかを経営レベルでも把握し
ます。核となる技術と知財を重視して事業をやっていくとい
うことです。三菱電機では 5 つのセグメントがあり、その
中で技術的なシナジーを活かした強い電機・電子事業の複
合体をうたっています。もちろん経営は技術的なものだけ
ではありませんから、全社の知財を共有・活用し、21 世紀
の社会動向、技術ロードマップなどを考えながら、今後の
50 年 100 年を目指しています。

歴史の長い企業ではどうしても組織間に壁ができ、1 つ
の知が全体の知になりません。それをコーポレート（開発
本部など）のところで見渡すようにして全体の知にする仕組
みとしています。そうすると、R ＆ D が引っ張る事業が生
まれることもあれば、知財の分析から事業戦略の提案が
なされることもあります。R ＆ D には新製品や新技術の創
出のほかに、生産性の向上、論文発表や標準化という期
待もあります。特に国際標準は大事で、それを成果として
提案できるよう、産学官連携で取り組みたいと思います。
環境対策や品質改善活動でも横の連携をとって進めていま
す。先導型 R ＆ D の時代では成果もまた多様で、単に目

に見える有用物だけではなく、世界の人から尊敬される日
本生まれの知的財産やルール、そういうものがあるから安
心してそれを使えると言ってくれるような成果を出すことも
大変重要ではないかと思います。

 
中島 秀之　公立はこだて未来大学学長【招待講演：構

成的方法論と学問体系】
構成学の方法論をお話しする

に当たり、最初に言葉の問題
に触れます。科学とサイエンス
という言葉がありますが、どう
も１対１に対応していません。
英語のサイエンスからアートを
引いた部分が一般に日本語で
科学と呼ばれていて、ここが第
1 種基礎研究に相当し、サイエンスとアートのオーバーラッ
プする部分が工学や第 2 種基礎研究になるだろうと理解し
ています。日本語の芸術はアートからサイエンスを抜いた部
分かと思います。もう1 つは、視点をどこに置くかというこ
とで、研究者がシステムの外から観察するのが自然科学の
方法論です。これに対して、研究者が中に入っている内部
観察の視点があり、実は構成的なシステムを作る、もしく
は構成的にシステムを作るというのは内部観察にならざるを
えません。

言葉の問題は言い換えれば文法とか構文の問題であ
り、視点の位置に関係しますし、思考をも規定していると
考えられます。例えば、りんごを離れた位置から“もの”と
して見る場合は客観的な見方になりますし、りんごが落ち
る“こと”というときはその動きを経験する立場になります。
別の例を挙げると、川端康成の「雪国」は「国境の長いト
ンネルを抜けると雪国であった。」で始まります。この英訳
の 1 例は “The train came out of the long tunnel into 
the snow country.”で、原文における話者あるいは読者
の視点は列車の中にあり、英訳では外から列車を見ていま
す。システム内視点と客観的視点です。

では構成的方法論とはどんな分野を扱うのか。例えば、
複雑系、それから実験不可能な宇宙論や進化論。これら
は多層システムであり、従来の分析的科学では幾つかの層
をまとめて理解する方法論にはなっていません。そこでどう
するのかというと、「ある現象が現れるのを期待する」とか
「出てくるのを期待する」方法で、これこそ構成的方法論、
あるいはイノベーションの唯一の方法論ではないかと考えて
います。すなわち、トライアル＆エラーで、生成と選択を繰
り返す方法論です。構成では部品集めから始め、モデル
か試作品をとにかく作り、途中で分析を行い、改良を加え
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ていく、このように言うこともできます。構成と分析は単純
な逆方向ではなく、入り組んだ、強いて言えば 90 度違う
方向を向いているのだと思います。

実はほとんど全ての生成物には環境との相互作用が絡ん
でいて、構成を難しくしています。進化も環境との相互作用
で変化していくものです。製品でいえば、ユーザーの使い
方や反応に相当する部分です。したがって、作ってから分
析し、評価し、フィードバックさせていく、そういうループ
を何回も回すのが構成的な方法であると言えます。

 
広瀬 研吉　科学技術振興機構理事【パネルディスカッ

ションコメント】
研究者側と企業側の間に横

たわる悪夢の時代を乗り越えて
いくために、もし研究者側と企
業側の結びつきに困難がある
とすれば、そこには JST のよう
な科学技術の振興を担う機関
の果たすべき役割があります。
JST は、悪夢の時代をつなぐ
いろいろな仕組みを用意していますが、今回のシンセシオ
ロジー誌の論文にある、社会還元に向けた関門をどうクリ
アしていくのかについての記述を踏まえていけば、悪夢の
時代を乗り越えるための仕組みをさらによく考えていけるの
ではないかと思います。つまり、研究者の持っている研究
成果というのは、特許前のもの、特許手続中のもの、特許
成立後のものというようにいろいろな段階がありますが、
それぞれの段階に応じた仕組みを考えていこうというもの
です。企業の側にもいろいろな幅がありますから、企業の
状況や幅を見ながら仕組みを考えて、よりきめ細かくやって
いくことが重要と思っています。JST の取り組みは、大きな
意味では研究者側と企業側の間をできるだけ狭めていく、
つなげていくということですが、もっとそれが重なるように
できないのかと考えています。例えば、一方で物質探索を
しながら、もう一方で生産工程の研究をほとんど同時に検
証しながらやっていくことができないか、こういう並行的な
研究にチャレンジしたいと考えています。

シンセシオロジーに期待することの第 1 点は、第 1 種基
礎研究の成果を製品化し、社会に還元していくには、いろ
いろな要素を組み合わせて取り組んでいくことが必要です
ので、シンセシオロジーの内容はまさにそれを世の中にき
ちんと示すことなのではないかということです。第 2 点は、
成果を社会に還元するに当たって通るべき関門、それが大
量生産なのか、標準化、規格なのか、また、コスト低減、
エネルギー消費の低減なのかなどを丁寧に示すことです。

そうすれば悪夢の時代に橋をかける役割を担おうとする者
にとって大いに役立ちます。第 3 点目は、研究者、特に大
学の先生方は、つい理論や計算のほうに、雑誌もサイエン
スやネイチャーに向きがちであると感じています。そこで、
研究者の側から社会に還元するための努力について、シン
セシオロジーでステータスが与えられれば非常に意味のあ
ることです。科学技術を振興する立場として科学技術の研
究開発と知財戦略をどう結びつけていくのかが課題になっ
ていますので、そういうところにもシンセシオロジーが取り
組んでいただければと思います。

木村 英紀　横断型基幹科学技術研究団体連合会長、
独立行政法人理化学研究所理研ＢＳ I−トヨタ連携セン
ター長【パネルディスカッションコメント】

制御工学における制御理論
では、1960 年前後に、現代制
御理論という非常に抽象的な
概念が生まれました。これは
制御系の設計に制御対象の数
学モデルを使う非常に数学オリ
エンテッドな方法です。アメリ
カでも軍と宇宙を除けば、産
業界ではほとんど使われませんでした。それが日本でも使
われるようになった決定的な理由の 1 つは、ロバスト制御
が発達したからです。ロバスト制御はモデルが不確かでも
いいから使える理論で、これを一生懸命やったからです。
実際の工場で動いているプラント、あるいは製品になって
いる制御系というのは、ごちゃごちゃした、泥くさいもので
すが、それでもちゃんと理論を使って設計できることが示
されたのです。現在では、制御理論が非常にたくさん使わ
れ、例えば、ロボットの歩行というのは制御理論そのもの
になっている感があります。

さて、シンセシオロジーに期待したいのは、理論が出て
きて、それが使えるためには何を克服したらいいのかとい
うことです。学問論の視点から述べますと、まず議論にな
るのが認識科学と設計科学です。認識科学というのは伝
統的なサイエンス、特に自然科学を中心とした世界を知る
ためのサイエンス。一方、設計科学は対象を構成するた
めのサイエンスでシンセシオロジーと相通ずるものがありま
す。認識科学の方々が世の中では圧倒的に強く、ベーコン
以来の確立された方法論を持っています。彼らは仮説を立
てる、その仮説を実験によって検証するというループを回
し、間違っていれば次の仮説を立てます。一方の設計科学
には対応するものがあるのか。ベーコン流の仮説、検証の
ループを回すのに対応する設計科学の方法論、これが実は
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ないところが、設計科学あるいは構成学の弱みになってい
ます。設計科学にもそれに対応するものがあると言ってい
る方もいます。事実命題に対して価値命題というのを作る。
価値命題を、物を作ることによって試して、価値命題が満
たされるか満たされないかでループを回すというような考え
方です。

横幹連合も「横幹」という雑誌を去年から出しました。
また、横幹連合はコンファレンスを隔年、総合シンポジウム
も隔年でやっています。そこでは、本当にいろいろな学会
の人たちが出てきて、議論が発展しています。シンセオロジー
のコンファレンスもやられたらいかがでしょう。そのときに
は横幹連合も呼んでいただければありがたいです。もう1
つ、実は私ども「コトつくり宣言」というのを横幹連合で発
しました。これはモノつくりもいいけれども、これからはコ
トつくりが必要ではないかというものです。「コトつくり」は
悪夢の時代を乗り越えるための方策にもなりえるのではな
いでしょうか？

上田 完次　東京大学教授【パネルディスカッションコ
メント】

シンセシスとアナリシスを整
理してみますと、まず、物質の
根源を解明するというのは全体
としての存在が既にあるわけ
ですから、まさに分解していっ
て、それは何かということ、つ
まりアナリシス・バイ・アナリシ
ス。アナリシスというのは、分
析と同時に、理解したい、わかりたいという意味も含んで
いて、シンセシスは、統合する、構成すると同時に、何か
作るということを含んでいます。つまり、方法論としてのア
ナリシスとシンセシス、それから対象としてのアナリシス、
シンセシスという見方があるわけで、４つの象限が描けま
す。シンセシス・バイ・アナリシスという場合は、分析的な
学問というものがあって、それを合成して新しいものを作る
という立場。現状の工学的なものはそれにのっとっていま
す。それが正しいかどうかは、世の中に出して、市場でセ
レクションされ、役に立つかどうかで検証されます。アナリ
シス・バイ・シンセシスでは、失敗や間違いを含めて何かを
やってみる。それで科学的な発見をするような研究者も出
てきます。合理的な、演繹的な手法では、この試みという
のは、演繹的に理屈があって、これだからこれをやるとい
うことでやるわけです。シンセシス・バイ・シンセシスとい
うのは、理屈はわからないけれども、どれだけの合理性を
持って試行錯誤できるか、そのあたりが 1 つの重要なシン

セシスというものの方法論の「そうでないものではできない
もの」ということを主張できる根拠がありそうな気がします。

人間というのは何か新しいものを作るということと、不思
議に存在するものを不思議だから理解したいという両方が
あります。シンセシオロジー誌で全てをターゲットにすると
いうのであれば、存在しているものの不思議を解明すると
きに、個別学で到達する深さ以上に、バイ・シンセシスで
それができるのかというところができたらすごいです。それ
から、新しいことを作るということも、理屈は何であれ、
世の中にはいろいろ有用なものができてきているわけです
から、それに対してシンセシス・バイ・シンセシスでもって、
社会にとってより有益なもの、経済的価値も含めた価値を
生み出すことができるのか、それらがこのジャーナルの中
から出てくる、あるいは、そういう論文を扱ったということ
ができればすごくいいなと、少し期待を込めて気になって
います。

 
前田 拓巳　株式会社島津製作所技術推進部部長【パ

ネルディスカッションコメント】
企業においては、本当の意

味での基礎研究はなかなかや
る余裕はありませんが、5 年先
10 年先をにらんだ研究、それ
を使った先端的な、非常に挑
戦的な製品を開発しようとした
場合、産学の連携で国のプロ
ジェクトなども利用しながら研
究して、その成果を新しい製品、画期的な製品に結びつけ
ようという動きが大きくなってきました。ただ、こういうも
のが終わった段階ですぐに新製品が出るわけではありませ
ん。やはり新しい製品であればあるほど、いきなり市場に
出すのではなく、例えばユーザーのところに持って行って
ベータサイト評価やいろいろな実証データを得ていく、そ
の中でデータを積み上げ、性能を確認していくことが必要
になります。先を見た研究であればあるほど、それを製品
に結びつけるまでの間に時間的なギャップが存在します。
企業にとって将来非常に大きな製品になるであろうという研
究、このあたりに「悪夢の時代」があるだろうと思います。

「島津評論」は 1940 年に発刊されました。古い歴史は
ありますが、企業の技術誌ですから、やはりほとんどが新
製品の技術紹介という内容になっています。できるだけお
客様に有効性をアピールして使っていただくというのが基本
的なスタンスです。他企業のいろいろな技術誌と比べると
技術寄りの色彩の強い雑誌で、年２回発行しています。例
えば、医療とか環境分析とかの特集を組み、特集論文と
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一般論文という形で出しています。毎号 10 編から10 数編
の論文を掲載し、約 3000 部をいろいろな機関や社内に配
付しています。技術誌はいろいろなビジネストークに使った
り、共同研究するときの取っかかりの資料とすることで、
別刷りも用意して活用しています。

シンセシオロジーには、研究開発の成果を社会に活かす
ための方法論を記すという目的があるようですが、シナリオ
をきっちり作って研究するという姿勢は、当社の中の研究
部門の特に若手の教育にも非常に意味があるのではないか
という気がします。企業の研究部門は、研究のための研究
といいますか、本当に研究が企業にとってどういう役に立
ち、最後にどういう形になるのかを明確にイメージして、そ
のために最短距離でいくにはどういうシナリオで研究してい
くのか、何を押さえていかなければいけないのかを、とも
すれば余りよく考えないで研究をしているというのがまま見
られます。やはり研究をするときには、研究者が自分なり
に十分考えた上でシナリオを作ってやってみる、だめだった
らまた考え直すという、常にそうやって考えて研究をする、
開発をするということが必要になってきます。そういう考え
方を教え込むのに、シンセシオロジーは非常に役立つのか
なと思えてきました。

 
持丸 正明　産総研デジタルヒューマン研究センター

副研究センター長【パネルディスカッションコメント】
産総研の研究の 1 つの特徴

は、要素技術を研究するだけ
ではなく、それらを組み合わせ
構成してみるということです。
私の例では構成したものを実社
会に出す、そして実社会で動か
した結果を観測、分析してみる
ことです。私は足の形の研究を
ずっとやっていて、ある企業と一緒に足の形を測る機械を
開発しました。世界中で 1 万足ぐらいのデータをアーカイブ
し続けていますが、なかなか終わりません。実際に社会に
出してみると、わからない問題がようやく見えてきて、それ
に対して技術開発や必要なときは政策提言をしたりして動
かなくてはいけない、つまり“手離れ”悪く研究をする、面
倒見続けるということになります。

シンセシオロジーでの査読についてはオープンになる査
読は初めてで、まず緊張しましたし、かなり多くの時間を
費やしました。著者と率直に話し合い、こんな点をもう少
し強調すると面白いのではないかということも含めて、査読
のやりとりはなかなか面白いと感じました。一方、執筆を
依頼されたときは、また所報を作るのかと思いましたが、

説明を聞いてみるとコンセプトが面白く、大変新しいことを
えらく古い方法、つまり論文誌という方法でやるのだなと思
いました。実際書いてみて難しかったのは、研究プロセス
を一般化するために書くということ。研究上でどうやって手
段を選び、構成していったかという方法論は書いたことが
ありませんでした。査読者とのやりとりも踏まえながら改め
て考えてみると、どうもあまり合理的ではなかったかなと思
うこともありました。それから、一般化は、残念ながら自
分でもできたような気はしません。また、学術性を担保し
つつ、異分野の読者にもどうしたら面白いと感じていただ
けるか、読者の理解をどう得るかは、やはり執筆者として
苦労しました。技術的に難しかった点の 1 つは、企業との
守秘情報をどう取り扱うかということで、共同研究先企業
と率直に話をして、判断しながら論文を構成しました。

シンセシオロジーそのものが悪夢の時代を迎えないよう
にするのが大事です。アーカイブすれば構成学は自然と構
成されるのかというと、そうではありませんし、一般論を
抽出し切れないところもあります。そういうところをワーク
ショップとしてやってみると面白いのではないでしょうか。
シンセシオロジーのレベルとかステータスを守るために、厳
しい査読をしなければならないケースも出てくるでしょう。
そういうことも含めて、まだまだ乗り越えなければならない
山が幾つかあると感じています。

 
赤松 幹之　シンセシオロジー編集委員会編集幹事【パ

ネルディスカッションコメント】
新ジャーナルに名前をつける

とき、研究成果を社会に活か
すには統合や構成がキーワー
ドになると考え、「構成」に対
応するギリシャ語のシンセシス
に、「学」を表すロジーを付け
「シンセシオロジー」にしまし
た。シンセシオロジーは新しい
タイプの学術誌と言えます。シーズとして転がっている研究
成果を実際に使えるようにするためのプロセスやどう育てた
らいいか、すなわち方法論を論文という形で収録するので
す。知の共有を行うのがジャーナルという媒体だとすれば、
物事を構成していく方法論を記録に残し、土台となるもの
をつくりたいというのがシンセシオロジーの基本的な考え方
です。シンセシオロジーでは全分野を対象に、どういうふ
うに構成して社会の役に立てるようにしていくか、そういう
ことの共通的な方法論を見出すというのがポイントです。ま
た論文の査読プロセスと査読者の氏名を公開しています。
公開することによって査読者側は言わば読者の代表の立場

（64）−
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になり、研究成果の使われ方が読者から見て十分納得でき
るものかどうかという観点で論文を読むのです。読者から
見て一体何が大事なのかを考えながら査読者は意見を著者
に返し、著者との意見交換を通じて分野外の人でも読める
ストーリーのしっかりした論文がまとまります。

さて、従来の研究者というのは、正しく分析し、正しい
方法論で確実に結論を出していく、いわば厳密に科学的な
方法論を適用して真理を見出す能力がある人だと思うので
すが、それに対して、社会に科学的な知見を役立てるとい
う観点からシンセシオロジーの論文を書ける人は、科学的
な発見を社会にどのように持って行くと社会に役に立つか
を意識して研究のできる人間となります。社会に役に立つ
ためには何をしなければいけないかを強く意識する、指向
性がはっきりしている人ですし、かつ、全体を見渡して、こ
の成果に加えるためあと何をしなければいけないか、そう
いう研究を進めるパースペクティブな能力を持つ研究者が
シンセシオロジーに論文を書けると思います。

このように考えますと、シンセシオロジーを、研究能力
の 1 つとしての研究に対するパースペクティブ能力をアピー
ルする場にも使っていただきたいと思います。それは大学
の先生でも、企業の方でもいいです。企業では、自分の研
究所の人間がこういう論文を書けるということは、その人が
成果をいかにして次の研究につなげていけるかを考えられ
る、そういう能力を持っている研究者だと上司の方がわかっ
ていただけるとか、そういった使い方も非常に大事なこと
ではないか。これまで持っていた研究者に対する評価軸と
は違う軸で研究者を評価するということにシンセシオロジー
使っていただけないだろうかと思います。

 
吉川 弘之　産総研理事長【総括・閉会挨拶】
研究の、あるいは研究者とし

ての“悪夢”とは何なのかを考
えると、方法論がなかなか見え
てこないという状況に遭遇して
いることです。こういう状況は
工学系の人たちは皆経験してい
ることですが、現代という時代
そのものが方法論の見えない
状況にあるような気がしています。なぜかというと、今、
環境の時代が来たと言うものの、環境問題は、昔から指
摘され、警告されてきているのです。ただし、発見があり、
事実が解明され、警告があっても、どう行動すべきかはま
だわかっていません。問題を解決する方法が分からないと
いう状況が社会全体として起こってしまっているということ
です。普通、温暖化がわかればそれを停止する方法がある

というのが調和的な構造ですが、そうならないところに科
学の 1 つの不十分性、科学の考え方の限界があります。人
間と自然との関係はどうなのかを扱う自然観という言葉が
あるように、人工物とはいったい何なのかを総体として考
える人工物観がなければなりません。人間が人工物を作っ
てきたことによって今の状況があるのですから。

私たちがぶつかる思考過程とか研究過程の“悪夢”が社
会現象にまでなってくると、それをやはり一人ひとりの行動
に立ち返って考えてみる必要があります。どうすればいい
のか、今日のディスカッションで面白かったのは「手離れの
悪い研究」という表現です。研究成果を世の中に出してみ
ると、それが 1 つの新しい研究テーマになって、後はもう
知りませんとは言えなくなります。そこにはやはり循環とい
う経路があり、研究が研究論文として出て行くだけではな
く、その結果がどうなったかという世の中から再び返ってく
ることを見届けるという基本的な態度が必要です。したがっ
て、大きな社会的な仕組みの中では、ある人工物が社会で
使われ、その結果がどうなったかを観察し、ある種の価値
判断を下して次に何を提案していくか決めなければなりま
せん。

さて、このような様々な背景のあることを基にして「シン
セシオロジー」を見てみますと、人間の行為、研究者の行
為が社会の利益や価値とどう結びついているか、そうい
う第 2 種基礎研究の過程を可視化するための雑誌だと位
置づけられます。その書き方はまだ確定していませんが、
執筆者と査読者の議論を通じて両者が対話するという“進
化”の構造を持っています。これは明らかに 1 つの情報の
循環であり、ループを実現する1つの手段だと言えます。「シ
ンセシオロジー」は 1 つの雑誌にすぎませんが、科学のあ
り方、あるいは研究と社会との関係ということについて一石
を投じる意味があることを、ぜひご理解いただきたいと思
います。

（65）−
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編集方針
シンセシオロジー編集委員会

本ジャーナルの目的
本ジャーナルは、個別要素的な技術や科学的知見をいか
に統合して、研究開発の成果を社会で使われる形にしてい
くか、という科学的知の統合に関する論文を掲載すること
を目的とする。この論文の執筆者としては、科学技術系の
研究者や技術者を想定しており、研究成果の社会導入を目
指した研究プロセスと成果を、科学技術の言葉で記述した
ものを論文とする。従来の学術ジャーナルにおいては、科
学的な知見や技術的な成果を事実（すなわち事実的知識）
として記載したものが学術論文であったが、このジャーナ
ルにおいては研究開発の成果を社会に活かすために何を行
なえば良いかについての知見（すなわち当為的知識）を記
載したものを論文とする。これをジャーナルの上で蓄積する
ことによって、研究開発を社会に活かすための方法論を確
立し、そしてその一般原理を明らかにすることを目指す。さ
らに、このジャーナルの読者が自分たちの研究開発を社会
に活かすための方法や指針を獲得することを期待する。

研究論文の記載内容について
研究論文の内容としては、社会に活かすことを目的として
進めて来た研究開発の成果とプロセスを記載するものとす
る。研究開発の目標が何であるか、そしてその目標が社会
的にどのような価値があるかを記述する（次ページに記載
した執筆要件の項目1および 2）。そして、目標を達成する
ために必要となる要素技術をどのように選定し、統合しよ
うと考えたか、またある社会問題を解決するためには、ど
のような新しい要素技術が必要であり、それをどのように
選定・統合しようとしたか、そのプロセス（これをシナリオ
と呼ぶ）を詳述する（項目3）。このとき、実際の研究に携
わったものでなければ分からない内容であることを期待す
る。すなわち、結果としての要素技術の組合せの記載をす
るのではなく、どのような理由によって要素技術を選定した
のか、どのような理由で新しい方法を導入したのか、につ
いて論理的に記述されているものとする（項目4）。例えば、
社会導入のためには実験室的製造方法では対応できない
ため、社会の要請は精度向上よりも適用範囲の広さにある
ため、また現状の社会制度上の制約があるため、などの
理由を記載する。この時、個別の要素技術の内容の学術
的詳細は既に発表済みの論文を引用する形として、重要な
ポイントを記載するだけで良いものとする。そして、これら
の要素技術は互いにどのような関係にあり、それらを統合

するプロセスにおいて解決すべき問題は何であったか、そ
してどのようにそれを解決していったか、などを記載する（項
目5）。さらに、これらの研究開発の結果として得られた成
果により目標にどれだけ近づけたか、またやり残したこと
は何であるかを記載するものとする（項目6）。

対象とする研究開発について
本ジャーナルでは研究開発の成果を社会に活かすための
方法論の獲得を目指すことから、特定の分野の研究開発
に限定することはしない。むしろ幅広い分野の科学技術の
論文の集積をすることによって、分野に関わらない一般原
理を導き出すことを狙いとしている。したがって、専門外の
研究者にも内容が理解できるように記述することが必要で
あるとともに、その専門分野の研究者に対しても学術論文
としての価値を示す内容でなければならない。
論文となる研究開発としては、その成果が既に社会に導
入されたものに限定することなく、社会に活かすことを念頭
において実施している研究開発も対象とする。また、既に
社会に導入されているものの場合、ビジネス的に成功して
いるものである必要はないが、単に製品化した過程を記述
するのではなく、社会への導入を考慮してどのように技術を
統合していったのか、その研究プロセスを記載するものと
する。

査読について
本ジャーナルにおいても、これまでの学術ジャーナルと
同様に査読プロセスを設ける。しかし、本ジャーナルの査
読はこれまでの学術雑誌の査読方法とは異なる。これまで
の学術ジャーナルでは事実の正しさや結果の再現性など記
載内容の事実性についての観点が重要視されているのに対
して、本ジャーナルでは要素技術の組合せの論理性や、要
素技術の選択における基準の明確さ、またその有効性や
妥当性を重要視する（次ページに査読基準を記載）。
一般に学術ジャーナルに掲載されている論文の質は査読
の項目や採録基準によって決まる。本ジャーナルの査読に
おいては、研究開発の成果を社会に活かすために必要な
プロセスや考え方が過不足なく書かれているかを評価する。
換言すれば、研究開発の成果を社会に活かすためのプロ
セスを知るために必要なことが書かれているかを見るのが
査読者の役割であり、論文の読者の代弁者として読者の知
りたいことの記載の有無を判定するものとする。
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通常の学術ジャーナルでは、公平性を保証するという理
由により、査読者は匿名であり、また査読プロセスは秘匿
される。確立された学術ジャーナルにおいては、その質を
維持するために公平性は重要であると考えられているから
である。しかし、科学者集団によって確立されてきた事実
的知識を記載する論文形式に対して、なすべきことは何で
あるかという当為的知識を記載する論文のあり方について
は、論文に記載すべき内容、書き方、またその基準などを
模索していかなければならない。そのためには査読プロセ
スを秘匿するのではなく、公開していく方法をとる。すなわ
ち、査読者とのやり取り中で、論文の内容に関して重要な
議論については、そのやり取りを掲載することにする。さ
らには、論文の本文には記載できなかった著者の考えなど
も、査読者とのやり取りを通して公開する。このように査読
プロセスに透明性を持たせ、どのような査読プロセスを経
て掲載に至ったかを開示することで、ジャーナルの質を担
保する。また同時に、査読プロセスを開示することによって、
投稿者がこのジャーナルの論文を執筆するときの注意点を
理解する助けとする。なお、本ジャーナルのように新しい
論文形式を確立するためには、著者と査読者との共同作業
によって論文を完成さていく必要があり、掲載された論文
は著者と査読者の共同作業の結果ともいえることから、査
読者氏名も公表する。

参考文献について

前述したように、本ジャーナルの論文においては、個別
の要素技術については他の学術ジャーナルで公表済みの論
文を引用するものとする。また、統合的な組合せを行う要
素技術について、それぞれの要素技術の利点欠点につい
て記載されている論文なども参考文献となる。さらに、本
ジャーナルの発行が蓄積されてきたのちには、本ジャーナ
ルの掲載論文の中から、要素技術の選択の考え方や問題
点の捉え方が類似していると思われる論文を引用すること
を推奨する。これによって、方法論の一般原理の構築に寄
与することになる。

掲載記事の種類について
巻頭言などの総論、研究論文、そして論説などから本
ジャーナルは構成される。巻頭言などの総論については原
則的には編集委員会からの依頼とする。研究論文は、研
究実施者自身が行った社会に活かすための研究開発の内
容とプロセスを記載したもので、上記の査読プロセスを経
て掲載とする。論説は、科学技術の研究開発のなかで社
会に活かすことを目指したものを概説するなど、内容を限
定することなく研究開発の成果を社会に活かすために有益
な知識となる内容であれば良い。総論や論説は編集委員
会が、内容が本ジャーナルに適しているか確認した上で掲
載の可否を判断し、査読は行わない。研究論文および論
説は、国内外からの投稿を受け付ける。なお、原稿につい
ては日本語、英語いずれも可とする。

執筆要件と査読基準

1

6

5

4

3

2

研究目標
研究目標（「製品」、あるいは研究者の夢）を設定し、記述
する。

研究目標が明確に記述されていること。

研究目標と社会との
つながり

研究目標と社会との関係、すなわち社会的価値を記述する。
研究目標と社会との関係が合理的に記述さ
れていること。

要素の選択

研究目標を実現するために選択した要素技術（群）を記述
する。
また、それらの要素技術（群）を選択した理由を記述する。

道筋（シナリオ・仮説）が合理的に記述さ
れていること。シナリオ

研究目標を実現するための道筋（シナリオ・仮説）を科学
技術の言葉で記述する。

要素技術（群）が明確に記述されていること。
要素技術（群）の選択の理由が合理的に記
述されていること。

結果の評価と将来の
展開

研究目標の達成の度合いを自己評価する。
本研究をベースとして将来の研究展開を示唆する。

研究目標の達成の度合いと将来の研究展開
が客観的、合理的に記述されていること。

要素間の関係と統合
選択した要素が相互にどう関係しているか、またそれらの
要素をどのように構成・統合して研究目標を実現していっ
たかを科学技術の言葉で記述する。

要素間の関係と統合が科学技術の言葉で合
理的に記述されていること。

7 オリジナリティ 既刊の他研究論文と同じ内容の記述をしない。
既刊の他研究論文と同じ内容の記述がない
こと。

執筆要件 査読基準項目
（2008.01）



1　投稿記事
　原則として、研究論文または論説の投稿を受け付ける。
2　投稿資格
　投稿原稿の著者は、本ジャーナルの編集方針にかなう内
容が記載されていれば、所属機関による制限並びに科学技
術の特定分野による制限も行わない。ただし、オーサーシッ
プについて記載があること（著者全員が、本論文についてそ
れぞれ本質的な寄与をしていることを明記していること）。
3　原稿の書き方
3.1　一般事項
1） 投稿原稿は日本語あるいは英語で受け付ける。査読
により掲載可となった論文または記事は Synthesiology

（ISSN1882-6229）に掲載されるとともに、このオリジナル版
の約４ヶ月後に発行される予定の英語版の Synthesiology - 
English edition（ISSN1883-0978）にも掲載される。このとき、
原稿が英語の場合にはオリジナル版と同一のものを英語版に
掲載するが、日本語で書かれている場合には、著者に英語
版への掲載のための翻訳版の作成を依頼し、翻訳されたも
のを英語版に掲載する。
2）原稿はワープロ等を用いて作成し、A4 判縦長の用紙に
印字する。表紙には記事の種類（研究論文か論説）を明記
する。
3.2　原稿の構成
1） タイトル（含サブタイトル）、要旨、著者名、所属・連絡先、
本文、キーワード（5 つ程度）とする。
2） タイトル、要旨、著者名、所属・連絡先については日本語
および英語で記載する。
3）原稿は、図・表・写真を含め、原則として刷り上り6 頁程
度とする。
4）タイトルは和文で 10 ～ 20 文字 （英文では 5 〜10 ワード）
前後とし、広い読者層に理解可能なものとする。研究論文に
は和文で 15 ～ 25 文字（英文では 7〜15 ワード）前後のサ
ブタイトルを付け、専門家の理解を助けるものとする。
5）和文要約は 200 文字程度とし、英文要約（75 ワード程度）
は和文要約の内容とする。英語論文の場合には、和文要約
は省略することができる。
6）本文は、和文の場合は 9,000 文字程度とし、英文の場合
は刷上りで同程度（3,400 ワード程度）とする。
7）掲載記事には著者全員の執筆者履歴（各自 200 文字程度。
英文の場合は 75 ワード程度。）及びその後に、本質的な寄
与が何であったかを記載する。なお、その際本質的な寄与
をした他の人が抜けていないかも確認のこと。
8）研究論文における査読者との議論は査読者名を公開して
行い、査読プロセスで行われた主な論点について 3,000 文
字程度 （2 ページ以内）で編集委員会が編集して掲載する。

9） 原稿中に他から転載している図表等や、他の論文等から
の引用がある場合には、転載許可等の明示や、参考文献リ
スト中へ引用元の記載等、適切な措置を行う。また、直接
的な引用の場合には引用部分を本文中に記載する。
3.3　書式
1）和文原稿の場合には以下のようにする。本文は「である調」
で記述し、章の表題に通し番号をつける。段落の書き出しは
１字あけ、句読点は「。」および「、」を使う。アルファベット・
数字・記号は半角とする。また年号は西暦で表記する。
2）図・表・写真についてはそれぞれ通し番号をつけ、適切な
表題・説明文（20 ～ 40 文字程度。英文の場合は 10 〜 20 ワー
ド程度。）を記載のうえ、本文中における挿入位置を記入する。
3）図についてはそのまま印刷できる鮮明な原図、または画
像ファイル （掲載サイズで 350 dpi 以上）を提出する。原則
は刷り上りで左右 15 cm 以下、白黒印刷とする。
4） 写真については鮮明なプリント版（カラー可）または画像
ファイル（掲載サイズで 350 dpi 以上）で提出する。原則は
左右 7.2 cm の白黒印刷とする。
5） 参考文献リストは論文中の参照順に記載する。
雑誌 ： ［番号］著者名 ： 表題，雑誌名，巻（号），開始ペー
ジ－終了ページ（発行年）．
書籍（単著または共著） ： ［番号］著者名 ： 書名，開始ペー
ジ－終了ページ，発行所，出版地（発行年）．
4　原稿の提出
　原稿の提出は段刷文書 1 部および電子媒体に原稿提出
チェックシートを添付のうえ、下記宛に提出する。
〒305-8568
茨城県つくば市梅園 1-1-1　つくば中央第 2
産業技術総合研究所　広報部出版室内
　　シンセシオロジー編集委員会事務局
なお、投稿原稿は原則として返却しない。
5　著者校正
　著者校正は 1 回行うこととする。この際、印刷上の誤り以
外の修正・訂正は原則として認められない。
6　内容の責任
　掲載記事の内容の責任は著者にあるものする。
7　著作権
　本ジャーナルに掲載された全ての記事の著作権は産業技
術総合研究所に帰属する。

　
問い合わせ先：
産業技術総合研究所　広報部出版室内
　シンセシオロジー編集委員会事務局
　電話：029-862-6217、ファックス：029-862-6212
　E-mail：synthesiology@m.aist.go.jp
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MESSAGES FROM THE EDITORIAL BOARD

There has been a wide gap between science and society.  The last three hundred years of 
the history of modern science indicates to us that many research results disappeared or 
took a long time to become useful to society. Due to the difficulties of bridging this gap, 
it has been recently called the valley of death or the nightmare stage (Note 1).  Rather than 
passively waiting, therefore, researchers and engineers who understand the potential of the 
research should be active.

To bridge the gap, technology integration (i.e. Type 2 Basic Research − Note 2) of scientific findings for 
utilizing them in society, in addition to analytical research, has been one of the wheels 
of progress (i.e. Full Research − Note 3).  Traditional journals, have been collecting much analytical 
type knowledge that is factual knowledge and establishing many scientific disciplines (i.e. 

Type 1 Basic Research − Note 4).  Technology integration research activities, on the other hand, have 
been kept as personal know-how.  They have not been formalized as universal knowledge 
of what ought to be done. 

As there must be common theories, principles, and practices in the methodologies of tech-
nology integration, we regard it as basic research.  This is the reason why we have decided 
to publish “Synthesiology”, a new academic journal.  Synthesiology is a coined word com-
bining “synthesis” and “ology”.  Synthesis which has its origin in Greek means integra-
tion.  Ology is a suffix attached to scientific disciplines.

Each paper in this journal will present scenarios selected for their societal value, identify 
elemental knowledge and/or technologies to be integrated, and describe the procedures 
and processes to achieve this goal.  Through the publishing of papers in this journal, re-
searchers and engineers can enhance the transformation of scientific outputs into the soci-
etal prosperity and make technical contributions to sustainable development.  Efforts such 
as this will serve to increase the significance of research activities to society.

We look forward to your active contributions of papers on technology integration to the 
journal.

“Synthesiology” Editorial Board 

Synthesiology　Vol.1 No.3（2008） −238　　　　

Message

(69)−



The period was named “nightmare stage” by Hiroyuki Yoshikawa, President of AIST, and historical 
scientist Joseph Hatvany.  The “valley of death” was by Vernon Ehlers in 1998 when he was Vice 
Chairman of US Congress, Science and Technology Committee.  Lewis Branscomb, Professor emeritus of 
Harvard University, called this gap as “Darwinian sea” where natural selection takes place.

Type 2 Basic Research 
This is a research type where various known and new knowledge is combined and integrated in order to 
achieve the specific goal that has social value. It also includes research activities that develop common 
theories or principles in technology integration.

Full Research  
This is a research type where the theme is placed within the scenario toward the future society, and where 
framework is developed in which researchers from wide range of research fields can participate in studying 
actual issues.  This research is done continuously and concurrently from Type 1 Basic Research (Note 3) to 
Product Realization Research (Note 5), centered by Type 2 Basic Research (Note 4).

Type 1 Basic Research
This is an analytical research type where unknown phenomena are analyzed, by observation, 
experimentation, and theoretical calculation, to establish universal principles and theories. 

Product Realization Research
This is a research where the results and knowledge from Type 1 Basic Research and Type 2 Basic Research 
are applied to embody use of a new technology in the society.

Note 1 

Note 2

Note 3

Note 4

Note 5
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Development of regenerative medical 
technology working toward practical 
application
- Construction of human cell processing 
system in view of safety for the purpose of 
clinical application   -

Hajime Ohgushi
Research Institute for Cell Engineering, AIST
Nakoji 3-11-46, Amagasaki  661-0974, Japan
E-mail:  

Recently, technology of regenerative medicine 
which utilizes cells after their proliferation and 
differentiation process has drawn attention. In order 
to utilize the technology for clinical application, 
safety issue of the process as well as usefulness of 
the cells should be confirmed. We analyzed the issues 
and succeeded in utilizing the cells after proliferation 
/ differentiation process for the purpose of therapeutic 
applications.

Development of highly-active hydrodesulfurization 
catalyst for sulfur-free diesel production
- Full research from in-house laboratory 
catalyst to commercial catalyst -

Yuji Yoshimura* and Makoto Toba**
*Research Center for New Fuels and Vehicle 
Technology, AIST
Higashi 1-1-1, Tsukuba 305-8565, Japan
E-mail: 

The need to reduce diesel exhaust emissions requires 
stringent specifications for diesel, in particular, sulfur 
content less than 10 ppm. We have recently developed 
a highly-active hydrodesulfurization (HDS) catalyst 
supported on Al2O3 using some chelating agents. 
Newly developed catalyst was quite unique in 
structure, i.e., consisting of highly dispersed and 
highly crystalline MoS2 nano-particles, etc. This in-
house NiMo/Al2O3 catalyst was further developed as 
a newly commercialized HDS catalyst of LX-NC1. 

Development of massive synthesis method of 
organic nanotube toward practical use

- Integration of molecular design, molecular 
synthesis and safety assessment for materials 
having market competitiveness -

Masumi Asakawa*, Masaru Aoyagi, Naohiro 
Kameta, Masaki Kogiso, Mitsutoshi Masuda, 
Hiroyuki Minamikawa and Toshimi Shimizu
*Nanotube Research Center, AIST
Higashi 1-1-1, Tsukuba 305-8565, Japan
E-mail: 

Since organic nanotubes have excellent dispersibility 
in water, and can encapsulate guest substances, such 
as proteins and nucleic acids, they are expected to 
be applied to various fields. We have planned and 
implemented a strategic scenario to meet various 
requirements, such as large quantity synthesis, 
applications, price competitiveness, safety, etc. to put 
organic nanotubes to practical use. We have designed 
and synthesized the most appropriate amphiphilic 
molecules for the formation of organic nanotubes 
and developed massive synthesis method of organic 
nanotubes by integrating design, synthetic, and self-
assembly technologies.

Development of flexible-printable device 
processing technology
- For achievement of prosumer electronics -

Toshihide Kamata*, Manabu Yoshida, Takehito 
Kodzasa, Sei Uemura, Satoshi Hoshino and 
Noriyuki Takada
*Photonics Research Institute, AIST
Higashi 1-1-1, Tsukuba 305-8565, Japan
E-mail: 

We have worked on the development of the flexible-
pr intable device processing technology as a 
processing technology of information terminal device 
that can make the best use of user's individuality. We 
have succeeded in the development of several low-
temperature printing technologies for flexible active 
devices such as flexible displays and circuits. In this 
research, we have paid attention especially to the 
social requirements for the technology, and positions 
of respective technologies in the total set-up concept. 
We believe that it would contribute to the expansion 
of information technology in the world.
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A new density standard replaced from water
- Using silicon single-crystals as the top of 
traceability in density measurement   -

Kenichi Fujii
National Metrology Institute of Japan, AIST
Umezono 1-1-1, Tsukuba 305-8563, Japan
E-mail: 

In order to measure and calibrate the density, volume, 
and concentration of substances, water has been used 
as a density standard. Not only as a density standard, 
but also for measuring other properties, such as 
specific heat and surface tension, water is often 
used.  Since it became evident that the density of 
water changes depending on its isotopic compositions 
and dissolved gasses in it, silicon single-crystals 
have been considered to be more stable materials 
for measuring the density.  Recently for clarifying 
the traceability in measurement and improving the 
reliability in the products, more precise density 
measurements have been needed in the society 
and industry. Considering these circumstances, 
AIST established a more precise density standard 
system using silicon single-crystals as density 
standard reference materials. Shifting the density 
standard from liquid to solid introduces not only an 
improvement of uncertainty in measurement, but also 

new evaluation techniques for material science and 
new metrological standards for the next generation.

A rationalization guideline for the utilization 
of energy and resources considering total 
manufacturing processes
- An exergy analysis of aluminum casting 
processes   -

Hideki Kita*,  Hideki Hyuga and Naoki Kondo
Advanced Manufacturing Research Institute, AIST
Anagahora 2266, Shimo-Shidami, Moriyama, Nagoya 
463-8560, Japan
E-mail: 

For reducing the environmental burden as well 
as improving the eff iciency in manufacturing, 
it is necessary to find the resources and energy 
consumption process which starts from an individual 
stage and spreads to overall. In this study, first, 
exergy analysis was conducted on the production 
systems of ceramic and steel heat-tubes, which are 
used in molten aluminum, and they were compared. 
Secondly, the same analysis was performed on the 
whole aluminum casting processes. On the basis 
of these results, rationalization guideline for the 
effective use of resources and energy in casting 
process could be obtained.

（72）−



−242　　　　Synthesiology   Vol.1 No.3 (2008) 

Editorial Policy Editorial Policy

Editorial Policy

Synthesiology Editorial Board 

Objective of the journal

The objective of Synthesiology is to publish papers that 
address the integration of scientific knowledge or how to 
combine individual elemental technologies and scientific 
findings to enable the utilization in society of research 
and development efforts. The authors of the papers are 
researchers and engineers, and the papers are documents 
that describe, using “scientific words”, the process and the 
product of research which tries to introduce the results of 
research to society. In conventional academic journals, 
papers describe scientific findings and technological results 
as facts (i.e. factual knowledge), but in Synthesiology, papers 
are the description of “the knowledge of what ought to be 
done” to make use of the findings and results for society. 
Our aim is to establish methodology for utilizing scientific 
research result and to seek general principles for this activity 
by accumulating this knowledge in a journal form. Also, we 
hope that the readers of Synthesiology will obtain ways and 
directions to transfer their research results to society.

Content of paper

The content of the research paper should be the description of 
the result and the process of research and development aimed 
to be delivered to society. The paper should state the goal 
of research, and what values the goal will create for society 
(Items 1 and 2, described in the Table). Then, the process 
(the scenario) of how to select the elemental technologies, 
necessary to achieve the goal, how to integrate them, should 
be described. There should also be a description of what 
new elemental technologies are required to solve a certain 
social issue, and how these technologies are selected and 
integrated (Item 3). We expect that the contents will reveal 
specific knowledge only available to researchers actually 
involved in the research. That is, rather than describing the 
combination of elemental technologies as consequences, the 
description should include the reasons why the elemental 
technologies are selected, and the reasons why new methods 
are introduced (Item 4). For example, the reasons may be: 
because the manufacturing method in the laboratory was 
insufficient for industrial application; applicability was not 
broad enough to stimulate sufficient user demand rather than 
improved accuracy; or because there are limits due to current 
regulations. The academic details of the individual elemental 
technology should be provided by citing published papers, 
and only the important points can be described. There 
should be description of how these elemental technologies 

are related to each other, what are the problems that must 
be resolved in the integration process, and how they are 
solved (Item 5). Finally, there should be descriptions of how 
closely the goals are achieved by the products and the results 
obtained in research and development, and what subjects are 
left to be accomplished in the future (Item 6).

Subject of research and development

Since the journal aims to seek methodology for utilizing 
the products of research and development, there are no 
limitations on the field of research and development. Rather, 
the aim is to discover general principles regardless of field, 
by gathering papers on wide-ranging fields of science and 
technology. Therefore, it is necessary for authors to offer 
description that can be understood by researchers who are 
not specialists, but the content should be of sufficient quality 
that is acceptable to fellow researchers.

Research and development are not limited to those areas 
for which the products have already been introduced into 
society, but research and development conducted for the 
purpose of future delivery to society should also be included. 

For innovations that have been introduced to society, 
commercial success is not a requirement. Notwithstanding 
there should be descriptions of the process of how the 
technologies are integrated taking into account the 
introduction to society, rather than describing merely the 
practical realization process.

Peer review

There shall be a peer review process for Synthesiology, as in 
other conventional academic journals. However, peer review 
process of Synthesiology is different from other journals. 
While conventional academic journals emphasize evidential 
matters such as correctness of proof or the reproducibility of 
results, this journal emphasizes the rationality of integration 
of elemental technologies, the clarity of criteria for selecting 
elemental technologies, and overall efficacy and adequacy 
(peer review criteria is described in the Table).

In general, the quality of papers published in academic 
journals is determined by a peer review process. The peer 
review of this journal evaluates whether the process and 
rationale necessary for introducing the product of research 
and development to society are described sufficiently well . 
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Required items and peer review criteria (January 2008)

Item Requirement Peer Review Criteria

Research goal Describe research goal (“product” or researcher's vision). Research goal is described clearly.

Relationship of research 
goal and the society

Describe relationship of research goal and the society, or its value 
for the society.

Relationship of research goal and the society 
is rationally described.

Selection of elemental 
technology(ies)

Describe the elemental technology(ies) selected to achieve the 
research goal. Also describe why the particular elemental 
technology(ies) was/were selected.

Scenario or hypothesis is rationally described.Scenario Describe the scenario or hypothesis to achieve research goal with 
“scientific words” .

Elemental technology(ies) is/are clearly 
described. Reason for selecting the elemental 
technology(ies) is rationally described.

Evaluation of result and 
future development

Provide self-evaluation on the degree of achievement of research 
goal. Indicate future research development based on the presented 
research.

Degree of achievement of research goal and 
future research direction are objectively and 
rationally described.

Relationship and 
integration of elemental 
technologies

Describe how the selected elemental technologies are related to 
each other, and how the research goal was achieved by composing 
and integrating the elements, with “scientific words” .

Mutual relationship and integration of 
elemental technologies are rationally 
described with “scientific words” .

Originality Do not describe the same content published previously in other 
research papers.

There is no description of the same content 
published in other research papers.7

1

2

3

4

5

6

In other words, the role of the peer reviewers is to see whether 
the facts necessary to be known to understand the process of 
introducing the research finding to society are written out; 
peer reviewers will judge the adequacy of the description of 
what readers want to know as reader representatives.

In ordinary academic journals, peer reviewers are anonymous 
for reasons of fairness and the process is kept secret. That 
is because fairness is considered important in maintaining 
the quality in established academic journals that describe 
factual  knowledge. On the other hand, the format, content, 
manner of text, and criteria have not been established for 
papers that describe the knowledge of “what ought to be 
done.” Therefore, the peer review process for this journal will 
not be kept secret but will be open. Important discussions 
pertaining to the content of a paper, may arise in the process 
of exchanges with the peer reviewers and they will also be 
published. Moreover, the vision or desires of the author that 
cannot be included in the main text will be presented in the 
exchanges. The quality of the journal will be guaranteed by 
making the peer review process transparent and by disclosing 
the review process that leads to publication. 

Disclosure of the peer review process is expected to indicate 
what points authors should focus upon when they contribute 
to this journal. The names of peer reviewers will be 
published since the papers are completed by the joint effort 
of the authors and reviewers in the establishment of the new 
paper format for Synthesiology.

References

As mentioned before, the description of individual elemental 
technology should be presented as citation of papers 
published in other academic journals. Also, for elemental 
technologies that are comprehensively combined, papers that 
describe advantages and disadvantages of each elemental 
technology can be used as references. After many papers are 
accumulated through this journal, authors are recommended 
to cite papers published in this journal that present similar 
procedure about the selection of elemental technologies 
and the introduction to society. This will contribute in 
establishing a general principle of methodology.

Types of articles published

Synthesiology should be composed of general overviews 
such as opening statements, research papers, and editorials. 
The Editorial Board, in principle, should commission 
overviews. Research papers are description of content and 
the process of research and development conducted by the 
researchers themselves, and will be published after the peer 
review process is complete. Editorials are expository articles 
for science and technology that aim to increase utilization by 
society, and can be any content that will be useful to readers 
of Synthesiology. Overviews and editorials will be examined 
by the Editorial Board as to whether their content is suitable 
for the journal. Entries of research papers and editorials 
are accepted from Japan and overseas. Manuscripts may be 
written in Japanese or English.
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Instructions for Authors

“ Synthesiology” Editorial Board

Established December 26, 2007

Revised June 18, 2008

1. Types of contributions
Research papers or editorials should be  submitted to 
the Editorial Board.

2. Qualification of contributors
There are no limitations regarding author affiliation 
or discipline as long as the content of the submitted 
article meets the editorial policy of Synthesiology, 
however, authorship should be clearly stated.  (It 
should be clearly stated that all authors have made 
essential contributions to the paper.)

3. Manuscripts
3.1 General
1) Articles may be submitted in Japanese or English.
Accepted articles will be published in Synthesiology 
(ISSN 1882-6229) in the language they were 
submitted in.  All articles will also be published 
Synthesiology - English edition (ISSN 1883-0978). 
The English edition will be distributed throughout the 
world approximately four months after the original 
Synthesiology issue is published. Articles written 
in English will be published in English in both the 
original Synthesiology as well as the English edition. 
Authors who write articles for Synthesiology in 
Japanese will be asked to provide English translations 
for the English edition of the journal.
2) The manuscript shall be prepared using a word 
processors or similar devices, and printed on A4-
size portrait (vertical) sheets of paper. The category 
of article (research paper or editorial) shall be stated 
clearly on the cover sheet.

3.2 Structure
1) The manuscript should include a title (including 
subtitle), abstract, the name(s) of author(s), institution/
contact, main text, and keywords (about 5 words).
2) Title, abstract, name of author(s), and institution/
contact shall be provided. 
3) The length of the manuscript shall be, about 
6 printed pages including f igures, tables, and 
photographs.
4) The title should be about 10-20 Japanese characters 
(5-10 English words), and readily understandable for a 
diverse readership background. Research papers shall 
have subtitles of about 15-25 Japanese characters (7-15 
English words) to help recognition by specialists.

5) The abstract should be about 200 Japanese 
characters (75 English words).
6) The main text should be about 9,000 Japanese 
characters (3,400 English words).
7) The article submitted should be accompanied by 
profiles of all authors, about 200 Japanese characters 
(75 English words) for each author. The essential 
contribution of each author to the paper should also 
be included.  Confirm that all persons who have 
made essential contribution to the paper are included.
8) Discussion with reviewers regarding the research 
paper content shall be done openly with name of 
reviewers disclosed, and the Editorial Board will 
edit the highlights of the review process to about 
3,000 Japanese characters (1,200 English words) or a 
maximum of 2 pages. The edited discussion will be 
attached to the main boby of the paper as a part of the 
article.
9) If there are reprinted figures, graphs or citations 
from other papers, permission for citation, if needed, 
should be clearly stated and the sources should be 
listed in the reference list.  All verbatim quotations 
should be placed in quotation marks or marked 
clearly within the paper.  

3.3 Format
1) The text should be in formal style. The section 
and subsection hapters should be enumerated. There 
should be one line space at the start of paragraph.
2) Figures, tables, and photographs should be 
enumerated. They should have a t itle and an 
explanation (about 20-40 Japanese characters or 10-
20 English words), and the position in the text should 
be clearly indicated.
3) For figures, clear originals that can be used for 
printing or image files (resolution 350 dpi or higher) 
should be submitted. In principle, the final print will 
be 15 cm x 15 cm or smaller, in black and white.
4) For photographs, clear prints (color accepted) 
or image files should specify file types: tiff, jpeg, 
pdf, etc. explicitly (resolution 350 dpi or higher) . In 
principle, the final print will be 7.2 cm x 7.2 cm or 
smaller, in black and white.
5) References should be listed in order of citation in 
the main text.

Journal – [No.] Author(s): Title of article, Title 
of journal,  Volume(Issue), Start page-End page 
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revisions or correction of printing errors are allowed 
in the proofreading stage.

6. Responsibility
The author(s) will be solely responsible for the 
content of the contributed article.

7. Copyright
T he copy r ig ht  of  t he  a r t icle s  publ i shed  i n 

“ Synthesiology” and “ Synthesiology English Edition” 
shall belong to the National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST).

Inquiries:
Synthesiology Editorial Board
c/o Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Science and Technology(AIST)
Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
E-mail: synthesiology@m.aist.go.jp

(Year of publication).
Book – [No.] Author(s): Title of book,  Start page-
End page, Publisher, Place of Publication (Year 
of publication).

4. Submission 
One printed copy or electronic file of manuscript 
should be submitted to the following address:

Synthesiology Editorial Board 
c/o Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Science and Technology(AIST)
Tsukuba Central 2 , 1-1-1 Umezono, Tsukuba 
305-8568

       E-mail: synthesiology@m.aist.go.jp
The submitted article will not be returned.

5. Proofreading
Proofreading by author(s) of articles after typesetting 
is complete will be done once. In principle, only 
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編集後記

シンセシオロジーも号を重ねて第1巻第3号の発刊の運びとなり
ました。今回も広い分野から第2種基礎研究に関する多彩な論文
を掲載することができました。執筆者・査読者を始め、関係され
た方々に厚く御礼申し上げます。

さて、今号では特別記事として、5月13日に秋葉原コンベンショ
ンホールで開かれた「シンセシオロジー」創刊記念シンポジウム
の内容を紹介いたしました。当日は、会場満員の参加者（特に産
業界からの方々が中心）にお集まり頂き、大変密度の濃いシンポ
ジウムとすることができました。これも多様な分野の皆様からの
大きな関心の表れであると考えており、講演者の方 を々含めて参
加者の皆様に対して深く感謝しております。

同シンポジウムでは、招待講演に加えてパネルディスカッショ
ンでもシンセシオロジーに対する熱い期待や注文が寄せられま
した。その中で、多くの方が発言しておられたことは「社会的
な出口に結びつけるシナリオ」とそのための「構成的方法論」の
重要性です。これらはシンセシオロジーの創刊に向けて特に
我々が重視してきたことであり、正に第2 種基礎研究の中心的
課題であります。また、それを記述するシンセシオロジーの論
文としても、これらを執筆要件として記載してあります。

これまでの論文の査読や編集委員会での議論の中で感じたこ
とですが、執筆者の方々はそれぞれ「第2種基礎研究とは何か」
ということを意識して論文執筆の様々な努力・苦労を重ねてい
ます。特に「社会的な出口に結びつけるシナリオ」については、
よく考えて記述されていると考えられます。これは社会に役立つ

研究をするにはどうしたら良いかを常に意識して考える研究者と
しては当たり前のことかも知れませんが、それをシナリオとして
記述できたことは画期的なことと考えられます。

その一方で、構成的方法論についてはまだまだ記述の形式が
定まっていません。これには課題が大きく二点あるように思います。
一点目は、第2種基礎研究の構成的方法論は極めて多様であり、
方法論としての考え方・捉え方がまだ不明確であると言う点があり
ます。二点目は、たとえ方法論として作り上げることができても研
究の構成的プロセスをうまく記述することがそう容易ではない、と
言うことではないかと思います。これらはシンセシオロジーが巻を
重ねることよって自ずと明らかになっていく面もありますが、やは
り意識してその方法論を議論していく必要があると思います。

21世紀の世界は、地球環境・資源・エネルギーと言ったかつ
てない大きな制約の中で持続的な発展を目指さなければなりませ
ん。そのためには社会的な出口を常に意識する第2種基礎研究の
ような研究の方法論が必要となります。それを記述するとともに、
その知識を広く研究者･技術者・生産者・企業家ひいては社会が
共有していくためにもシンセシオロジーの使命は大きなものがあり
ます。

広い分野の多くの研究者・技術者の方々の積極的な投稿とディ
スカッションにより、まだ生まれたばかりのこのジャーナルを一緒
に創りあげていくことへのご協力を是非期待したいと思います。

（編集副委員長 小林 直人）

（77）−



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　−246　　　　

編集　シンセシオロジー編集委員会
発行　独立行政法人 産業技術総合研究所

Synthesiology　1 巻  3 号　2008 年 10 月　印刷・発行

委員長：小野 晃
副委員長：小林 直人、矢部 彰
幹事（編集及び査読）：赤松 幹之
幹事（普及）：内藤 耕
幹事（出版）：多屋 秀人
委員：景山 晃、大蒔 和仁、五十嵐 一男、佃 栄吉、田中 充、栗山 博、大和田野 芳郎、清水 敏美、立石 裕、持丸 正明、
　　 村山 宣光、富樫 茂子、水野 光一、一條 久夫、餌取 章男、中島 秀之、上田 完次、Paul Fons
事務局：独立行政法人 産業技術総合研究所 広報部出版室内シンセシオロジー編集委員会事務局

問い合わせ　　シンセシオロジー編集委員会
　　　　　　　〒 308-8568　つくば市梅園 1-1-1　中央第 2　産業技術総合研究所広報部出版室内
　　　　　　　TEL：029-862-6217　FAX：029-862-6212
　　　　　　　E-mail：synthesiology@m.aist.go.jp　ホームページ　http://www.aist.go.jp/synthesiology

●本誌掲載記事の無断転載を禁じます。

シンセシオロジー編集委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　−246　　　　


	1巻3号　 表紙
	1巻3号　発刊の趣旨.pdf
	1巻3号A目次
	1巻3号B大串氏
	1巻3号C葭村氏
	1巻3号D浅川氏
	1巻3号E鎌田氏
	1巻3号F藤井氏
	1巻3号G北氏
	1巻3号H大崎氏
	1巻3号Iシンポジウム
	1巻3号J編集方針
	1巻3号K投稿規定
	1巻3号L英語 発刊の趣旨
	1巻3号M英語 Abstracts
	1巻3号N英語 編集方針
	1巻3号O英語 投稿規定
	1巻3号P編集後記

